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【高森町災害対策本部組織および事務分掌】 

（◎班長 ○副班長） 

班 係 
担当部署 

(通常業務の名称) 
事務分掌 

本部長 ―  ・災害警戒本部を統括し、部員を指揮、監督す

る 

副本部長 ―  ・本部長を補佐し、本部長に事故あるときは職

務を代行する 

本部員 ―  ・本部長の命を受け、本部の事務に従事するほ

か、各班の指揮をとる 

本部事務局 

（総務班） 

◎総務課長 

○議会事務局長 

○税務会計課長 

 

（総務課） 

（議会事務局） 

（税務会計課） 

 

総務係 防災安全係 

行政係 

議会事務局 

 

・災害対策本部の設置に関すること 

・本部員の招集に関すること 

・本部会議に関すること 

・避難の指示に関すること 

・自衛隊、長野県、政府機関、公共機関等に対す

る応援の要請に関すること 

・災害救助法の適用申請に関すること 

・県災害対策本部との連絡に関すること 

・各班との連絡調整に関すること 

・消防との連絡に関すること 

・町有車両の配車に関すること 

・日本赤十字社等社会福祉団体および民間協力

団体との連絡調整に関すること 

・上位機関からの連絡員受入に関すること 

・他班の応援に関すること 

財務係 会計係 

財政係 

企画振興係 

・町有施設の応急対策に関すること 

・物資調達における町内の業者との連絡に関す

ること 

・各種物資の輸送に関すること 

・出納および経理に関すること 

情報収集

記録係 

情報係 

税務係 

収納係 

・各種情報の収集、警報の受理、広報に関する

こと 

・本部長命令、その他指令の伝達に関すること 

・防災行政無線の管理、運用に関すること 

・その他通信広報に関すること 

・税の減免に関すること 

・災害時の税制に関すること 

・被災納税者の調査に関すること 

・固定資産の被災調査に関すること 
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班 係 
担当部署 

(通常業務の名称) 
事務分掌 

住民班 

◎健康福祉課長 

○社会福祉協議

会参事 

 

（健康福祉課）

（社会福祉協議

会） 

救護対策

係 

健康係 

戸籍住民係 

地域包括支援セン

ター 

・医療救護所の開設・管理に関すること 

・傷病者の応急手当に関すること 

・医療品および衛生材料の調達に関すること 

・医療機関・保健所との連絡調整に関すること 

・保健衛生対策に関すること 

福祉係 

高齢者係 

・避難所の開閉に関すること 

・食料物資に関する連絡に関すること 

・避難所における炊き出しの実施に関すること 

・受入避難者に対する救援物資の供給に関する

こと 

・災害義援金、救助品の受付・管理・配布に関す

ること 

・罹災証明その他諸証明に関すること 

・災害弔慰金の支給および災害救助資金の融資

に関すること 

・罹災者に対する金融措置に関すること 

・被害者に対する各種相談に関すること 

・他班の応援に関すること 

環境水道班 

◎環境水道課長 

○環境水道課課

長補佐 

 

（環境水道課） 

給水係 

下水係 

環境係 

上下水道係 

環境係 

料金経理係 

・上下水道の応急復旧に関すること 

・応急給水に関すること 

・飲料水の確保に関すること 

・関係機関、工事業者との連絡・調整に関する

こと 

・資機材等の確保に関すること 

・保健衛生対策に関すること 

・消毒および防疫に関すること 

・清掃、災害廃棄物の収集・処分に関すること 

・し尿の収集・処分に関すること 

・他班の応援に関すること 

建設班 

◎建設課長 

○建設課 

課長補佐 

 

（建設課） 

建設係 

管理係 

建設係 

管理係 

・道路・橋梁等の危険防除、応急復旧に関する

こと 

・飯田建設事務所等関係機関との連絡・調整に

関すること 

・道路の通行規制、車両の誘導に関すること 

・河川の巡視、水位の把握に関すること 

・農地・農業用施設の災害復旧に関すること 

・水防活動に関すること 

・町有建築物の応急修理に関すること 

・仮設住宅の建設に関すること 

・罹災住宅の応急修理および障害物の除去に関

すること 

・資機材および建築業者の確保に関すること 

・罹災者の住宅相談に関すること 

・他班の応援に関すること 
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班 係 
担当部署 

(通常業務の名称) 
事務分掌 

教育班 

◎教育長 

○教育委員会事

務局長 

 

（教育委員会） 

学校教育

係 

社会教育

係 

給食セン

ター係 

学校教育係 

社会教育係 

こども支援係 

文化財保護係 

学校給食センター 

・罹災児童・生徒に関すること 

・応急教育の方法、指導に関すること 

・児童・生徒の安全対策、健康管理に関するこ

と 

・教育実施者の確保に関すること 

・教材・学用品等の調達、供給に関すること 

・教育関係見舞品等に関すること 

・学校給食の実施に関すること 

・避難所における炊き出しの実施に関すること 

・他班の応援に関すること 

産業班 

◎産業課長 

○産業課課長補

佐 

 

（産業課） 

農林商工

係 

農業振興係 

商工観光係 

森林保全係 

営農支援センター 

ゆうき 

農業委員会事務局 

・農作物、農業用施設等の農家に対する金融措

置その他対策に関すること 

・農協等農業関係団体との連絡調整に関する 

こと 

・農業関係の災害復旧に関すること 

・農畜産関係資材の供給、あっせんに関する 

こと 

・林道施設および山林等の予防、復旧に関する 

こと 

・観光施設の安全対策に関すること 

・中小企業等の金融措置、経営相談等に関す 

ること 

・他班の応援に関すること 

保育所班 

◎保育園総園長 

○保育園副総園

長 

 

（保育園） 

保育係 各保育園 ・保育施設の安全対策に関すること 

・保育園児の安全対策に関すること 

・要配慮者の救護に関すること 

・他班の応援に関すること 
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【指定避難場所一覧】 

ア．指定緊急避難場所 

名   称 所 在 地 

高 森 中 学 校 グ ラ ン ド 下市田 2200-23 

高 森 北 小 学 校 グ ラ ン ド 山吹 3727-2 

町 民 グ ラ ン ド 下市田 2324 

合 計（3箇所）  

 

 

 

イ．一時避難所・避難地 

名   称 所 在 地 

市 田 柿 工 房 下市田 2478-2 

高 森 カ ン ト リ ー ク ラ ブ 山吹 6955 

平 安 祭 典  高 森 斎 場 下市田 1293-1 

く ま し ろ ホ ー ル 下市田 2116-1 

高森ショッピングセンター 

パ ー ス 駐 車 場 
下市田 1818 

天竜自動車学校教習コース 吉田 2283 

合 計（6箇所）  
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ウ．指定避難所  

名 称 所在地 
収容人
員 

電話 
番号 

洪水 
土砂災害 
(土石流・
急傾斜地） 

地震 
その他 

高森町民体育館 下市田 2183-1 690 35-3111 ○  ○ 

高森南小学校 下市田 2228 1,580 35-2250   ○ 

高森南小学校体育館 下市田 2228 240 35-2250  ○ ○ 

下市田区民会館 下市田 997-1 200   ○ ○ 

下市田 1 区積善会館 下市田 1755-1 60   ○ ○ 

下市田 1 区ふれあい会館 下市田 2793 50   ○ ○ 

下市田 2 区パーシモン会館 下市田 2002-1 50  ○ ○ ○ 

下市田 3 区力行会館 下市田 1094-1 60   ○ ○ 

下市田 5 区集会所 下市田 741-4 70   ○ ○ 

ダサラ地区館 下市田 2964-2 70  ○  ○ 

商工会館 下市田 2791-7 100 35-2254 ○  ○ 

高森町福祉センター（中央公民館含む）  下市田 2183-1 300 35-3111 ○ ○ ○ 

高森中学校 下市田 2200-23 1,450 35-2204   ○ 

牛牧伝統芸能伝承館 牛牧 1543 90   ○ ○ 

原町陣屋区民会館 上市田 202-1 60   ○ ○ 

吉田区民会館 吉田 1520 180  ○ ○ ○ 

吉田西地区館 吉田 1659-21 50  ○ ○ ○ 

吉田南地区館 吉田 2279-84 50   ○ ○ 

大島山区民会館 大島山 828 50   ○ ○ 

出原区民会館 出原 442-34 50    ○ 

高森町老人福祉センター 山吹 3619-1 310 35-3009   ○ 

やすらぎ荘別館 山吹 3482 90    ○ 

高森北小学校 山吹 3727-2 760 35-2264   ○ 

高森北小学校体育館 山吹 3727-2 200 35-2264 ○ ○ ○ 

山吹区事務所 山吹 3748-7 60  ○ ○ ○ 

新田地区館 山吹 8838-1 50   ○ ○ 

竜口龍の里会館 山吹 5943-1 50  ○ ○ ○ 

山吹上生活改善センター 山吹 809-1 35  ○ ○ ○ 

山吹中区集会所 山吹 379-1 30   ○ ○ 

駒場生活改善センター 山吹 3786-3 30   ○ ○ 

上平生活改善センター 山吹 5051-3 30   ○ ○ 

下平九頭龍会館 山吹 1431-1 50  ○ ○ ○ 

合計（32 箇所）       
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エ．災害時要配慮者福祉避難所 

名   称 所 在 地 電話 備考 

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム   

あ さ ぎ り の 郷 
吉田 481-1 34-3630  

円 会 セ ン テ ナ リ ア ン 牛牧 2468-4 34-2525  

下伊那社会福祉会 高森荘 山吹 4473-1 35-6811  

高森町社会福祉協議会 山吹 3618 34-3717  

特別養護老人ホーム   

グランスマイル 
牛牧 1968-15 48-6668  

親愛の里 紙ふうせん 山吹 4464-1 35-1883  

合計（６箇所）    

  

 

「 指 定 緊 急 避 難 所 」 

「一時避難所・避難地」 

・・・ 東海地震等地震、土砂災害や火災による輻射熱・延焼等から

地域および避難施設の安全が確保されるまでの間、避難する

空き地。 

「 指 定 避 難 所 」 ・・・ 一時避難地に危険が及ぶ場合や雨天時等に、地域および建物

の安全が確認されるまでの間、収容すると同時に家屋等が被

災した者を収容し、継続して避難を行う施設。 

「災害時要配慮者福祉避難所」 ・・・ 長期の避難生活を強いられる場合、災害時要配慮者等で一般

の避難施設での生活が困難な被災者を収容する施設。 
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【避 難 所 の 開 設 方 法】 

    

 
① 施設の安全確認と二次災害の防止 

地震発生後、施設管理者は、当該施設の安全確認と二次災害の防止に努める。 

 

② 災害情報の収集 

町災害対策本部は、住民の避難状況や町内の被災状況、避難所の被災状況等の情報を

職員の参集途上情報等から把握し、町職員の派遣の必要性や対応策を検討する。 

 

③ 町職員の派遣 

避難者の来所が確実な場合、町災害対策本部は、発災後、住民班職員を当該避難所に

派遣する。また、避難所の開設状況に応じて町災害対策本部へ応援職員の派遣を求める。 

 

④ 避難所開設の受理 

町災害対策本部の避難所担当職員は、避難所開設の準備を行う。 

 

⑤ 避難者収容スペースの確保 

施設管理者は、施設の中で、避難者収容スペースとして活用できる空間が使用可能か

否かを判断し、その結果を町職員または、自主防災組織のリーダーに報告する。 

 

⑥ 避難者の受入れと誘導 

町災害対策本部の避難所担当職員は、施設管理者と協議決定した避難者収容スペース

へ避難者を誘導し、収容する。 

 

⑦ 町災害対策本部へ避難所開設の報告 

町災害対策本部の避難所担当職員は、避難者を誘導・収容した段階で、避難者数の概

数、水、食糧等の物資要請の有無、周辺状況等に関して本部へ報告する。 

 

ア 施設管理者が常駐している施設（施設管理者主導による開設） 
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① 避難情報の収集 

 

② 避難所の自主開設 

自主防災組織のリーダーは当該避難所に、町職員、施設管理者が配備に付けない場合、

自主的に避難所を開設することができる。 

 

③ 避難者の一時待機措置 

自主防災組織のリーダーは、当該避難施設の安全確認が終わるまで避難者を一旦グラ

ウンド等の安全な場所に避難させる。 

 

④ 施設の安全確認と二次災害の防止 

自主防災組織のリーダーは、当該避難施設の安全確認を目視の範囲で行い、可能な限

り二次災害の防止に努める。 

 

⑤ 避難者の受入れと誘導 

自主防災組織のリーダーは、施設管理者と協議決定した避難者収容スペースへ避難者

を誘導し、収容する。 

 

⑥ 町災害対策本部への報告 

自主防災組織のリーダーは、避難者を誘導・収容した段階で、避難者数の概数、水、

食糧等の物資要請の有無、周辺状況等に関して本部に報告する。 

 

 

①(⑦) 他避難所への振り分け 

町災害対策本部の避難所担当職員は、避難場所へ避難者を収容しきれない状況が発

生、あるいは予測される場合、町災害対策本部へ他の避難所への振り分けを依頼する。 

要請を受けた町災害対策本部は、他の避難所での避難状況を踏まえ、振り分け先を指

示する。 

 

②(⑧) 他避難所への移動 

町災害対策本部の避難所担当職員は、施設管理者、自主防災組織のリーダー等の協力

を得て、振り分け先の避難所へ避難者の誘導、移動をおこなう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 施設者が常駐していない施設（自主防災組織主導による開設） 

ウ 避難者を収容できない場合の対応（ ）内は上記イの場合での順序 
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【避 難 所 の 運 営】 

 

(1) 運営の基本方針 

ア 避難所の運営は、当該地域の自主防災組織が中心となって自主的に運営し、町職員や学

校・施設管理者、ボランティア等はその支援にあたる。 

イ 自主防災組織が未結成の地域についても、地域の状況に応じて自主運営の推進を図る。 

ウ 住民による自主運営が不可能な場合は、町職員が主体となり施設管理者、地域住民、ボ

ランティア等の支援を得て、避難所の運営を行う。 

 

(2) 避難所運営委員会の組織づくり 

地震等の災害により避難した人々が一定期間秩序ある生活をする避難所を管理運営するた

めに、各避難所において、地域の防災訓練を通じて災害時の対応に熟知している自主防災組織

等が中心となり、避難してきた住民による避難所内の自治組織「○○避難所運営委員会」を組

織する。避難してきた住民は、自治組織の一員として避難所の運営にあたるものとする。 

避難所の運営の主体は、避難者が組織する避難所運営委員会とし、町職員、学校・施設管

理者およびボランティアは、できる限りその支援にあたるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)避難所運営委員会の役割 

ア 避難所運営委員会は、各避難所毎に委員長、副委員長をもとに共同生活班および作業班

で組織する。 

イ 避難所運営委員会は、避難所での状況を把握し、避難所での課題、問題に対処または情

報収集伝達、各班の役割等を再認識するため、毎日時間を定めて 1 回以上、作業各班、共

同生活班の各班長、避難所担当の町職員、学校・施設管理者、ボランティア等の関係者に

よるミーティングを行う。 

 

 

 

 

 

  ア 施設の解錠・開門 

   避難所の開設は町長がその要否を判断し、原則として、町職員が、施設管理者の協力を得て

行う。 

《避難所運営委員会の組織例示》

☆学校・施設職員、町職員、
ボランティア等は
住民の活動をサポートする

共同生活班

学校･施設管理者
町災害対策本部
ボランティア

避 難 所 運 営
委 員 会

支援

作 業 班

委 員 長
副 委 員 長

物 資 配 分 班
給 食 給 水 班
名 簿 総 括 班

避 難 者
自主防災組織

総 務 班
情 報 広 報 班
救 護 班
清 掃 班

 

初動期とは、災害発生直後の混乱状態の中で避難所を開設・運営するため

に必要な業務を行う期間。 

《初動期》 
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   町職員、施設管理者が共に不在で、かつ緊急の場合には、運営委員会が管理する鍵で解錠・

開門し、避難所に集まった委員会メンバーを中心に避難所の開設準備にとりかかる。 

 

  イ 避難所の開設準備 

   避難所に集まった委員会のメンバーを中心に、早急に次の仕事にとりかかる。その際、住民

が自主的に避難するのは、施設敷地内（例：校庭）にとどめ、建物内への立ち入りについて

は、町職員及び施設管理者の到着を待つ。 

   （ア）開設方針の確認 

     町災害対策本部から開設指示が出ているかといった開設方針の確認をする。 

   （イ）開設準備への協力要請 

     避難者に対して、当面の運営協力を呼びかける。 

   （ウ）施設の安全確認 

     建物が危険でないか点検を行う。 

   （エ）避難所運営用設備等の確認 

     電話、パソコンといった設備の使用可否を確認する。 

   （オ）避難者の安全確保 

     施設の安全が確認されるまで、グランド等での待機を呼びかける。 

   （カ）機材・物資の確認 

     備蓄倉庫等にある機材・物資の状況等を確認する。 

   （キ）共同生活班の編成 

     「共同生活班」とは、部屋単位などで避難者をいくつかに分けた「班」のことで、原則

として、世帯を一つの単位とする。共同生活班の編成では、血縁関係や居住地域を考慮

し、観光客などもともと地域内に居住していない避難者はまとめて共同生活班を編成す

る。 

   （ク）避難所利用範囲等の確認 

     避難所として利用できる範囲を確認する。 

   （ケ）利用室内の整理・清掃 

     破損物等の片付けを行う。 

   （コ）受付設置 

   （サ）避難所看板設置 

 

  ウ 避難者の受入れ、名簿登録 

   施設の安全が確認され、避難所の開設準備が整い次第、避難者を施設内へ誘導する。その際、

受付で避難者名簿に氏名・住所等を記入してもらう。しかし、多人数が集中した場合は、記

入は事後となることもやむを得ないが、できるだけ早い段階で基礎的な内容だけでも記入し

てもらう。 

 

  エ 町災害対策本部への報告（第 1報） 

   避難所を開設したら、速やかに町災害対策本部に開設を報告する。 

 

  オ 地域住民への周知、広報 

   避難所が設置されたことを地域の住民に周知、広報する。 

 

 

 

 

 

 

展開期とは、災害発生後 2 日目から約 3 週間程度までの期間。 

《展開期》 
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  カ 共同生活班の代表選出 

   災害発生直後の混乱状態が落ち着いてきたら、本格的な避難所運営体制づくりに取りかかる。 

   各共同生活班では班長と各活動班への代表者を決める。班長はできるだけ交替  制とする

など個人の負担が偏らないように注意する。 

 

  キ 各活動班の設置 

   避難所内で発生する様々な作業を行うため、各共同生活班より選出された代表者により以下

のような活動班を作る。 

   （ア）総務班 

   （イ）情報広報班 

   （ウ）救護班 

   （エ）清掃班 

   （オ）物資配分班 

   （カ）給食・給水班 

   （キ）名簿総括班 

   （ク）施設管理班 

   （ケ）ボランティア班 

 

  ク 避難所運営会議の開催 

   町災害対策本部との連絡調整事項についての協議や避難所内でのルールの決定・変更、避難

所での課題・問題への対処など避難所運営を円滑に進めるため、毎日時間を定めて1回以上、

運営会議を開催する。 

 

  ケ 避難所内での場所の移動 

   避難者の増減など、状況の変化により、避難場所の移動が必要な場合は、避難者の了解を得

て、部屋の統廃合など避難場所の移動を行う。また、避難所開設直後から、避難所内で場所

の移動があることを周知しておくことも必要。 

 

 

 

 

 

  コ 避難所運営会議の開催 

   避難所内の状況を把握し、出席者相互の意見交換を行い、必要事項を協議・決定するなど、

引き続き運営会議を開催する。 

 

  サ 活動班の再編成 

   避難者の減少により、避難所の規模が縮小するなど、状況の変化があった場合は、適宜、班

員の交代や、班の再編成を行う。 

 

  シ 避難所内での場所の移動 

   避難者の減少や学校の再開など、状況の変化があった場合には、避難者の了解を得て、部屋

の統廃合など避難場所の移動を行う。 

 

 

 

 

安定期とは、災害発生後 3 週間目以降。 

《安定期》 
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ス 避難所運営会議の開催 

   避難所閉鎖についての避難者の合意形成を行い、適切な残務整理を進める。 

 

  セ 避難所の撤収 

   避難所運営業務の残務整理を終えたら、避難所の運営に関する記録、使用した台帳等の整理

をし、町災害対策本部に引き継ぐ。また、使用した施設は元に戻し、清掃をした上で、避難

所を撤収する。 

 

（４）共同生活班の役割 

（ア） 共同生活班 

共 同 生 活 班 

   共同生活班は、すでにある人間関係に配慮し、できる限り避難所内のブロックごとまたは教

室ごとに班を編成し、その代表者（班長）を選出する。 

 

  ア 班長の選出 

   班長は、班員の人数確認などを行うと同時に、班員の意見をまとめて運営会議へ提出する代

表者の役割を担う。班長については、適宜、交代をする。 

 

  イ 副班長、各活動委員の選出 

   各活動委員は、共同生活班の代表として避難所運営のための諸活動の中心となる。副班長、

各活動委員については、適宜、交代をする。 

 

  ウ 当番制の仕事 

   公共部分の清掃、炊き出しの実施、生活用水の確保などの仕事を当番制で行う。 

   ① 給食・生活物資等の受け取り、分配を行う。 

   ② 避難所内でのトラブルを予防する。 

   ③ 共同生活を送るための決められたルールの徹底を図る。 

 

（イ） 作業班各班 

総 務 班 （ 総 務 対 策 ） 

   ① 備蓄倉庫内の資機材の取扱いおよび管理を行う。 

   ② 災害発生時間、被害状況、避難者の状況に見合った避難所のレイアウトを施設管理者と

相談し、設定する。 

   ③ 避難所生活を避難所住民の協力を得ながら秩序あるものとして維持するため、必要があ

れば、保安要員を確保し、避難所内のパトロールを行う。 

   ④ ボランティアとの連絡調整を行う。 

   ⑤ 避難所日誌を作成する。 

   ⑥ 避難所運営委員会の庶務および事務局を担当する。 

   ⑦ 町災害対策本部との調整 

     災害対策本部との連絡調整に関する窓口となり、連絡調整事項の把握、整理を行う。連

絡調整事項については、避難所運営会議での協議を前提とするが、急を要する場合は、各

 

撤収期とは、周辺のライフライン機能が回復し、被災者にとって本来の生

活が再開可能になるため、避難所生活の必要性がなくなる期間。 

《撤収期》 
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活動班の班長と協議し、後ほど運営会議で報告するといった臨機応変な対応をする。 

   ⑧ 在宅被災者の数や必要とされる支援物資等に関する情報を把握するため、避難所開設に

関する広報活動の際などに、在宅被災者に対して、避難所への申し出を呼びかけ、地区ご

との組織を作るよう働きかける。 

 

情報広報班（情報広報対策） 

   ①情報収集 

    ・デマやパニックを防止するため、情報管理の一元化をする。 

    ・各種機関へ直接連絡を取り、必要な情報を収集する。 

    ・避難所担当の町職員並びに学校職員および施設管理者との連絡調整を行い、避難所生活

に必要となる生活関連情報、生活支援情報等を収集し伝達する。また、避難所での要望

等も伝達する。 

    ・他の避難所と情報交換をする。 

    ・テレビ、ラジオ、新聞などのあらゆるメディアから、情報を収集する。 

    ・集まった情報をわかりやすく整理する。 

   ②情報発信 

    ・情報発信の窓口を一本化し、避難所から発信した情報の整理を行う。 

    ・避難所担当の町職員並びに学校職員および施設管理者との連絡調整を行い、避難所生活

に必要となる生活関連情報、生活支援情報等を収集し伝達する。また、避難所での要望

等も伝達する。 

    ・特に重要な事項については、避難所運営会議で連絡し、共同生活班長を通じて口頭で避

難者へ伝達する。 

    ・避難者個々人あての連絡用に共同生活班ごとに伝言箱を設け、班長が受け取りにくる体

制を作る。その取扱いについてはプライバシーの保護に留意する。 

   ③ 避難所内に設置する掲示板（各種情報を掲示するもの）を管理し、各種情報を伝達する。 

 

救護班（要援護者の保護） 

   ① 障害者、高齢者、傷病者の方々を援護する。 

   ② 名簿総括班と連携し、傷病者を把握する。 

   ③ 負傷者の応急手当、医療機関への誘導、搬送を手配する。 

   ④ 医療拠点となった避難所では、医師と連携し、傷病者の救護を行う。 

   ⑤ 近隣の救護所、医療機関の開設状況を把握し、緊急の場合に備える。 

   ⑥ 避難所内に医務室を設け、医療品の種類、数量について把握する。 

   ⑦ 心身に衰えのある高齢者など避難所での生活が困難な人については、施設や病院への収

容を要請する。 

 

清掃班（環境衛生対策） 

   ① トイレに関すること 

   ・仮設トイレを設置する。 

   ・トイレの使用可能状況を調べる。 

   ・トイレ用水を確保する。 

   ・トイレの衛生管理には十分に注意を払う。 

   ② ゴミに関すること 

    ・避難所敷地内の屋外にゴミ集積場を設置する。 

    ・避難所からのゴミの出し方（分別）のルールを入所者へ徹底させる。 

    ・ゴミ収集および焼却施設が稼動するまでの間は、施設内において、ゴミを処理（保管）
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する。 

    ・ゴミの収集が滞り、やむを得ない場合には焼却処分を行う。 

   ③ 掃除に関すること 

    ・共用部分の掃除は、共同生活班を単位として当番制をつくり、交代で清掃を実施する。 

    ・居室部分の清掃は、毎日 1回、清掃時間を設けて実施するよう呼びかける。 

   ④ 災害対策本部へ必要な防疫用薬剤等を要請し、衛生害虫の駆除を行う。 

   ⑤ 風呂に関すること 

   ・もらい湯を奨励する。 

   ・仮設風呂・シャワーが設置されたら、当番を決めて清掃を行う。 

   ⑥ 衛生管理に関すること 

    ・「手洗い」を徹底する。 

    ・食器の衛生管理を徹底する。 

    ・避難所での集団生活においては、風邪などの感染症がまん延しやすくなるため、十分な

予防策を講じる。 

    ・災害対策本部へ必要な防疫用薬剤等を要請し、衛生害虫の駆除を行う。 

   ⑦ ペットに関すること 

    ・原則として、避難所の居室部分へのペットの持ち込みは禁止する。 

    ・敷地内の屋外（余裕がある場合には室内も可）にスペースを設け、その場所で飼育する。 

   ⑧ 生活用水の確保 

    ・避難所内で使用する水は用途に応じて、明確に区別する。 

    ・食料・調理用・手洗い・洗顔・歯磨き・食器洗い用、風呂・洗濯用、トイレ用の水を確

保する。 

 

物資配分班（食料・生活用品等の調達・配布） 

   ① 備蓄食料や救援物資、生活必需品等を災害対策本部から受入れ、配布する。 

   ② 名簿総括班と連携し、避難者数を把握し、必要となる物資の数量を把握する。 

   ③ 高齢者、障害者への対応を優先し、公平な分配を行う。 

   ④ 配布時に、混乱が起こらないよう対策を講じる。 

   ⑤ 町災害対策本部からの支援が不足する場合や遅れる場合には、避難所として対応策を考

える。 

   ⑥ 状況が落ち着いてきたら、避難者のニーズを把握して食料等の要請を行う。 

   ⑦ 食料・物資の要請は、将来的な予測をたてて行う。 

 

給食・給水班（給食・給水対策） 

   ① 給食施設がある避難所では、町職員（学校給食調理員）と連携し、炊き出しを行う。 

   ② 給水時に混乱が起こらないように対策を講じる。 

   ③ 名簿総括班、物資配分班と連携し、炊き出しに必要な材料、燃料等を町職員を通じて災

害 

対策本部に要請し、確保する。 

 

名簿総括班（避難者名簿の管理） 

  避難者を収容する際に作成するこの名簿は、食料、物資配給の基礎データとする。 

   ① 名簿の一元管理を行い、入所者、出所者を把握する。 

   ② 一般的な避難者の名簿だけでなく、要援護者、帰宅困難者等の避難者名簿を別途作成・

管理し、町災害対策本部へ報告する。 

   ③ 作業各班に情報を提供し、各班の活動がスムーズに行えるよう連携を密にする。 
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   ④ 安否確認等問い合わせへの対応 

     ・安否確認への対応をする。 

     ・避難者へ伝言を連絡する。 

     ・来客への対応をする。 

   ⑤ 取材への対応 

     ・取材への基本的な対応方針について、運営会議で決定する。 

     ・避難者の寝起きする居住空間での見学・取材は原則として禁止する。 

     ・取材者の身分を確認し、避難所の見学には必ず班員が立ち会う。 

   ⑥ 郵便物・宅配便等の取次ぎ 

     ・郵便物等については、郵便局員や宅配業者から避難者へ、直接手渡してもらう。 

     ・避難者の人数が多い場合などには、郵便物等を受付で保管する。 

 

施 設 管 理 班 

   ① 避難所の安全確認と危険個所への対応 

    ・応急危険度判定士による施設の応急危険度判定を受ける。 

    ・危険個所への立ち入りは厳重に禁止し、修繕が必要な場合は早急に行う。 

   ② 防火・防犯 

    ・火気の取扱場所を制限し、取扱いに注意する。 

    ・夜間の当直制度を設ける。 

    ・防火・防犯のために、夜間の巡回を行う。 

 

ボ ラ ン テ ィ ア 班 

   ① ボランティアの受入れ 

    ・避難所にボランティアの受入れ窓口を設置する。 

    ・避難所運営の中で、マンパワーを必要とする部分については、町災害対策本部等にボラ

ンティアの派遣を要請し、必要に応じてボランティアの支援を受ける。 

   ② ボランティアの管理 

    ・ボランティアに対してどのような協力を求めるかについて、運営会議で検討する。 

 

（５）避難所の運営手順 

   避難所運営委員会が組織された後は、以下の手順によって避難所の運営を行う。 

  ア 避難者の把握 

情報広報班は、避難者名簿より避難者の実態を把握し、避難所担当職員へ報告する。 

  イ 備蓄物資の確認と配分方針の決定 

    物資配分班は、避難所の備蓄物資を確認しその配分方針を決定し、避難者へ通知する。 

  ウ 不足物資の要求 

    総務班は、不足する物資を避難所担当職員に対し要請する。 

  エ 物資等の受理・保管・配布 

    物資配分班は、要請した物資が搬送された場合、物資台帳を作成のうえ、保管・配分を行

う。 

  オ 避難者への情報の提供と情報管理 

    情報広報班は、入手した情報を避難者へ施設内放送や掲示板等を利用して提供する。 

  カ 災害時要援護者へのケア 

    救護班は、作成される避難者名簿から高齢者・身体障害者等の災害時要援護者を把握し、

要援護者避難所への移動等を検討する。移動が必要と認められる場合には、町本部へ施設の

照会の依頼をし、移動先が決定した場合には、要援護者の搬送を行う。 
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  キ ボランティア支援の要請 

    総務班は、避難所の状況を考慮しながら、避難所担当職員に対し必要なボランティアの要

請を行う。 

  ク 避難所運営ルールの作成と周知 

    避難所運営委員会は避難者と共に避難所運営ルールを作成し、避難者に周知・協力を求め

る。 
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【地すべり危険箇所調査表（抜粋）】 

 

H17.4.1現在

施設 数量

234 上平東ひら

山吹
上平 390 150 5.9

泥・砂・礫
(段丘礫層) 172 21 28 49 ＪＲ線　県道 800 35 Ｂ

235 本坂
山吹
本坂 200 130 2.6

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 7 1 1 2 ＪＲ線　町道 350　350 35 Ｂ

236 駒場
山吹
駒場 290 140 4.1

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 28 6 2 8 町道 300 55 Ａ

237 観音沢
山吹
観音沢 230 250 5.8

閃緑岩(後
白亜紀) 2 S47 4 1 1 町道 500 51 Ａ 砂防指定地

238 正木
山吹
正木 330 240 7.9

泥・砂・礫
(高位段丘) 1 S36 4 30 22 4 3 7 35 Ｂ 砂防指定地

239 松の木坂
山吹
松の木坂 200 260 5.2

泥・砂・礫
(高位段丘) 2 S36 2 24 4 1 1 中央道 20 31 Ｂ 砂防指定地

240 市の沢
山吹
市の沢 160 180 2.9

泥・砂・礫
(高位段丘) 1 S36 4 1 1 町道 300 31 Ｂ 流・崩

241 学校上
山吹
駒場 300 150 4.5

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 28 6 2 8 32 Ｂ

242 下平ひら
山吹
下平 300 190 5.7

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 80 13 10 23

小学校　保育園
町道 1　1　350 28 Ｂ

243 月夜平
吉田
月夜平 240 200 4.8

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 2 2 46 1 12 13 町道 450 41 Ａ

244 小胡桃原
出原
小胡桃沢 500 400 20.0

閃緑岩(白
亜紀) 1 S36 28 4 4 8 林道 480 37 Ｂ

245 役人平
牛牧、大
島山 300 350 10.5

閃緑岩(白
亜紀) 1 S36 10 4 7 2 2 37 Ｂ 砂　流

246 唐沢
下市田
唐沢 500 140 7.0

泥・砂・礫
(段丘礫層) 5 77 43 2 3 9 14 町道　上水場 400　1 11 Ｃ

247 羽根
下市田
羽根 300 150 4.5

泥・砂・礫
(段丘礫層) 58 10 6 16 町道 500 21 Ｂ

248 庄治坂
下市田
庄治坂 180 130 2.3

泥・砂・礫
(低位段丘) 1 S36 63 18 18 町道　用水路 450　150 46 Ａ

249 間ヶ沢
下市田
間ヶ沢 430 180 7.7

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 28 2 6 8 31 Ｂ 崩・砂

250 南沢
下市田
南沢 600 180 10.8

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 町道 100 31 Ｂ 崩

251 ぼくめき 牛牧 400 170 6.8
泥・砂・礫
(高位段丘) 1 S46 28 6 2 8 31 Ｂ 砂流

252 巡礼沢
牛牧、下
市田 800 300 24.0

泥・砂・礫
(段丘礫層) 3 160 21 5 1 6 ｾﾝﾀｰ　町道 1　200 26 Ｂ 砂崩

253 市場
下市田
市場 400 250 10.0

泥・砂・礫
(段丘礫層) 27 6 3 9 町道 49 Ａ 崩

254 上平
山吹
上平 310 140 4.3

泥・砂・礫
(段丘礫層) 1 S36 32 9 9 町道　保育園 200　1 28 Ｂ

255 市場(2)
下市田
市場 190 330 6.3

礫岩・砂
(段丘礫層) 35 6 4 10 町道　ＪＲ 450　250 8 Ｃ

256 月夜平
大島山
月夜平 300 300 9.0

礫・砂・泥
(段丘礫) 18 5 5 町道 180 12 Ｃ

A:地すべり危険箇所　　　B:危険箇所以外の危険区域及び地すべり被害想定区域

地すべり危険箇所(A+B)
基盤岩の
名称

特殊立法
関係

位置
合計

幅
（m）

長さ
（m）

面積
（ha）

想定湛
水深度
（ｍ）

河川
影響
（千ｍ3）

人口
(人)

人家戸数（戸）

Ａ＋Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
発生
数

発生
年次

地すべり履歴

合計
点

区分
公共施設の種類及び数

整理
番号

箇所名

区域内の保全対象 危険箇所判定
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【山腹崩壊危険地区】 

市町村 地 区 
危険地 
面積 

治山事業 
進捗状況 

人 家 公 共 道 路 大 字 小字 

高森町 1 3 概成 6 0 国道 山吹 大洞 

高森町 2 4 一部概成 30 0 国道 山吹 垣外 

高森町 3 7 一部概成 25 0 国道 吉田 胡麻目 

高森町 4 2 概成 23 0 県道 出原 
小グルミ

沢 

高森町 5 6 一部概成 50 0 県道 吉田 吉田 

高森町 6 8 一部概成 3 0 町道 大島山 神護沢 

高森町 7 8 一部概成 100 2 国道 下市田 下市田 

高森町 8 3 一部概成 20 0 町道 山吹 大清水 

高森町 9 6 一部概成 23 0 国道 山吹 下平 

高森町 10 3 一部概成 50 0 国道 山吹 小沼 

高森町 11 3 一部概成 35 0 国道 吉田 東原 

高森町 12 3 概成 6 0 県道 山吹 越田平 

高森町 13 6 一部概成 6 0 町道 牛牧 タラクボ 

高森町 14 3 一部概成 10 0 町道 山吹 駒場 

高森町 15 3 概成 0 0 林道 牛牧 砂沢 

高森町 16 8 一部概成 0 0 林道 山吹 新福利 

高森町 17 1 概成 8 0  吉田 番匠田 

高森町 18 2 一部概成 0 0 町道  砂坂 

高森町 19 4 一部概成 0 0 国道  一の沢 

【崩壊土砂流出危険地区】 

市町村 地 区 
危険地 
面積 

治山事業 
進捗状況 

人 家 公 共 道 路 大 字 小字 

高森町 1 0.75 一部概成 20 0 町道 下市田 中村 

高森町 2 1.8 概成 20 0 町道 下市田 順礼沢 

高森町 3 1.5 概成 20 0 町道 吉田 クラ山 

高森町 4 2.16 概成 10 0 県道 牛牧 地獄洞 

高森町 5 4.32 概成 5 0 県道 牛牧 小洞 

高森町 6 1.05 概成 3 0 県道 牛牧 米沢 

高森町 7 1.5 概成 3 0 町道 牛牧 ヌク沢 

高森町 8 2.7 一部概成 5 0 県道 牛牧 炭焼沢 

高森町 9 1.2 概成 5 0 県道 牛牧 市の瀬 

高森町 10 2.25 一部概成 3 0 町道 牛牧 小滝 

高森町 11 0.9 一部概成 30 0 県道 大島山 ツンボ沢 

高森町 12 0.75 一部概成 50 0 県道 吉田 カザマキ 

高森町 13 0.9 概成 30 0 県道 吉田 二又沢 

高森町 14 5.4 一部概成 60 0 県道 出原 小田沢 

高森町 15 1.35 一部概成 3 1 町道 牛牧 与一沢 

高森町 16 1.95 一部概成 3 0 町道 山吹 観音沢 

高森町 17 1.35 一部概成 3 0 町道 山吹 クラガリ 

高森町 18 1.8 一部概成 3 0 町道 牛牧 鍋割 

高森町 19 3.6 概成 50 0 県道 山吹 硯ヶ沢 

高森町 20 6 一部概成 50 0 県道 山吹 沢 

高森町 21 3 概成 0 0 林道 牛牧 千水沢 

高森町 22 0.75 一部概成 0 1 林道 大島山 二ノ沢北 

高森町 23 0.18 一部概成 0 1 林道 牛牧 堂所 

高森町 24 0.75 一部概成 0 1 林道 牛牧 砂沢 

高森町 25 2.25 一部概成 0 1 林道 牛牧 二の沢 

高森町 26 0.9 一部概成 0 0 林道 牛牧 南大島川 

高森町 27 1.05 概成 0 0 林道 牛牧 南大島川 

高森町 28 1.95 無 0 0 林道  本沢 
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【急傾斜地崩壊危険箇所調査表（抜粋）①】（急傾斜） 

 

H17.4.1現在

度
40311001 駒場　１ 高森町 山吹 駒場 200 30 15 町道　525m、その他道路250m 国 未 自然斜面Ⅰ
40311002 竜ノ口 高森町 山吹 竜ノ口 500 40 19 竜口集会所　１ 一般県道５００ｍ 急S62.3.23 国 概H1 自然斜面Ⅰ
40311003 馬根垣外 高森町 山吹 馬根垣外 300 34 16 一般県道２５０ｍ　ＪＲ飯田線２００ｍ　河川１００ｍ　橋梁１ 急S53.3.27 国 概S55 自然斜面Ⅰ
40311004 小沼 高森町 山吹 小沼 200 35 7 小沼西集会所　１ 一般県道１５０ｍ　町道３００ｍ 単 未 自然斜面Ⅰ
40311005 上平 高森町 山吹 上平 400 30 26 町道６５０ｍ　ＪＲ飯田線４００ｍ 急S52.2.21 国 概H13 自然斜面Ⅰ
40311006 駒場 高森町 山吹 駒場 150 40 6 町道１３０ｍ 急S47.2.10 単 概S49 自然斜面Ⅰ
40311007 駒場南 高森町 山吹 駒場 400 30 13 町道４００ｍ 急S62.3.23 単 概H12 自然斜面Ⅰ
40311008 下平北 高森町 山吹 下平 450 33 17 下町集会所　１ 町道９００ｍ 急S56.3.30 国 概S59 自然斜面Ⅰ
40311009 下町　１ 高森町 山吹 下町 320 40 5 町道　150m、その他道路200m 単 未 自然斜面Ⅰ
40311010 吉田 (1) 高森町 吉田 170 40 5 町道　　490m 単 未 自然斜面Ⅰ
40311011 番匠田 高森町 吉田 番匠田 300 40 20 町道３５０ｍ 急H1.4.10 国 概H3 自然斜面Ⅰ
40311012 北村 高森町 下市田 北村 100 35 17 町道２００ｍ　　　　　　　　　　　　　 急S47.3.27 単 概S50 自然斜面Ⅰ
40311013 小原 高森町 下市田 小原 130 30 23 町道４００ｍ 国 未 自然斜面Ⅰ
40311014 下市田 (1) 高森町 下市田 150 40 0 中学校 町道150m 単 未 自然斜面Ⅰ
40311015 唐沢南 高森町 下市田 唐沢 250 40 17 高森南小学校　１ 町道７５０ｍ 急S60.4.4 国 概S63 自然斜面Ⅰ
40311016 羽根 高森町 下市田 羽根 100 40 11 町道３００ｍ 国 未 自然斜面Ⅰ
40311017 市場１号 高森町 下市田 市場 170 35 8 町道１５０ｍ 急H3.4.1 国 概H5 自然斜面Ⅰ
40311018 下市田 (2) 高森町 下市田 80 30 12 他 保中 自然斜面Ⅰ
40311019 下平 高森町 山吹 60 35 5 町道100m 急S47.2.10 単 概S47 自然斜面Ⅰ
40321001 駒場 高森町 山吹 駒場 180 55 高森町やすらぎ荘高森町役場山吹支所１ 町道　１８０ｍ 国 未 人口斜面Ⅰ
40312001 小沼１ 高森町 山吹 小沼 100 70 1 町道　90m、その他道路　200m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312002 上平（２） 高森町 山吹 上平 90 35 2 町道１７０ｍ　寺沢川８０ｍ 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312003 駒場南 高森町 山吹 駒場 100 30 3 町道２５０ｍ 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312004 駒場２ 高森町 山吹 駒場 80 35 1 町道　200m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312005 駒場１ 高森町 山吹 越田 90 30 1 その他道路　50m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312006 新田 高森町 山吹 新田 100 30 1 町道　100 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312007 越田２ 高森町 山吹 越田 100 30 2 町道　175m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312008 越田３ 高森町 山吹 越田 100 30 1 町道　133m、その他道路　200m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312009 山吹  (1) 高森町 山吹 110 40 2 町道　　110m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312010 山吹  (2) 高森町 山吹 140 35 3 町道　　290m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312011 出原 高森町 出原 115 30 2 町道　　180m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312012 下平（２） 高森町 山吹 下平 180 50 4 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312013 山吹  (3) 高森町 山吹 80 35 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312014 山吹  (4) 高森町 山吹 210 40 4 町道　　490m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312015 吉田 (2) 高森町 吉田 45 40 1 町道　　130m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312016 吉田 (3) 高森町 吉田 50 35 2 町道　　120m 他 他未 自然斜面Ⅱ

箇所番号

位　置 傾
斜
度

備考
町　村 大　字 小　字

保全対象
人
家
戸
数

公共的建物の種類及び数
箇所名

危
険
箇
所
の
延
長
ｍ

要
施
行
箇
所

施
工
状
況

他
事
業
施
工
状
況

公共施設（道路、鉄道、河川等）の
種類、延長等

急傾斜地崩壊危
険区域の指定
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【急傾斜地崩壊危険箇所調査表（抜粋）②】（急傾斜） 

 

H17.4.1現在

度
40312017 吉田 (4) 高森町 吉田 40 30 1 町道　　100m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312018 吉田 (5) 高森町 吉田 80 45 2 町道　　50m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312019 下市田 (3) 高森町 下市田 100 40 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312020 下市田 (4) 高森町 下市田 65 30 4 町道　　110m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312021 下市田 (5) 高森町 下市田 80 30 2 町道　　120m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312022 下市田 (6) 高森町 下市田 40 45 1 町道　　20m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312023 下市田 (7) 高森町 下市田 80 45 3 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312024 下市田 (8) 高森町 下市田 90 40 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312025 下市田 (9) 高森町 下市田 60 30 2 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312026 下市田 (10) 高森町 下市田 60 35 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312027 大島山 (1) 高森町 大島山 60 40 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312028 大島山 (2) 高森町 大島山 50 30 1 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312029 大島山 (3) 高森町 大島山 100 40 3 町道　　100m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312030 大島山 (4) 高森町 大島山 100 40 1 町道　　120m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312031 牛牧 (1) 高森町 牛牧 80 35 2 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312032 牛牧 (2) 高森町 牛牧 70 30 1 町道　　80m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312033 牛牧 (3) 高森町 牛牧 70 35 1 町道　　50m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312034 牛牧 (4) 高森町 牛牧 70 30 2 町道　　100m 他 他未 自然斜面Ⅱ
40312035 大島山 高森町 大島山 125 50 2 町道　１２５ｍ 他 他未 自然斜面Ⅱ
40313001 馬根垣外 高森町 山吹 馬根垣外 120 30 河川120ｍ 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313002 下平 高森町 山吹 下平 240 40 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313003 山吹 高森町 山吹 170 38 河川100ｍ 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313004 吉田1 高森町 吉田 80 30 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313005 吉田2 高森町 吉田 290 30 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313006 吉田3 高森町 吉田 140 36 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

40313007 吉田4 高森町 吉田 90 31 その他道路50ｍ 急傾斜地崩壊危険箇所に準ずる斜面

62 箇所

箇所番号 箇所名

位　置 危
険
箇
所
の
延
長
ｍ

備考
町　村 大　字 小　字

人
家
戸
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公共施設（道路、鉄道、河川等）の
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【土石流危険渓流調査表（抜粋）①】 

渓流長
　

（㎞）

流域面積

（k㎡）

発生流域
面積

 （k㎡）

川幅

   (m)

平均渓
床勾配
（°）

代表的な
地質条件

人家
戸数

人口

40311001 天竜川 天竜川 唐沢川 古町中部 5.15 2.63 0.87 2.8 7
第三紀層
第四紀層

3 10 101,400 有 有

40311002 天竜川 田沢川 寺沢川 駒場 1.31 0.47 0.01 2.2 4
第三紀層
第四紀層

14 48 33,240 S61 有 有

40311003 天竜川 田沢川 越田川 新田 0.72 0.45 0.18 1.0 7
第三紀層
第四紀層

0 0 30,000 有 有

40311004 天竜川 田沢川 田沢川 正木 2.96 4.01 1.59 2.8 8 花崗岩 11 37 130,400 有 有

40311005 天竜川 胡麻目川 洞の沢 下平 0.98 0.51 0.01 2.1 6
第三紀層
第四紀層

5 17 35,140 有 有

40311006 天竜川 胡麻目沢 和泉洞川 中里 0.44 0.46 0.01 0.6 6
第三紀層
第四紀層

2 6 32,750 S61 有 有

40311007 天竜川 胡麻目川 二又沢川 赤羽根 2.15 1.32 0.52 1.0 6 花崗岩 11 37 66,000 H 9 有 有 有

40311008 天竜川 胡麻目沢 胡麻目沢 平 2.30 1.49 0.12 0.8 7 花崗岩 11 37 71,200 H 9 有 有 有

40311009 天竜川 胡麻目沢
新明洞・
ホトケ洞

宮本 0.82 0.22 0.09 0.9 10
第三紀層
第四紀層

10 34 19,540 有

40311010 天竜川 大島川 鷹の沢 宮本 0.55 0.08 0.05 0.8 15
第三紀層
第四紀層

4 13 23,310 有

40311011 天竜川 大島川 大島川 市田 4.90 10.97 9.16 4.0 7 花崗岩 25 86 241,800 H 9 有 有

40311012 天竜川 南大島川 宮沢川 共経 0.67 0.14 0.07 1.0 7 花崗岩 4 13 14,100 H11 有

40311013 天竜川 南大島川 引張川 共経 0.30 0.07 0.07 1.0 24
第三紀層
第四紀層

7 24 21,120 S61 有

40311014 天竜川 南大島川 院殿ヶ沢 共経 0.34 0.03 0.01 1.5 15
第三紀層
第四紀層

5 17 8,740 S61 有

40311015 天竜川 南大島川 地獄洞沢 上平 1.04 0.51 0.29 1.2 5 花崗岩 4 13 35,140 S61 有 有

40311016 天竜川 南大島川 湯ヶ洞 上平 0.54 0.14 0.10 0.5 7 花崗岩 2 6 14,100

40311017 天竜川 大島川 城岸川 城岸 0.49 0.07 0.01 1.2 4
第三紀層
第四紀層

6 20 7,710 有

40311018 天竜川 江戸ヶ沢 唐沢川 唐沢 0.39 0.10 0.01 1.3 7
第三紀層
第四紀層

8 27 11,010 S61 有

40311019 天竜川 江戸ヶ沢 江戸ヶ沢川 市場 0.19 0.02 0.01 3.8 7
第三紀層
第四紀層

4 13 2,200 S61 有

砂防
指定
地の
有無

砂防
施設
の有
無

土石流
災害発
生年月
日

安全な避
難場所の
有無

渓流番号 字渓流名河川名水系名

渓流概況 保全対象
計画流出
土砂量
（㎥）
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【土石流危険渓流調査表（抜粋）②】 

 

 

渓流長
　

（㎞）

流域面積

（k㎡）

発生流域
面積

 （k㎡）

川幅

   (m)

平均渓
床勾配
（°）

代表的な
地質条件

人家
戸数

人口

40311020 天竜川 新井川 間ヶ沢川 市場 0.65 0.48 0.37 3.0 7
第三紀層
第四紀層

13 44 33,720 S61 有 有 有

40311021 天竜川 新井川 南沢川 武陵地 0.60 0.25 0.04 0.6 10
第三紀層
第四紀層

19 65 21,400 S61 有 有 有

40311022 天竜川 黒沢川 黒沢川 洞 0.88 0.35 0.01 4.0 9
第三紀層
第四紀層

5 17 27,110 S61 有

40312001 天竜川 田沢川 新田原川 新田原 0.26 0.19 0.19 0.8 11
第三紀層
第四紀層

2 6 15,960

40312002 天竜川 田沢川 伝田洞川 越田 0.26 0.26 0.21 0.8 8
第三紀層
第四紀層

3 10 22,000 有

40312003 天竜川 大島川 南シン洞 大西 0.80 0.19 0.13 1.5 13 花崗岩 1 3 29,920

40312004 天竜川 大島川 別曽の沢 別曽 0.29 0.03 0.02 0.8 26 花崗岩 3 10 9,050

40312005 天竜川 加々須川 大島山沢１大島山 0.36 0.05 0.01 0.1 6 花崗岩 2 6 5,500 有

40313001 天竜川 田沢川 越田川 新田 0.36 0.14 0.01 10
第三紀層
第四紀層

0 0

40313002 天竜川 田沢川 越田川 越田 0.40 0.35 0.27 12
第三紀層
第四紀層

0 0 有

40313003 天竜川 南大島川 南大島川 下市田 3.93 3.14 0.69 12 花崗岩 0 0 H 9 有

30 箇所

安全な避
難場所の
有無

計画流出
土砂量
（㎥）

土石流
災害発
生年月
日

砂防
施設
の有
無

砂防
指定
地の
有無

渓流番号 水系名 河川名 渓流名 字

渓流概況 保全対象
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【重要水防区域】 

河川名 
管理

者名 
種類 

左右

岸の

別 

警戒

の度

合 

延長 

（m

） 

個所

数 

場所 

（目標） 

予想さ

れる水

位

（ｍ） 

区分と予想 

される危険 

水防 

工法 

天竜川 国 一級 右 重点 310 1 下市田 1.4 堤防高 積土のう 

天竜川 国 一級 右 A 380 1 下市田 1.4 堤防断面  

天竜川 国 一級 右 A 110 1 山吹 1.4 堤防高 霞堤 

天竜川 国 一級 右 A 1,130 1 山吹 1.4 堤防断面  

天竜川 国 一級 右 B 50 1 下市田 1.4 法崩れスベリ 積土のう 

天竜川 国 一級 右 B 390 1 下市田 1.4 法崩れスベリ 積土のう 

天竜川 国 一級 右 B 10 1 出砂田 1.4 堤防高 霞堤 

天竜川 国 一級 右 B 310 1 出砂田 1.4 堤防高 積土のう 

天竜川 国 一級 右 B 50 1 出砂田 1.4 水衝洗堀 蛇籠布せ 

天竜川 国 一級 右 B 90 1 吉田 1.4 堤防高 霞堤 

天竜川 国 一級 右 B 760 1 山吹 1.4 法崩れスベリ 積土のう 

天竜川 国 一級 右 B 280 1 山吹 1.4 堤防断面  

天竜川 国 一級 右 B 180 1 山吹 1.4 水衝洗堀 蛇籠布せ 

天竜川 国 一級 右 B 160 1 山吹 1.4 堤防高 積土のう 

天竜川 国 一級 右 A 樋管 1 

山吹（堤内

地農業用排

水） 

1.4 工作物  

国  計     4,210 15     

 

 

※上記表の見方 

表の項目 意  味 

「重要度ランク」 

Ａ：「重要区間Ａ」 ※水防上もっとも重要箇所 

Ｂ：「重要区間Ｂ」 ※水防上、重要な区間 

要注意：「要注意区間」 ※「出水期間中に堤防を開削する工事箇所」、「仮締切り等により堤

防に影響を及ぼす箇所」、「出来たばかりの新堤防」、「過去に破堤した箇所」などの理由により

防災上注意をはらう必要のある区間 

重点：「重点区間」 ※重要区間および要注意区間の中から総合的に判断し、水防時に重点的

に監視すべき区間 

左右岸の別 右：「右岸」 左：「左岸」 ※右岸・左岸は、下流に向かって右が右岸 

河川名 川の名前 

延長 重要水防箇所の長さ 

水防対策工法 出水時に水防作業として有効と思われる工法例 
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河川名 
管理

者名 
種類 

左右

岸の

別 

警戒

の度

合 

延長 

（m

） 

個所

数 

場所 

（目標） 

予想さ

れる水

位

（ｍ） 

区分と予想 

される危険 

水防 

工法 

江戸ヶ沢川 県 一級 
左 A 40 1 

町道下市田 1.6 
護岸等の決壊 

決壊 

蛇籠布せ 

積土のう 右 A 40 1 

黒沢川 県 一級 
左 A 100 1 

上洞 1.5 
護岸等の決壊 

決壊 

蛇籠布せ 

積土のう 右 A 100 1 

新井川 県 一級 
左 A 310 1 

南沢 1.0 
護岸等の決壊 

決壊 

木流し 

蛇籠布せ 右 A 310 1 

宮沢川 県 一級 
左 B 400 1 

宮沢 1.4 護岸等の決壊 
蛇籠布せ 

積土のう 右 B 400 1 

大島川 県 一級 右 A 200 1 堂所 2.5 
洗掘 

護岸決壊 

木流し 

蛇籠布せ 

大島川 県 一級 
左 B 120 1 

別曽 2.5 
洗掘 

護岸決壊 

木流し 

蛇籠布せ 右 B 120 1 

大島川 県 一級 
左 B 210 1 下伊那 

厚生病院北 
2.2 護岸等の決壊 

木流し 

蛇籠布せ 右 B 210 1 

胡麻目川 県 一級 
左 A 150 1 

深山田 2.0 
洗掘 

護岸決壊 

木流し 

蛇籠布せ 右 A 150 1 

寺沢川 県 一級 
左 B 50 1 県道飯島飯

田線上 
1.5 

堤防高不足 

越水 

木流し 

蛇籠布せ 右 B 50 1 

県  計     2,960 17     

袋ヶ沢川 町 準用 
左 B 670 1 

吉田河原 1.8 護岸等の決壊 
木流し 

蛇籠布せ 右 B 670 1 

市の沢川 町 普通 
左 A 50 1 新田県道 

下流 
0.8 

堤防高不足 

越水 

蛇籠布せ 

積土のう 右 A 50 1 

地獄洞沢 町 普通 
左 A 100 1 

地獄洞 1.5 護岸等の決壊 
木流し 

蛇籠布せ 右 A 100 1 

小胡桃沢川 町 普通 
左 A 110 1 

沢上流 0.7 護岸等の決壊 
木流し 

蛇籠布せ 右 A 100 1 

洞の沢川 町 普通 
左 A 50 1 

洞の沢 0.7 護岸等の決壊 
木流し 

蛇籠布せ 右 A 50 1 

和泉洞川 町 普通 
左 B 50 1 

和泉洞 0.5 護岸等の決壊 
木流し 

蛇籠布せ 右 B 30 1 

町  計     2,030 12     
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【土砂災害警戒・特別警戒区域内および浸水想定区域内の要配慮者利用施設】 

 

施設名 所在地 電話 施設管理者 

高森町デイサービスセ

ンター やすらぎ荘 
山吹 3618 35-3009 高森町社会福祉協議会 

下市田保育園 下市田 1043-1 35-3324 高森町 

山吹保育園 山吹 3746-4 35-5147 高森町 

高森北小学校 山吹 3727-2 35-2264 高森町 

高森中学校 下市田 2200-1 35-2204 高森町 

高森荘 山吹 4473-1 35-6822 下伊那社会福祉会 

親愛の里 紙ふうせん 山吹 4464-1 35-1883 社会福祉法人親愛の里 

吉田河原保育園 吉田 2316-7 35-6771 白百合福祉会 

下伊那厚生病院 吉田 481-13 35-7511 JA 長野厚生連 

特別養護老人ホーム 

あさぎりの郷 
吉田 481-1 34-3630 社会福祉法人 JA 長野会 

 

 

 

 

【町内の燃料供給業者】 

 

名称 所在地 電話 

みなみ信州農協市田給油所 下市田 1805-2 35-3724 

（有）高森石油 下市田 1427 35-2497 

（有）綿治硝子店高森給油所 吉田 2310-12 35-3223 

乾光精機（株）給油所 山吹 8709-1 35-5311 

石井燃料商会 吉田 2177-1 35-2132 

エネクスフリート高森給油所 山吹 4112 34-3155 
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【自主防災組織の現況】 

 

区 地区名 

下市田区 下市田一区 

 二区 

 三区 

 四区 

 五区 

 六区 

吉田区 吉田 東地区 

    西地区 

    中地区 

    南地区 

出原区 出原地区 

大島山区 大島山地区 

上市田区 上市田地区 

牛牧区 牛牧地区 

山吹区 山吹上地区 

 山吹中地区 

 下平地区 

 駒場地区 

 竜口地区 

 上平地区 

 新田地区 

計 21 地区 
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【警報の種類･発表基準】 

ア 気象業務法に基づく警報等 

 １ 長野地方気象台で発表する気象注意報および警報 

令和 2 年 8 月 6 日現在 

高森町 

府県予報区 長野県  

一次細分区域 南部  

市町村等をまとめた地域 下伊那地域  

警報 

大雨 
（浸水害） 表面雨量指数基準 10 

（土砂災害） 土壌雨量指数基準 146 

洪水 

 流域雨量指数基準 田沢川流域＝4.2、胡麻目川流域＝5.5 

大島川流域＝6.8、江戸ヶ沢川流域＝3.6 

 複合基準 － 

 指定河川洪水予報による基準 天竜川上流［市田］ 

暴風  平均風速 17m/s 

暴風雪  平均風速 17m/s 雪を伴う 

大雪  降雪の深さ 12 時間降雪の深さ 20cm 

波浪  有義波高  

高潮  潮位  

注意報 

大雨 
 表演雨量指数基準 7 

 土壌雨量指数基準 97 

洪水 

 流域雨量指数基準 田沢川流域＝3.3、胡麻目川流域＝4.4 

大島川流域＝5.4、江戸ヶ沢川流域＝2.8 

 複合基準 － 

 指定河川洪水予報による基準 天竜川上流［市田］ 

強風  平均風速 13m/s 

風雪  平均風速 13m/s 雪を伴う 

大雪  降雪の深さ 12 時間降雪の深さ 10cm 

波浪  有義波高  

高潮  潮位  

雷  落雷等により被害が予想される場合 

融雪  1.積雪地域の日平均気温が10℃以上 

2.積雪地域の日平均気温が 6℃以上で日降水量が 20mm 以上 

濃霧  視程 100m 

乾燥  最小湿度 20％で実効湿度 55％＊1 

なだれ  1. 表層なだれ：積雪が50cm以上あって、降雪の深さ20cm以上で風速

10m/s以上、または積雪が70cm以上あって、降雪の深さ30cm以上 

2. 全層なだれ：積雪が70cm以上あって、最高気温が平年より5℃以

上高い、または日降水量が15mm以上 

低温  夏期：平均気温が平年より4℃以上低く、かつ最低気温15℃以下(高

冷地で13℃以下)が2日以上続く場合 

冬期：最低気温-11℃以下(高冷地で-17℃以下) 

霜  早霜・晩霜期に最低気温 2℃以下 

着氷  著しい着氷が予想される場合 

着雪  著しい着雪が予想される場合 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100mm 

＊1 湿度は飯田特別地域気象観測所の値。  
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２ 長野地方気象台で発表する特別警報 

   特別警報基準 

種類 発表基準 

大雨 台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

暴風 数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想

される場合 

暴風雪 数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹

くと予想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

（注）発表に当たっては、降水量、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などについて過去の災

害事例に照らして算出した客観的な指標を設け、これらの実況および予想に基づいて判

断する。 

 

(1) 雨を要因とする特別警報の指標 

以下①又は②いずれかを満たすと予想され、かつ、更に雨が降り続くと予想される地域の中

で、危険度分布で５段階のうち最大の危険度が出現している市町村等に、大雨特別警報を発表

する。 

①  48時間降水量及び土壌雨量指数において、50年に一度の値以上となった5km格子が、

共に 50 格子以上まとまって出現。 

②  3 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年に一度の値以上となった 5km 格子が、

共に 10 格子以上まとまって出現（ただし、3 時間降水量が 150mm 以上となった格子の

みをカウント対象とする）。 

 

(2) 雨に関する市町村毎 50 年に一度の値一覧 

注１）略語の意味は右のとおり。R48：48 時間降水量(mm)、R03：3 時間降水量(mm)、SWI：

土壌雨量指数（Soil Water Index）。 

注２）「50 年に一度の値」とは、再現期間 50 年の確率値のこと。R48、R03、SWI いずれも各

市町村にかかる 5km 格子の値の平均をとったもの。 

注３）大雨特別警報は、50 年に一度の値以上となった 5km 格子がまとまって出現した際に発

表する。(ただし、R03 は 150mm 以上となった格子をカウント対象とする。)各々の市町

村で 50 年に一度の値以上となった 5km 格子が出現することのみで発表されるわけでは

ないことに留意。 

令和 2 年 5 月 26 日現在 

都道府県 府県予報区 
一次細分 

区域 

市町村等を 

まとめた区域 

二次細分 

区域 

50 年に一度の値 

R48 R03 SWI 

長野県 長野県 南部 下伊那地域 高森町 315 104 205 
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(3) 台風等を要因とする特別警報の指標(発表条件) 

「伊勢湾台風」級（中心気圧 930hPa 以下又は最大風速 50m/s 以上）の台風や同程度の温帯

低気圧が来襲する場合に、特別警報を発表します。ただし、沖縄地方、奄美地方及び小笠原諸

島については、中心気圧 910hPa 以下又は最大風速 60m/s 以上とします。 

台風については、指標(発表条件)の中心気圧又は最大風速を保ったまま、中心が接近・通過

すると予想される地域（予報円がかかる地域）における、暴風の警報を特別警報として発表す

る。 

温帯低気圧については、指標(発表条件)の最大風速と同程度の風速が予想される地域におけ

る、暴風（雪を伴う場合は暴風雪）の警報を特別警報として発表します。 

 

(4) 雪を要因とする特別警報の指標 

府県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深となり、かつ、その後も警報級の降雪が丸

一日程度以上続くと予想される場合に大雪特別警報を発表する。 

 

(5) 雪に関する観測地点毎 50 年に一度の値一覧 

（令和 2 年 10 月 29 日現在） 

府県予報区 地点名 50 年に一度の積雪深（cm） 既往最深積雪深（cm） 

長野県 飯田 46 81 

注１）50 年に一度の値は過去の観測データから推定した値。 

注２）大雪特別警報は、府県程度の広がりで 50 年に一度の値となる現象を対象。個々の地点で 50

年に一度の値となることのみで特別警報となるわけではないことに留意。 

 

 

イ 水防法に基づく警報もの 

 １ 指定河川洪水予報 

   指定河川洪水予報は、河川名と以下の表の危険度のレベルに応じた情報名とを組み合わせて

発表します。指定河川洪水予報の発表基準と発表された場合にとるべき対応は、以下の表のと

おりです。 

種  類 

洪水予報の

標題 

（種別） 

発 表 基 準 
市町村・住民に求める行動

の段階 

洪水警報 

氾濫発生情

報 
氾濫の発生(レベル５) 

氾濫水への警戒を求める段

階 

氾濫危険情

報 
氾濫危険水位(レベル４)に到達 

いつ氾濫してもおかしくな

い状態、避難等の氾濫発生に

対する対応を求める段階 

氾濫警戒情

報 

一定時間後に氾濫危険水位(レベル

４)に到達が見込まれる場合、あるい

は避難判断水位(レベル３)に到達

し、さらに水位の上昇が見込まれる

場合 

いつ氾濫してもおかしくな

い状態、避難等の氾濫発生に

対する対応を求める段階 

洪水注意報 
氾濫注意情

報 

氾濫注意水位(レベル２)に到達し、

さらに水位の上昇が見込まれる場

合 

氾濫の発生に対する注意を

求める段階 
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 ３ 水防警報 

   水防法に基づき、水防活動のために発する警報をいう。 

区  分 発  表  基  準 

水 防 警 報 河川が所定の水位に達した際に、防災機関(水防団や消防機関

など)の出動の指針とするために発表されるもの。国土交通大

臣または都道府県知事は、河川、湖沼又は海岸を指定して、水

防管理団体の水防活動に指針を与えるため、河川の洪水予報等

に一般の方への情報よりはやめに、より低い水位で段階的に発

表することとしている。 

 

ウ 消防法に基づくもの 

 １ 火災気象通報 

   消防法に基づき、気象状況が火災の予防上危険と認められるときに長野地方気象台長が長野

県知事に対して行う通報をいう。 

区  分 発  表  基  準 

火災気象通報 気象の状況が次のいずれか一つの条件を満たしたときとする。 

１ 実効湿度が 55%以下で最小湿度が 20%以下になる見込み 

のとき。 

２ 実効湿度が 60%以下、最小湿度が 40%以下で、最大風速

が７メートルをこえる見込みのとき。 

３ 平均風速 10 メートル以上の風が１時間以上連続して吹

く見込みのとき。 

（降雨、降雪のときには通報しないことがある） 

 

 ２ 火災警報 

   消防法に基づき、一般に警戒をうながすために発表する警報をいう。 

区  分 発  表  基  準 

火 災 警 報 前項 1の発表基準に準ずる。 

 

エ その他の情報 

 １ 土砂災害警戒情報 

長野県と長野地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報(土砂災害)が発表されている状

況で、降雨による土砂災害の危険度がさらに高まったときに市町村長の避難指示等の判断を支

援するよう、また、住民の自主避難の参考となるよう、対象となる市町村を特定して警戒を呼

びかける情報をいう。避難が必要な警戒レベル４に相当する。土砂災害警戒情報が発表された

市町村内で危険度が高まっている詳細な領域は、大雨警戒(土砂災害)の危険度分布で確認でき

る。 

 

 

 

区  分 発  表  基  準 

土 砂 災 害 

警 戒 情 報 

2 時間先までの予測雨量から求めた 60 分積算雨量と土壌雨量

指数の関数曲線値が、土砂災害発生危険基準線を超えると予測

した場合。 



資 料 編 

（ 資料－31 ） 

 

色が持つ意味 住民等の行動の例 

内閣府のガイドライ

ンで発令の目安とさ

れる避難情報 

相当する警戒

レベル 

非常に危険 

２時間先までに

土砂災害警戒情

報の基準に到達

すると予想 

命に危険が及ぶ土砂災害がいつ発生し

てもおかしくない非常に危険な状況。速

やかに土砂災害危険箇所や土砂災害警

戒区域の外の少しでも安全な場所への

避難を開始する。 

避難指示 ４相当 

警戒(警報級)２時

間先までに警報

基準に到達する

と予想 

避難の準備が整い次第、土砂災害危険箇

所や土砂災害警戒区域等の外の少しで

も安全な場所への避難を開始。 

高齢者等避難 ３相当 

注意(注意報級)２

時間先までに注

意報基準に到達

すると予想 

ハザードマップ等により避難行動を確

認する。今後の情報や周囲の状況、雨の

降り方に注意する。特に、危険度分布を

こまめに確認する。 

－ ２相当 

今後の情報等に

留意 

今後の情報や周囲の状況、雨の降り方に

留意する。 
－ － 

 

 ２ 記録的短時間大雨情報 

県内で、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測（地上の雨量計に

よる観測）または解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）したときに、府県

気象情報の一種として発表する。 

区  分 発  表  基  準 

記録的短時間

大 雨 情 報 
１時間雨量 100mm 

 

 

 ３ 竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける

気象情報をいう。 

区  分 発  表  基  準 

竜巻注意情報 

雷注意報が発表されている状況下において、竜巻等の激しい

突風の発生する可能性が高まった時に発表する。この情報の

有効時間は、発表から約１時間である。 

 

 

 ４ 全般気象情報、関東甲信地方気象情報、長野県気象情報 

気象情報の種類としては、台風に関する情報、大雨に関する情報、低気圧に関する情報など

がある。また、対象とする予報区により全般、地方、府県気象情報がある。 

区  分 発  表  基  準 

全般気象情報、

関東甲信地方 

気象情報、 

長野県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って

注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意報が発表され

た後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表す

る。 
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【災害広報文例】 

１． 震度５以上の地震が発生した場合 

（その１）発生直後から 10 分ぐらいまで 

（その２）発生 10 分～2時間以内 

（その３）発生 2 時間～6時間以内 

（その４）発生 6 時間以降      [地震の被害状況の伝達をする場合] 

２． 火災発生の状況を知らせ、安全な避難方向を指示する場合 

３． 交通の状況に関する情報を伝達する場合 

４． 気象情報を伝達する場合 

５． 避難の準備を知らせる場合 

６． 避難の指示･誘導を行う場合 

７． 救護対策の周知を行う場合 

８． 避難収容場所の周知を行う場合 

９． 防疫･保健衛生に関する周知を行う場合 

10．南海トラフ地震の警戒宣言の発令を伝達する場合 

 

１． 震度５以上の地震が発生した場合 

（その１）発生直後から 10 分ぐらいまで 

１． 高森町役場からお知らせします。 

ただ今、大きな地震が発生しました。 

まず火の元を消してください。 

ガスの元栓を締めてください。 

電気器具のスイッチとブレーカーをきってください。 

風呂場に火の気はありませんか。 

照明には懐中電灯を使ってください。マッチ、ライター、ろうそくは使わないでください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

 

２． 高森町役場からお知らせします。 

    地方の地震はおさまりました。皆さん、落ち着いて周りを見てください。 

地震で一番怖いのは火事です。消し忘れた火はありませんか。 

ガスの元栓は締まっていますか。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴を履いてください。 

屋内にいる人は、あわてて外に飛び出さないでください。 

もし、ガスのにおいがしたら、メーター部分の元栓をしめてください。 

屋外にいる人は、まわりに何もない所にとどまり、様子をみてください。 

重大な緊急連絡以外は電話を使用しないでください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

 

３． 高森町役場からお知らせします。 

    地方の地震はおさまりました。 

車に乗っている方は、車を左側に寄せてください。 

エンジンを切って、とりあえず様子をみてください。 

道路の中央は、消防車や救急車が通れるように、必ずあけておいてください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

皆さん、落ち着いて行動してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 
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（その２）発生 10 分～2時間以内 

１． 高森町役場からお知らせします。 

先ほどの地震は「震度  」と発表されました。余震はまだ続いていますが、余震は本震

ほど強くありません。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴を履いてください。 

町民の皆さん、あわてて外に飛び出さないでください。 

自宅が安全な人はそのまま中にいてください。 

建物の周りは、ガラスや看板、壁が落ちてくる危険かあります。余震に気をつけてくださ

い。 

やむを得ず、外に出るときは、玄関のドアにメモを貼り、行き先が分かるようにしておい

てください。 

壊れた建物のそばや狭い路地を通る時は、屋根瓦に注意して、ブロック塀から離れてなる

べく道の真中を歩いてください。 

たれさがった電線には絶対触れないでください。 

 

２． 高森町役場からお知らせします。 

    地方の地震はおさまりました。皆さん、落ち着いて周りを見てください。 

地震で一番怖いのは火事です。消し忘れた火はありませんか。 

電話はかかりにくくなっています。緊急の電話をかけやすくするために、しばらく電話は

使わないでください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

皆さん、落ち着いて行動してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

３． 高森町役場からお知らせします。 

先ほどの地震は「震度  」と発表されました。余震はまだ続いていますが、余震は本震

ほど強くありません。 

近所にお年寄りや体の不自由な方だけの家や大人が留守で子供だけの家はありませんか。 

身のまわりが落ち着いたら、声をかけてあげください。 

水道は使えますか。水はできるだけ確保してください。風呂桶や、ポリタンク、ペットボ

トルなどに水を貯めてください。 

トイレの水は流さないでください。タンクの中の水は生活用水に使うことができます。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

皆さん、落ち着いて行動してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

（その３）発生 2時間～6時間以内 

１． 高森町役場からお知らせします。 

先ほどの地震は「震度  」と発表されました。余震はまだ続いていますが、余震は本震

ほど強くありません。 

家族全員にけががないかどうか確かめてください。 

小さいお子さんがいる家族はできるだけ一緒にいて、元気付けてあげてください。 

ガラスの破片などでけがをしないよう、スリッパや靴を履かせてください。 

たとえ大丈夫そうに見えても小さい子供たちは特に注意してみてあげる必要があります。 
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２． 高森町役場からお知らせします。 

    地方の地震はおさまりました。  の震度は「震度  」と発表されました。 

皆さんにしばらくの間、協力いただきたいことは、次のとおりです。 

余震は本震ほど強くありませんが、危険はｾﾞﾛではありません。余震に気をつけてくださ

い。 

近所の人たちを確かめてください。 

もし、助けを必要としていれば、手伝ってあげてください。 

お年寄りや体の不自由な方だけの家や大人が留守で子供だけの家はありませんか。 

身のまわりが落ち着いたら、声をかけてあげください。 

電気器具のスイッチを切ってあげてください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

 

３． 高森町役場からお知らせします。 

先ほどの地震は「震度  」と発表されました。余震はまだ続いています。 

○ 電話は使わない 

○ 水は無駄にしない 

○ 見物に出かけない 

○ 照明スイッチをつけたり消したりしない 

○ マッチ、ライター、ろうそくは使わない 

○ タバコは、しばらくがまんしてください 

○ その他                  

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

（その４）発生 6時間以降 

１． 高森町役場からお知らせします。 

これまでに分かった被害の状況をお知らせします。 

亡くなった方、重症の方は  人です。その内訳は、  地区で  人、  地区で  人

です。 

全壊又は半壊した家屋は、  棟です。その内訳は、  地区で  棟、  地区で  棟

です。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

 

２． 高森町役場からお知らせします。 

現在、  地区内の電気、水道は全て供給を停止しております。 

しばらくの間、自主防災会など地域の人達と伴に対応してください。復旧には何日もかか

ることが予想されます。 

重大な緊急連絡以外は電話を使用しないでください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 
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２． 火災発生の状況を知らせ、安全な避難方向を指示する場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

  地域付近で火災が発生し、現在も延焼中です。 

 

２．高森町役場からお知らせします。 

現在、  地区の火災は、  方向へ燃え広がっています。 

地区及び  地区にいる人は、  方向へ避難してください。 

重大な緊急連絡以外は電話を使用しないでください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

３． 交通の状況に関する情報を伝達する場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

これまでに分かった交通情報をお知らせします。 

JR は全て運転を停止しています。現在、線路の点検を実施しており、運転再開にはしば

らく時間がかかるかもしれません。 

これからの放送で引き続き交通情報をお知らせします。 

また、ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

 

２． 高森町役場からお知らせします。 

これまでに分かった道路交通情報をお知らせします。 

現在、  内の道路（又は   通り）は、一般車輌の通行が禁止されています。 

自動車の使用はしばらくやめてください。 

現在通行中の方は、ラジオの情報及び現場警察官の指示に従ってください。 

ラジオをつけて、ラジオからの情報を待ってください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

４． 気象情報を伝達する場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

先ほど長野県南部に「大雨洪水警報」が発表されました。 

長野県南部では、所々で強い雨が降り、所によっては、１時間に  ㎜を超える強い雨が

降る見込みです。 

このため、河川の増水や低い土地での浸水、土砂崩れが発生する恐れがあります。 

厳重に注意してください。 

これからのラジオ・テレビからの情報に注意してください。 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

５． 避難の準備を知らせる場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

現在、  地区付近は、  のため警戒レベル３危険な状態になりつつあります。 

お年寄りや子供を、安全な  （避難所）へ早めに避難させてください。 

いつでも避難できるように準備をしてください。火の元を消してください。 

避難する際の荷物は、背負ったり肩からかけられる程度の最小限の持ち出し品にとどめ、

両手をあけるようにしてください。 
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２． 高森町役場からお知らせします。 

避難の用意をしてください。  地区の火災は、  方向へ拡がっています。(繰返し) 

飛び火に注意してください。 

お年寄りや子供を、安全な  （避難所）へ早めに避難させてください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

６． 避難の指示･誘導を行う場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

  地区に対して、警戒レベル４避難指示が出されました。 

  のため、危険な状況になりつつあります。 

直ちに避難を開始してください。 

避難先は、  （避難所）です。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

２． 高森町役場からお知らせします。 

現在  地域で、床上浸水の被害が出つつあります。 

直ちに避難を開始してください。 

付近の町職員･消防団員は安全な誘導に注意してください。 

また、近所の人は、お互いに助け合って避難してください。 

  地域の方の避難先は  （避難所）です。 

火の元を消して早く避難してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

３． 高森町役場からお知らせします。 

ただいま  地区一帯に警戒レベル４避難指示が出されました。 

風向きが悪いため、  付近も危険です。 

急いで  に避難してください。 

警察官や消防団員の指示に従って、落ち着いて避難してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

７． 救護対策の周知を行う場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

負傷者の救護所は、  、  ‥‥‥‥‥に設置されました。 

自分たちで処置できないケガの方は、  、  ‥‥‥‥救護所に連れて行ってくださ

い。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 
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８． 避難収容場所の周知を行う場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

避難所の設置場所に関してお知らせします。 

り災者の避難所が、  、  ‥‥‥‥に設置されました。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

９． 防疫･保健衛生に関する周知を行う場合 

１． 高森町役場からお知らせします。 

被災された地区の方にお知らせします。 

飲料水は、安全のためハンカチなどの布でこしてください。また、５分間程度沸騰させ、

消毒してください。 

食中毒にならないよう、必ず火を通したものか、食中毒にならないようなものをたべるよ

うにしてください。 

熱が出たり、下痢など身体に異常のある方は、すぐ医師の手当を受けてください。 

食中毒症状の時は、保健所又は町の相談窓口に連絡してください。 

繰り返して お知らせします。（‥‥‥‥‥） 

こちらは、高森町役場です。以上で放送を終わります。 

 

10.南海トラフ地震の警戒宣言の発令を伝達する場合 

１ 高森町役場からお知らせします。 

先程、内閣総理大臣から南海トラフ地震の警戒宣言が発令されました。 

これは、警戒宣言ですから、すぐに地震が起こるとは限りません。 

みなさん、次のことを必ず守ってください。 

第一に、ラジオやテレビの放送に注意して正確な情報をつかんでください。 

第二に、火の使用を自粛してください。 

第三に、飲料水、食糧、また救急薬品、貴重品などを確かめ、準備してください。 

みなさん、慌てることはありません。 

町は、警戒本部を設置し対策に全力を尽くしています。 

落ち着いて  や自治会の指示に従って行動してください。 
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【水防倉庫及び資機材の備蓄状況】 

1）町管理の水防倉庫 

               令和 3 年 1 月 28 日現在 

品目 単位 役場 出砂原 計 

土のう袋 枚 460 1,270 1,730 

なわ 束  3 3 

むしろ 枚  30 30 

ブルーシート 枚 7 30 37 

鉄線(番線) kg  680 680 

蛇籠 本  260 260 

トラロープ 本  5 5 

ペンチ 丁  3 3 

番線カッター 丁 1 3 4 

しの 丁 2 19 21 

かま 丁  20 20 

掛矢 丁 1 10 11 

両口ハンマー 丁 2 4 6 

トンカチ 丁  10 10 

照明具 台   0 

のこぎり 丁  3 3 

斧 丁  6 6 

スコップ(剣) 丁 1 23 24 

ジョレン 丁 3 10 13 

単管パイプ 本  6 6 

一輪車 台 2 2 4 

鉄筋棒(1.2m) 本  53 53 

ツルハシ 丁 4 5 9 

ナタ 丁  5 5 

ダルマハンマー 丁  1 1 

竹割金具 丁  1 1 

木材(2m もの) 本  11 11 

木材(4m もの) 本  20 20 

木材(その他) 本  40 40 
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2）飯田河川出張所 山吹水防倉庫                 

                           平成 30 年 4月 1 日現在 

名 称 規格・寸法 単位 数量 

掛矢  丁 7 

ナイロンロープ 径 12mm L=200m 玉 2 

土のう 48×62cm 枚 5,574 

吸出防止材 W=2.0m、t=10mm 25m2 巻 M 50 

シート 3.6m×5.4m 枚 13 

蛇籠 10♯10×45×400cm 本 95 

蛇籠中間胴輪  枚 377 

蛇籠ふた  枚 190 

鉄線 10♯ kg 200 

鉄線 12♯ kg 150 

松丸太杭 2.0×12 本 30 

松丸太杭 1.2×10 本 30 

かすがい  ケ 106 

荒縄 9mm 玉 9 

水防 T 型マット 3m×5m 枚 0 

トラロープ 径 9mm、L=100m 玉 2 

鉄筋杭 D16×1200 本 100 

ツルハシ  丁 13 

ジョレン  丁 20 

スコップ 角型 丁 10 

スコップ 剣型 丁 10 

カッター  丁 2 

ハンマー 1.1kg 丁 9 

ペンチ  丁 9 

ダブルハンマー 1.5kg 丁 9 

ホーク  丁 2 

工具袋 皮製 袋 10 

工具箱  箱 3 

工具ベルト 腰付け用 本 10 

鉈(なた)  丁 10 

のこぎり  丁 8 

投光器 ライト 個 2 

発電機 日立 E-5 個 1 

三脚  個 1 

オイル吸着マット 65cm×65cm 枚 200 

オイル吸着マット 50cm×49cm 枚 20 

オイルフェンス 2m 本 30 

オイルフェンス 20m 本 1 

波トタン W=0.6m、L=1.8 枚 50 
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【町有車輌一覧】 

令和 3年 1 月 29 日現在 

整理番号 自動車登録番号 車名 取得年月日 管理課 

No1 松本 か 480-3732 スズキエブリー 2009.2 総務課 

No2 松本 な 501-7352 トヨタアクア 2013.11 総務課 

No3 松本 て 501-5273 トヨタパッソ 2012.6 総務課 

No4 松本 き 480-7118 ミツビシミニキャブ 2010.7 総務課 

No5 松本 く 480-6422 ミツビシミニキャブ 2011.8 総務課 

No6 松本 か 480-6485 マツダスクラムバン 2009.5 総務課 

No7 松本 え 580-7713 マツダＡＺワゴン 2006.5 総務課 

No8 松本 ひ 300-4152 トヨタハイエース 2008.8 総務課 

No11 松本 つ 400-3052 トヨタトヨエース 2020.3 総務課 

No12 松本 せ 480-5857 マツダスクラムバン 2017.6 総務課 

No13 松本 せ 301-2960 トヨタエスティマ 2019.7.5 総務課 

No14 松本 ね 300-4425 ホンダシビック 2006.6 総務課 

No15 松本 の 501-9451 トヨタヴォクシー 2016.12 総務課 

No17 松本 て 50-50 スズキアルト 2006.10 総務課 

No18 松本 せ 480-5602 スズキキャリー 2017.5 総務課 

バイク 高森町 ひ 166 ホンダ DIO チエスタ 2000.3 総務課 

バイク 高森町 ひ 167 ホンダ DIO チエスタ 2000.3 総務課 

福祉バス１号 松本 さ 200-1074 ヒノリエッセ 2007.10 総務課 

福祉バス２号 松本 さ 200-398 トヨタコースター 2002.6 総務課 

やすらぎ１号 松本 さ 200-918 ヒノリエッセ 2006.7 総務課 

富本銭 松本 さ 200-175 トヨタコースター 2000.10 総務課 

ふるさとバス 松本 は 200-74 ヒノメルファ 2002.5 総務課 

本部 松本 す 88-3503 イスズエルフ 1997.3 消防 

女性消防 松本 う 41-3105 スバルヴィヴィオ 1997.8 消防 

本部 高森町 ち -387 ホンダクロスカブ 2014.1 消防 

１の１ 松本 の 830-101 ヒノ 2019.11 消防 

１の２ 松本 そ 830-102 トヨタ LDF-KDY271 2011.12 消防 

１の３ 松本 さ 830-103 ミツビシキャンター 2006.9 消防 

１の４ 松本 さ 830-104 ミツビシキャンター 2002.4 消防 

１の５ 松本 す 88-3953 ミツビシキャンター 1997.8 消防 

２の１ 松本 す 88-5373 ミツビシキャンター 1998.9 消防 

２の２ 松本 さ 830-203 ミツビシキャンター 2000.5 消防 

２の３ 松本 せ 830-204 トヨタダイナ 2012.6 消防 

３の１ 松本 せ 830-301 ミツビシキャンター 2006.9 消防 

３の２ 松本 さ 830-304 トヨタトヨエース 2009.2 消防 

３の３ 松本 せ 830-303 トヨタトヨエース 2008.8 消防 

環境 松本 え 480-4783 スズキキャリー 2008.2 環水課 

下水 松本 う 480-9268 スズキエブリー 2007.7 環水課 

水道 松本 ち 400-2503 トヨタサクシード 2015.6 環水課 

教委埋文 松本 え 41-9255 スバルサンバー 2007.7 教委 

給食軽トラ 松本 い 480-1717 スズキキャリー 2010.4 教委 
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整理番号 自動車登録番号 車名 取得年月日 管理課 

給食配膳車１ 松本 さ 100-9271 イスズエルフ 2006.10 教委 

給食配膳車２ 松本 す 100-7319 ヒノデュトロ 2017.8 教委 

図書館車 松本 さ 800-1239 ﾄﾖﾀｸｲｯｸﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰﾊﾞﾝ 2000.3 教委 

南小軽トラ 松本 さ 41-900 スズキキャリー 2002.8 教委 

北小軽トラ 松本 さ 41-901 スズキキャリー 2002.8 教委 

中学軽トラ 松本 す 41-6583 ニッサンクリッパー 2003.11 教委 

子ども支援車 松本 な 580-9676 マツダキャロル 2013.1 教委 

ＣＡＴＶ車１ 松本 せ 400-9256 マツダボンゴ 2006.1 ＣＡＴＶ 

ＣＡＴＶ車２ 松本 せ 50-7105 スズキアルト 2007.12 ＣＡＴＶ 

包括支援車１ 松本 と 50-9753 スズキアルト 1999.4 健福課 

包括支援車２ 松本 な 580-5616 イーケーワゴン 2012.10 健福課 

包括支援車３ 松本 く 580-8923 マツダＡＺワゴン 2007.8 健福課 

保健指導車１ 松本 い 581-9921 スズキアルト 2020.7 健福課 

保健指導車２ 松本 ま 580-2365 マツダキャロル 2016.4 健福課 

No10 松本 あ 480-5514 ダイハツ 2005.6 建設課 

No9 松本 あ 480-5515 ダイハツ 2005.6 建設課 

No16 松本 け 480-8089 スズキキャリー 2013.1 総務課 

地域おこし No1 松本 こ 480-9724 マツダスクラムバン 2015.5 産業課 

 

 

 

 

 

 

  



資 料 編 

（ 資料－42 ） 

 

 

【配水池･給水施設の能力】 

 

【上水道】               【簡易水道】 

名 称 給水能力(t) 

堂所浄水場 1,120 

第２中区配水池 60 

大丸山配水池 324 

第１低区配水池 148 

第２低区配水池 402 

第３低区配水池 350 

新鬼の手配水池 800 

 

 

 

 

【簡易給水施設】 

名 称 給水能力(t) 

千早原浄水場 50 

 

 

【町内等工事業者一覧】 

 

【土木建設】 

名 称 住 所 TEL 

神稲建設㈱ 飯田市主税町 18 59-7011 

飯田建設㈱ 高森町出原 373-2 35-2839 

㈲寛龍建設 高森町山吹 2203 35-4066 

㈲小池興業 高森町吉田 412-6 35-6712 

㈲佐々木組 高森町山吹 108 35-2714 

㈲ｼﾋﾞﾙ･ｻｻｷ 高森町大島山 208 35-2039 

㈲鈴木建設 高森町吉田 2279-30 35-2533 

高松工務店 高森町山吹 4670-2 35-2530 

㈲本島土建 高森町吉田 2692-3 35-2778 

㈲山之口土建 高森町下市田 2714-26 35-8238 

㈲イチバ土木 高森町下市田 46-1 35-3118 

㈲原建設工業 高森町牛牧 1896-2 35-3303 

 

 

 

名 称 給水能力(t) 

割岩浄水場 150 

第２配水池 160 

第３配水池 110 

第４配水池 250 

第５配水池 120 

第７配水池 120 

第８配水池 30 

第９配水池 60 

第１０配水池 120 

山の寺配水池 400 
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【上・下水道指定業者】 

令和 3 年 1 月 1 日現在 

 事業者名  住  所 電話 
指定 

上水 下水 

(株)アクアライン 広島県広島市中区上八丁堀 8 番 8 号 ウエノヤビル

6F 

082-502-6644 ○  

(有)アクセス 飯田市丸山町 1-8-9 22-3553 ○ ○ 

飯田機工㈱ 飯田市羽場仲畑 1055-1 22-1933 ○ ○ 

飯田給排水故障修理㈲ 飯田市鼎名古熊 2092-2 22-3527 ○  

飯田工業㈱ 飯田市羽場坂町 2350-4 22-6346 ○ ○ 

池田設備 喬木村 8328 33-3426 ○ ○ 

㈲石井燃料商会 高森町吉田 2177-1 35-2132 ○  

㈲泉崎組 松川町元大島 1727-13 36-4764 ○  

㈱イースマイル 大阪市中央区瓦屋町 3-7-3 06-7739-2525 ○  

ウチヤマ設備 喬木村 2100-43 33-4517 ○ ○ 

㈱エビスヤ産業 松川町上片桐 1932-2 37-2051 ○  

㈲大場住設工業 松川町大島 1675-1 36-4733 ○ ○ 

㈲大原管工 飯田市鼎名古熊 2086-11 24-7932 ○ ○ 

岡設 高森町大島山 889 35-7952 ○  

上郷管工㈲ 飯田市上郷黒田 88-1 53-6540 ○ ○ 

㈲北澤水道設備 飯田市鼎一色 79 番地 22-0765 ○  

㈱キタハラ 高森営業所 高森町下市田 2883-1 35-9800 ○ ○ 

北原産業㈱ 松川町上片桐 4630 36-5111 ○ ○ 

協和設備㈲ 飯田市上郷飯沼 3401 22-5839 ○ ○ 

㈲クナイ 飯田市鼎下茶屋 998-3 23-6798 ○  

神稲建設㈱ 飯田市主税町 18 35-2511 ○  

㈲Ｋ&Ｋフジタ 高森町下市田 1308-3 34-3755 ○ ○ 

㈱シノダ設備 飯田市今宮町 2-34 23-5752 ○ ○ 

㈲神和創建 松川町上片桐 4595-20 34-1126 ○ ○ 

㈲菅沼燃料設備 喬木村 871-1 33-2065 ○ ○ 

㈱タイシン工業 飯田市松川町 2277-1 23-5424 ○ ○ 

ダイワ設備㈱ 飯田市丸山町 1-6995-2 22-2382 ○ ○ 

㈱高見ボイラー 喬木村 5887-3 33-2333 ○ ○ 

高本建設㈱ 飯田市大門町 3825-1 24-2135 ○  

㈲高森設備 高森町下市田 2422-130 35-6110 ○ ○ 

㈲タナダ工業 豊丘村大字神稲 10955-2 35-4550 ○ ○ 

㈱中央住設 飯田市上郷飯沼 1938-1 24-2843 ○ ○ 

㈱東設 飯田市座光寺 6711-2 23-6211 ○ ○ 

南信冷熱工業㈲ 高森町山吹 364-1 35-4010 ○ ○ 

日幸設備㈱ 高森町山吹 6004-1 35-5177 ○ ○ 

㈱原鉄 飯田市大門町 26 24-1204 ○ ○ 

㈱平和住設工業 高森営業所 高森町下市田 1654 090-5776-0115 ○ ○ 

北伸設備 豊丘村大字神稲 9005-14 35-1373 ○ ○ 

㈲前野工業 豊丘村大字神稲 4587-2 35-4466 ○ ○ 

㈲松川設備工業 松川町元大島 3171-2 36-4555 ○  

三笠設備㈱ 飯田市駄科 1467-1 26-9347 ○ ○ 
みなみ信州農業協同組合  

高森支所 
高森町下市田 2786 35-3131 ○  

㈲むかいや設備 中川村葛島１４４３ 88-3600 ○ ○ 

明和工業㈱ 飯田市本町 2-5 24-6677 ○ ○ 

㈲本島土建 高森町吉田 2692-3 35-2778 ○ ○ 

㈱吉野組 松川営業所 松川町元大島 5584 36-4016 ○ ○ 

吉本設備 高森町吉田 1343-1 35-6071 ○ ○ 

㈲吉森 高森町牛牧 2136 35-7696 ○ ○ 
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【町内の指定・登録文化財一覧】 

令和 2 年 4 月 1 日現在 

指定・登録区分 名  称 指定・登録年 所 有 者 

重要文化財 木造薬師如来座像及両脇待像 昭和２５年 瑠璃寺 

竹ノ内家住宅 昭和４８年 竹ノ内雅弘 

長野県宝 木造聖観音立像 昭和５１年 瑠璃寺 

白髭神社本殿 平成８年 白髭神社 

下伊那出土の富本銭・和銅開珎銀銭 平成１２年 小川博志 

長野県無形民俗文化財 大島山の獅子舞 平成１６年 大島山瑠璃寺獅子舞保存会 

長野県天然記念物 下市田のヒイラギ 昭和３７年 上沼清一 

高森町有形文化財 本学神社 昭和４５年 本学神社氏子 

下市田学校校舎 昭和５６年 高森町 

安養寺梵網経上・下二巻 昭和５７年 安養寺 

白髭神社々宝甲冑 昭和５９年 白髭神社 

光明寺観音堂 昭和５９年 光明寺 

萩山神社本殿・荒神社々殿 昭和５８年 萩山神社 

釈迦阿弥陀発遣来迎図 平成７年 瑠璃寺 

瑠璃寺本堂 平成７年 瑠璃寺 

紺紙金字般若心経 平成１７年 瑠璃寺 

瑠璃寺仏画 平成１７年 瑠璃寺 

宝泉寺千体仏 平成１７年 宝泉寺 

松岡頼貞宛行状 平成１８年 関川明文、福沢茂樹 

牛牧十王の秋葉山大権現・金毘羅大権現

碑 

平成２３年 牛牧区 

隣政寺本堂 平成２８年 隣政寺 

隣政寺不動堂（蚕玉堂） 平成２８年 隣政寺 

松源寺山門 平成２８年 松源寺 

下市田村水除堤絵面 平成２９年 下市田河原耕作者組合 

高森町無形民俗文化財 萩山神社御射山祭 平成１９年 萩山神社 

吉田の煙火 平成２６年 吉田区 

高森町史跡 松岡城跡 昭和６２年 高森町ほか 

秋葉塔の塚（武陵地第一号墳） 平成７年 小川博志 

吉田本城跡・古城跡 平成１７年 高森町ほか 

畑中の塚（金部 1号古墳） 平成２４年 北林明 

松岡古城跡 平成２７年 上市田区、松源寺 

惣兵衛堤防関連史跡群 平成２９年 高森町ほか 

原城跡 令和２年 高森町ほか 

高森町天然記念物 光明寺の黒松 昭和５９年 光明寺 

一本杉（夫婦杉） 平成２７年 上市田区 

高森町登録文化財 高森南小学校のソメイヨシノ 平成１８年 高森町 

牛牧義士踊り 平成１８年 牛牧義士踊り保存会 

小沼観音慈照庵 平成１８年 小沼観音慈照庵檀徒仲間 

橋都家墓地の槙の木と枝垂桜 平成１８年 橋都正 

吉田郷蔵 平成１９年 吉田区 

牛牧神社の大杉 平成１９年 牛牧神社 

竜口の御蔵 平成２０年 竜口地区 

林家長屋門 平成２０年 林敬夫 
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【救助の実施要領の基準】 

（令和２年５月現在） 

救助の

種類 

対象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備考 

避難所

設置 

現に被害を受け、

または被害を受け

るおそれのある者 

避難所の設置・

維持・管理運営

経費等(賃金、

消耗器材費、建

物の使用謝金、

備品等の使用謝

金・購入費、燃

料費等) 

【基本額】 

1 人 1 日当たり 

330 円以内 

【加算額】 

○冬期(10 月～3月)

加算 

○高齢者等の収容す

る福祉避難所を設置

した場合は当該地域

の通常実費を加算 

災害発生

の日から

７日以内 

１．避難所設置費

には天幕借上、仮

設便所設置費等一

切の経費を含む 

２．輸送費は別途

計上 

応急仮

設住宅

の供与 

住家や全壊(焼)・

流失し、居住する

住家がない者で自

らの資金では住宅

を得ることができ

ない者 

資材費、労務

費、附帯設備

費、輸送費、建

築事務費、解体

撤去費等 

【基準面積】 

1 戸当たり 

29.7 ㎡(9 坪) 

【基準額】 

5,714,000 円以内 

【集会所設置費】 

基準額以外で別途定

める(住宅 50 戸以上

設置の場合) 

災害発生

の日から

20 日以内

に着工 

→ 

給与期間

は工事完

了日から

２年以内 

１．全壊等直接被

害がない場合でも

対象となる場合あ

り 

２．基準面積及び

基準額は県内総数

を上回らなければ

調整化 

３．実情により輸

送費別途計上 

炊き出

しその

他によ

る食品

の給与 

○避難所に収容さ

れた者 

○全半壊(焼)・流

失・床上浸水で炊

事のできない者 

主食費、副食

費、燃料費、機

械、器具及び備

品等の使用謝金

又は借上費、消

耗器材費、その

他の雑費 

1 人 1 日当たり 

1,160 円以内 

災害発生

の日から

7 日以内 

 

１．被災者支給分

のみが対象 

２．輸送費、賃金

は別途計上 

飲料水

の供給 

現に飲料水(炊事

用水を含む)を得

ることができない

者 

給水又は浄水に

必要な機械、器

具の借上費、修

繕費及び燃料費

並びに浄水に必

要な薬品及び資

材費 

当該地域における通

常の実費 

災害発生

の日から

7 日以内 

輸送費、賃金は別

途計上 

被服寝

具その

他生活

必需品

の給

(貸)与 

全半壊(焼)、流失

床上浸水、船舶の

遭難等により被服

等生活必需品を喪

失し、直ちに日常

生活を営むことが

困難な者 

被服・寝具・身

のまわり品、炊

事用具及び食

器、日用品、光

熱材料 

別表の範囲内 

災害発生日により限

度額を区分 

夏期(4～9月) 

冬期(10～3 月) 

災害発生

の日から

10 日以内 

１．備蓄物資の価

格は当該地域の時

価による 

２．現金給付(商

品券等の金券含

む)は不可とし、

現物給付に限る 

医療 その医療を必要と

するに至った原

因、経済的要件に

関わらず、医療を

必要とする者 

診察、薬剤また

は治療材料、処

置・手術その他

の治療・施術、

病院または診療

所への収容、看

護 

１．救護班 

 使用した薬剤治療

材料・医療器具修繕

費等の実費 

２．病院・診療所 

国民健康保険の診

療報酬の額以内 

３．施術者 

 当該地域における

協定料金の額以内 

災害発生

の日から

14 日以内 

１．原則、救護班

が現地により処置 

２．救護班では治療

困難な重傷患者等が

ある場合または救護

班の到着を待つこと

のできない急迫して

いる場合は医療機関

で処置 

３．患者等の移送

費は別途計上 
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救助の

種類 

対象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備考 

助産 災害発生の日以前

または以後 7日以

内に分べんした者

で災害のため助産

の途を失った者

(死産、流産を含

む) 

分べんの介助、

分べん前後の処

置、脱脂綿・ガ

ーゼその他の衛

生材料 

１．救護班 

 使用した衛生材料

等の実費 

２．助産師 

 慣行料金の２割引

以内の額 

分べんし

た日から

7 日以内 

１．救護班のほか

助産婦・産院・一

般医療機関による

実施も可 

２．妊婦等の移送

費は別途計上 

被災者

の救出 

○現に生命、身体

が危険な状態にあ

る者 

○生死不明の状態

にある者 

舟艇その他救出

のための器械器

具等の借上費又

は購入費、修繕

費及び燃料費 

当該地域における通

常の実費 

災害発生

の日から

３日以内 

１．明らかに生存

している者を除

き、原則 4日以降

は死体の捜索とし

て扱う 

２．輸送費、賃金

は別途計上 

被災し

た住宅

の応急

修理 

住家が半壊(焼)若しく

はこれらに準ずる程度

の損傷を受け、そのま

までは当面の日常生活

を営むことのできない

者で、自らの質力によ

り応急処理をすること

ができない者 

居室・炊事場・

便所等日常生活

に不可欠な部分

の最小限度の修

理費(原材料

費・労務費・材

料輸送費・修理

事務費) 

ア 半壊又は半焼に

準ずる程度の損傷に

より被害を受けた世

帯 

１世帯当たり 

  300,000 円以内 

イ ア以外の世帯 

１世帯当たり 

  595,000 円以内 

災害発生の

日から1ヶ

月以内(た

だし、災害

の規模や被

災地の実態

等によって

はこの限り

でない) 

駐車場や倉庫は対

象外となる 

学用品

の給与 

住家の全壊(焼)・流

出、半壊(焼)、床上

浸水により学用品を

喪失・損傷し、就学

上支障のある小学校

児童および中学校生

徒(盲・ろう・養護学

校の小学校児童およ

び中学部生徒を含む)

及び高等学校等生徒 

教科書(検定済

のもの)、教材

(教育委員会承

認済のもの) 

実費 災害発生

の日から

1 ヶ月以

内 

１．入進学時の場

合は、個々の実情

に応じ給与 

２．備蓄物資は評

価額 文房具、通学用

品(運動靴・カ

バン・体育着

等)、その他の

学用品 

小学生 1 人当たり 

4,500 円 

中学生 1 人当たり 

4,800 円 

高校生 1 人当たり 

5,200 円 

災害発生

の日から

15 日以内 

埋葬 災害の際死亡した

者の埋葬を実施す

る者に支給 

棺(付属品を含

む)埋葬・火葬

(賃金職員等雇

上費を含む)、

骨壺・骨箱 

1 人当たり 

大人(12 才以上) 

215,200 円以内 

小人(12 才未満) 

172,000 円以内 

災害発生

の日から

10 日以内 

外国人に対して埋

葬を行う場合は、

風俗・習慣・宗教

等に配慮する 

死体の

捜索 

行方不明の状態にあ

り、かつ周囲の事情

により既に死亡して

いると推定される者 

舟艇その他捜索

のための機械器

具等の借上費又

は購入費、修繕

費及び燃料費 

当該地域における通

常の実費 

災害発生

の日から

10 日以内 

輸送費、賃金は別

途計上 

死体の

処理 

災害に際し死亡し

た者の死体に関す

る処理 

洗浄、縫合、消

毒等 

1 体当たり 

3,500 円以内 

災害発生

の日から

10 日以内 

１．原則、検案は

救護班によるが、

救護班によること

ができない場合は

他の医師により検

案を行って差し支

えない 

２．輸送費・賃金

は別途計上 

一時的に収容す

るための収容場

所、搬送のため

の車両等、保存

のためのドライ

アイス等の確保 

○既存建物借上 

通常の実費 

○野外仮設 

1体当たり5,400円以内 

○ドライアイス等購入

費を要する場合は当該

地域の通常実費を加算 

検案 当該地域の慣行料金

の額以内 
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救助の種

類 

対象 費用の範囲 費用の限度額 期間 備考 

障害物の

除去 

住家の一部又は全

部に障害物が運び

込まれたため一時

的に日常生活を営

むことのできない

状態にあり、自ら

の質力により当該

障害物を除去し、

当面の日常生活に

最低限必要な場所

を確保できない者 

除去に必要な機

械器具等の借上

賃又は購入費、

並びに輸送費及

び賃金職員等雇

上費等 

1 世帯当たり平均 

137,900 円以内 

災害発生

の日から

10 日以内 

限度額は市町村内

の平均額が限度額

以内であれば調整

可。 

市町村相互間は調

整不可。 

 

輸送費及

び賃金職

員等雇上

費 

１．被災者の避難 

２．医療及び助産 

３．被災者の救出 

４．飲料水の供給 

５．死体の捜索 

６．死体の処理 

７．救済用物資の

整理配分 

各救助を行うた

めに支出できる

輸送費及び賃金

職員等雇上費 

当該地域における通

常の実費 

救助の種

類ごとの

実施が認

められる

期間以内 

 

実費弁償 施行令第 4条第

１号から第 4号

までに規定する

者 

日当、超過勤務

手当、夜勤手当

及び宿日直手、

当、旅費 

○日当 

当該業務に従事した者

に相当する給与を考慮

した金額 

○超過勤務手当、夜勤

手当及び宿日直手当、

旅費 

職種毎に日当に定める

日当額を基礎とし、常

勤職員との均衡を考慮

して算定した額以内(旅

費は支給条例において

定める額以内) 

救助の実

施が認め

られる期

間以内 

 

施行令第 4条第

5 号から第 10

号までに規定す

る者 

業者のその地域

における慣行料

金による支出実

績 

業者のその地域におけ

る慣行料金による支出

実績に手数料としてそ

の100分の3の額を加

算した額以内 

 

別表 被服、寝具その他生活必需品の給与または貸付のために支出できる費用 

１．住家の全焼、全壊又は流出により被害を受けた世帯            (単位：円) 

世帯区分 

季別 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上１人を

増すごとに加算 

夏季(4～9 月) 18,800 24,200 35,800 42,800 54,200 7,900 

冬季(10～3 月) 31,200 40,400 56,200 65,700 82,700 11,400 

 

２．住家の半焼、半壊又は床上浸水により被害を受けた世帯          (単位：円) 

世帯区分 

季別 
１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

６人以上１人を

増すごとに加算 

夏季(4～9 月) 6,100 8,300 12,400 15,100 19,000 2,600 

冬季(10～3 月) 10,000 13,000 18,400 21,900 27,600 3,600 
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【激甚災害指定基準】（昭和 37 年 12 月 7 日中央防災会議決定） 

摘要すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

法第２章 

公共土木施設災害復旧

事業等に関する特別の

財政援助 

次のいずれかに該当する災害 

(Ａ基準) 

事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収入総額×

100 分の 0.5 

(Ｂ基準) 

事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の標準税収入総額×

100 分の 0.2 

かつ次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1 以上あるもの 

(1) 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年度の標準

税収入額×100 分の 25 

(2) 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県内

全市町村の当該年度の標準税収入総額×100 分の 5 

法第５条 

農地等の災害復旧事業

等に係る補助の特別措

置 

次のいずれかに該当する災害 

(Ａ基準) 

事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 0.5 

(Ｂ基準) 

事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 0.15 かつ 

かつ次の要件のいずれかに該当する都道府県が 1 以上あるもの 

(1) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都道府県の当該年度の農業所

得推定額×100 分の 4 

(2) 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10 億円 

法第６条 

農林水産業共同利用施

設災害復旧事業費の補

助の特例 

次の 1 及び 2 の要件に該当する災害。ただし、当該施設に係る被害見込額が

5,000 万円以下と認められる場合は除く。 

1 激甚法第 5条の措置が適用される激甚災害 

2 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 1.5 であること

により激甚法第 8条の措置が適用される激甚災害 

法第８条 

天災による被害農林漁

業者等に対する資金の

融通に関する暫定措置

の特例 

次のいずれかに該当する災害。ただし、高潮、津波等特殊な原因による激甚

な災害であって、その被害の態様から次の基準によりがたい場合は、被害の実

情に応じて個別に考慮 

(Ａ基準) 

農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 0.5 

(Ｂ基準) 

農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額×100 分の 0.15 かつ、次の

要件に該当する都道府県が 1 以上あるもの 

一の都道府県内の当該災害に係る特別被害農業者数＞当該都道府県内の農業

を主業とする者の数×100 分の 3 

法第 11 条の２ 

森林災害復旧事業に対

する補助 

次のいずれかに該当する災害 

(Ａ基準) 

林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下同じ）＞当該年度の全国生産林

業所得（木材生産部門）推定額×100 分の 5 

(Ｂ基準) 

林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額×100

分の 1.5 かつ、次の要件に該当する都道府県が 1 以上あるもの 
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(1) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該都道府県の当該年度の生産林業

所得（木材生産部門）推定額×100 分の 60 

(2) 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生

産部門）推定額×100 分の 1 

法第 12 条､13 条､15 条 

中小企業信用保険法に

よる災害関係保証の特

例等 

次のいずれかに該当する災害 

(Ａ基準) 

中小企業関係被害額>当該年度の全国中小企業所得推定額(第 2次産業及び第 3

次産業国民所得×中小企業附加価値率×中小企業販売率｡以下同じ)×100 分の

0.2 

(Ｂ基準) 

中小企業関係被害額>当該年度の全国中小企業所得推定額×100 分の 0.06 かつ 

次の要件に該当する都道府県が 1以上あるもの 

一の都道府県内の当該災害に係る中小企業関係被害額>当該年度の当該都道

府県の中小企業所得推定額×100 分の 2 

ただし､火災の場合又は激甚法第 12 条の適用がある場合の全国中小企業所得

推定額に対する中小企業関係被害額の割合は､被害の実状に応じ特例措置が講

じられることがある。 

法第 16 条 

公共社会教育施設災害

復旧事業に対する補助 

第 17 条 

私立学校施設災害復旧

事業に対する補助 

第 19 条 

市町村が施行する感染

症予防事業に関する負

担の特例 

 激甚法第 2 章の措置が適用される激甚災害。ただし、当該施設に係る被害又

は当該事業量が軽微であると認められる場合は除外。 

法第 22 条 

罹災者公営住宅建設等

事業に対する補助の特

例 

 つぎの次のいずれかに該当する災害 

(Ａ基準) 

滅失住宅戸数>被災地全域で 4,000 戸以上 

(Ｂ基準) 

次の１、２のいずれかに該当する災害 

ただし、火災の場合の被災地全域の滅失戸数は、被害の実状に応じた特例的措

置が講じられることがある。 

１ 滅失住宅戸数>被災地全域で 2,000 戸以上 

かつ､次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で 200 戸以上 

(2) 一市町村の区域内の住宅戸数の 10%以上 

２ 滅失住宅戸数>被災地全域で 1,200 戸以上 

かつ､次のいずれかに該当するもの 

(1) 一市町村の区域内で 400 戸以上 

(2) 一市町村の区域内の住宅戸数の 20%以上 

法第 24 条 

小災害債に係る元利償

還金の基準財政需要額

への算入等 

１ 公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る措置については激甚法第 2章

の措置が適用される災害 

２ 農地及び農業用施設等の小災害に係る措置については激甚法第 5条の措置

が適用される災害 

上記以外の措置 災害発生の都度、被害の実状に応じ個別に考慮 
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【局地激甚災害指定基準】（昭和 43 年 11 月 22 日中央防災会議決定） 

局地激甚災害指定基準 適用すべき措置 

１ 公共施設災害関係 

当該市町村負担の当該災害に係る公共施設災害

復旧事業等(激甚法第 3条第 1項第 1号及び第 3号

～第 14号の事業)の査定事業費の額>当該市町村の

当該年度の標準税収入×100 分の 50 に該当する市

町村(当該査定事業費 1,000 万円未満は除外)が 1

以上ある災害｡ただしその該当市町村ごとの当該

査定事業費の額の合計が､おおむね 1億円未満を除

く｡ 

１ 激甚法第 3 条第 1 項各号に掲げる事業のうち､

左の市町村が当該災害によりその費用を負担す

るもの及び激甚法第 4 条第 5 項に規定する地方

公共団体以外の者が設置した施設に係るものに

ついて激甚法第 2章の措置｡ 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可され

た公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る

地方債について激甚法第 24 条第 1 項､第 3 項お

よび第 4 項の措置｡ 

２ 農地､農業用施設等災害関係 

当該市町村の区域内の当該災害に係る農地等災

害復旧事業等（激甚法第 5 条第 1 項規定の農地農

業用施設および林道の災害復旧事業）に要する経

費の額>当該市町村の当該年度の農業所得推定額

×100 分の 10 に該当する市町村(当該経費の額が

1,000 万円未満は除外)が 1 以上ある災害｡ただし

その該当市町村ごとの当該経費の額の合計額がお

おむね 5,000 万円未満を除く｡ 

１ 左の市町村の区域内で左の市町村等が施行す

る当該災害復旧事業に係る激甚法第 5 条、第 6

条の措置｡ 

２ 左の市町村が当該災害につき発行を許可され

た農地､農業用施設及び林道の小災害後旧事業

に係る地方債について激甚法第24条第 2項から

第 4項までの措置｡ 

３ 林業災害関係 

当該市町村の区域内の当該災害に係る林業被害

見込額（樹木に係るものに限る｡以下同じ｡）>当該

市町村に係る当該年度の生産林業所得(木材生産

部門)推定額の 1.5 倍｡ただし､当該林業被害見込

額<当該年度の全国生産林業所得(木材生産部門)

推定額×100 分の 0.05 の場合を除く。 

かつ大火による災害にあっては､当該災害に係

る要復旧見込面積>300ha の市町村､その他の災害

にあっては､当該災害に係る要復旧見込面積>当該

市町村の民有林面積(人工林に係るものに限

る)×100 分の 25 の市町村が 1以上ある災害｡ 

左の市町村の区域内で､左の市町村等が施行する

森林災害復旧事業に係る激甚法第 11 条の 2の措置 

４ 中小企業施設災害関係 

当該市町村の区域内の当該災害に係る中小企業

関係被害額>当該市町村の当該年度の中小企業所

得推定額×100分の 10に該当する市町村(当該被害

額 1,000 万円未満は除外)が 1 以上ある災害。ただ

しその該当市町村ことの当該被害額の合算額がお

おむね 5,000 万円未満を除く。 

左の市町村の区域内で中小企業が必要とする当

該災害復旧資金等に係る激甚法第 12 条､13 条及び

15 条の措置. 
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【災害弔慰金の支給基準】 

（対象災害） 

  自然災害のうち、以下のいずれかに該当するもの 

１ 町内において住居が５世帯以上滅失した災害 

２ 県内において住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

３ 県内において災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害 

４ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以上ある場合の災害 

 

（支給対象） 

 上記の災害による死亡者（当該災害のやんだ後３ヵ月以上の行方不明者を含む） 

 

（受給遺族） 

   １ 死亡当時の配偶者（事実婚を含む）、子、父母、孫、祖父母 

  ２ １のいずれもが存在しない場合は、死亡した者の死亡当時における兄弟姉妹（死亡し

た者の死亡当時その者と同居し、または生計を同じくしていた者に限る。） 

 

（支給額） 

１ 生計維持者が死亡した場合  5,000,000 円 

２ その他の者が死亡した場合  2,500,000 円 

 

（費用負担） 

国 1/2､県 1/4､市町村 1/4 

 

 

 

【災害障害見舞金の支給基準】 

 

（対象災害） 

  自然災害のうち、以下のいずれかに該当するもの 

１ 町内において住居が５世帯以上滅失した災害 

２ 県内において住居が５世帯以上滅失した市町村が３以上ある場合の災害 

３ 県内において災害救助法が適用された市町村が１以上ある場合の災害 

４ 災害救助法が適用された市町村をその区域内に含む都道府県が２以上ある場合の災害 

 

（受給者） 

上記の災害により負傷し、または疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定したときを含

む。）に重度の障害（両眼失明、要常時介護、両上肢ひじ関節以上切断等）を受けた者。 

 

（支給額） 

１ 生計維持者   2,500,000 円 

２ その他の者   1,250,000 円 

 

（費用負担） 

国 1/2､県 1/4､市町村 1/4 
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【災害援護資金の貸付あっせん基準】 

 

（対象となる災害） 

ア 高森町に災害救助法が適用された場合の災害 

イ 県内で自然災害により災害救助法による救助が行われた市町村が 1以上ある災害 

 

（貸付対象者） 

自然災害により家屋等に被害を受けた世帯で、その世帯の前年の年間所得が次の額以内の世帯

に限る。 

 1 人 220 万円 

 2 人 430 万円 

 3 人 620 万円 

 4 人 730 万円 

 5 人以上 730 万円に世帯人員が 1人増すことに 30 万円を加算した額 

住宅が滅失した場合は世帯員の人数に係わらず 1，270 万円 

 

（貸付対象となる被害と貸付額） 

世帯主の負傷の程度 被害の程度 貸付限度額 
住居を立て直す等 

特別の事情がある場合 

おおむね 1 ケ月以上

の療養が必要な場合 

下記以外 

家財の 1／3以上の損害 

住居の半壊 

住居の全壊、滅失 

150 万円 

250 万円 

270 万円 

350 万円 

350 万円 

負傷がない場合 

家財の 1／3以上の損害 

住居の半壊 

住居の全壊 

住居全体の滅失 

150 万円 

170 万円 

250 万円 

350 万円 

250 万円 

350 万円 

 

（償還期間） 

10 年（据置期間 3年） 

 

（利  率） 

年 3％（据置期間中は無利子） 

 

（貸付原資負担） 

貸付原資の 2／3を国庫負担、1／3を県負担 
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【被災者生活再建支援制度の概要】 

１．制度の趣旨 

自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が相互扶助の観点から拠

出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給することにより、その生活の再建を支援し、も

って住民の生活の安定と被災地の速やかな復興に資することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．制度の対象となる自然災害 

 １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村等 

３．制度の対象となる被災世帯 

 上記の自然災害により 

  ① 住宅が「全壊」した世帯 

  ② 住宅が半壊、または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

  ③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯 

  ④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世

帯） 

４．支援金の支給額 

 支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる 

（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額） 

 

①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金）    

住宅の 

被害程度 

全壊 

（３．①に該

当） 

解体 

（３．②に該

当） 

長期避難 

（３．③に該

当） 

大規模半壊 

（３．④に該

当） 

支給額 １００万円 １００万円 １００万円 ５０万円 

 

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

住宅の 

再建方法 
建設・購入 補修 

賃借 

（公営住宅以外） 

支給額 ２００万円 １００万円 ５０万円 

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で２００

（又は１００）万円 

５．支援金の支給申請 

  （申 請 窓 口） 市町村 

  （申請時の添付書面） ①基礎支援金：罹災証明書、住民票 等 

             ②加算支援金：契約書（住宅の購入、賃借等）等 

  （申 請 期 間） ①基礎支援金：災害発生日から１３月以内 

             ②加算支援金：災害発生日から３７月以内 

支援法適用 適用とならない災害 

国から補助 

１／２ 

（東日本大震災分は

４／５） 

都道府県の 

相互扶助において対応 

（全都道府県の拠出による 

基金から支援金を支給） 

地方公共団体において 

対応を検討 



資 料 編 

（ 資料－54 ） 

【条 例 等】 

高 森 町 防 災 会 議 条 例 

昭和 3 8年７月 1 6日 

条 例 第 5 5 号 

  

 改正 昭和57年6月16日条例第16号 平成12年3月27日条例第15号  

  平成24年12月7日条例第25号   

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第６項の規定に

基づき、高森町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定める

ことを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 高森町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進する。 

(2)  町の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集す

ること。 

(3)  前２号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属す

る事務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、町長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(2) 長野県の知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(3) 長野県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(4) 町長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 教育長 

(6) 消防団長及び副団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

(8) 高森町の公共的機関及び団体を代表する者のうちから町長の任命する者 

(9) 学識経験を有する者のうちから町長の任命する者 

(10) 高森町を構成団体とする南信州広域連合の消防長又は当該連合の消防吏員その他

職員のうちから町長が任命する者 

６ 前項の委員の定数は、15人以内とする。 

７ 第５項第７号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、長野県の職員、町の職員、関係指定公共機

関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命

する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとす

る。 
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（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要

な事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年6月16日条例第16号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年3月27日条例第15号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

（高森町水防協議会条例の廃止） 

２ 高森町水防協議会条例（昭和57年6月16日条例第15号）は廃止する。 

附 則（平成24年12月7日条例第25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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高 森 町 災 害 対 策 本 部 条 例 

昭和 3 8年７月 1 6日 

条 例 第 5 6 号 

 

 改正 平成24年3月7日条例第6号 平成24年12月7日条例第25号  

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条第7項の規定に基

づき、高森町災害対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督す

る。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるとき

は、その職務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

（部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができ

る。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

（委任） 

第４条 前３条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部

長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年3月7日条例第6号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年12月7日条例第25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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高森町地震災害警戒本部条例 

昭和 5 4年 1 2月 2 1日 

条 例 第 2 0 号 

  

 改正 平成24年12月7日条例第25号   

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号。以下「法」と

いう。）第18条第4項の規定に基づき、高森町地震災害警戒本部（以下「警戒本部」と

いう。）の組織等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 地震災害警戒本部長（以下「本部長」という。）は警戒本部の事務を総括し、

所部の職員を指揮監督する。 

２ 警戒本部に、地震災害警戒副本部長（以下「副本部長」という。）は、地震災害警

戒本部員（以下「本部員」という。）その他の職員を置くことができる。 

３ 副本部長は、本部員のうちから町長が任命する。 

４ 副本部長は、本部長を助け、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 長野県警察の警察官のうちから町長が任命する者 

(2) 町長が職員のうちから指名する者 

(3) 教育長 

(4) 消防団長及び副団長 

(5) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから町長が任命する者 

６ 本部員は、本部長の命を受け警戒本部の業務に従事する。 

７ 副本部長及び本部員以外の警戒本部の職員（以下「本部職員」という。）は、町の

職員のうちから町長が任命する。 

８ 本部職員は、警戒本部の所掌事務について、本部員を補佐する。 

（班） 

第３条 本部長は、必要と認めるときは、警戒本部に班を置くことができる。 

２ 前項の班に属すべき本部員及び本部職員は、本部長が指名する。 

３ 第１項の班に班長を置き、本部長が指名する本部員がこれに当たる。 

４ 前項の班長に事故があるときは、第１項の班に属する本部員のうちから前項の班長

が、あらかじめ、指名する者がその職務を代理する。 

（委任） 

第４条 前３条に定めるもののほか、警戒本部の組織等に関し必要な事項は、本部長が

定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 24 年 12 月 7 日条例第 25 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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高森町地震災害警戒本部規程 

昭和 5 4年 1 2月 2 1日 

規 程 第 2 号 

 

 改正 平成19年3月15日規定第1号 平成25年1月16日規定第1号  

  平成28年4月1日規定第7号   

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、高森町地震災害警戒本部条例（昭和54年条例第20号）第４条の規

定に基づき、高森町地震災害警戒本部（以下「本部」という。）の本部及び班に関し

必要な事項を定める。 

（位置） 

第２条 本部は役場内に置く。 

（組織） 

第３条 本部の組織は、次に掲げる者をもって充てる。 

本部長 町長 

副本部長 副町長 

本部員 (1) 長野県警察高森町駐在員 

(2) 教育長 

(3) 総務課長、経営企画課長、建設課長、産業課長、議会事務局長、 

環境水道課長、健康福祉課長、税務会計課長、会計管理者、 

教育委員会事務局長、保育園総園長 

(4) 消防団長、副団長 

本部職員 本部員を除く町職員 

（班の設置） 

第４条 本部に次の室及び班を置く。 

本部 総務班、住民班、産業班、建設班、環境水道班、教育班、保育所班 

（所掌事務） 

第５条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 地震防災応急対策に係る措置に関する事項 

(2) 高森町地震強化計画の応急対策に係る事項 

附 則 

この規程は、公布の日から施行し、昭和 54 年 12 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 19 年 3 月 15 日規程第 1 号） 

この規程は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 25 年 1 月 16 日規程第 1 号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年 4 月 1 日規程第 7 号） 

この規程は、公布の日から施行し、平成 28 年 4 月 1 日から適用する。 
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災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭 和 4 9 年 6 月 2 5 日 

条 例 第 2 3 号 

  

 改正 平成7年12月22日条例第26号 平成24年12月7日条例第25号  

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第３条―第８条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第９条―第 11条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第 12 条―第 16条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号。以下「法」

という。）及び同法施行令（昭和48年政令第374号。以下「令」という。）の規定に準拠

し、暴風豪雨等の自然災害により死亡した町民の遺族に対する災害弔慰金の支給を行い、

自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた町民に災害障害見舞金の支給を行い、

並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けを行い、

もって町民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に掲げると

ころによる。 

(１) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被

害が生ずることをいう。 

(２) 町民 災害により被害を受けた当時、この町の区域内に住所を有した者をいう。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 町は、町民が令第１条に規定する災害（以下この章及び次章において単に「災害」

という。）により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものと

する。 

（災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位

は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族を先に

し、その他の遺族を後にする。 

(２) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

２ 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし同順

位の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし父母の養父母を先

にし、実父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項

の規定にかかわらず、第１項の遺族のうち、町長が適当と認める者に支給することができ



資 料 編 

（ 資料－60 ） 

る。 

 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あると

きは、その１人に対してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時にお

いてその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持

していた場合にあっては500万円とし、その他の場合にあっては250万円とする。ただし、

死亡者がその死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けてい

る場合は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

（死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第４条の

規定によるものとする。 

（支給の制限） 

第７条 弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

(１) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(２) 令第２条に規定する場合 

(３) 災害に際し、町長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるた

め、町長が支給を不適当と認めた場合 

（支給の手続） 

第８条 町長は、災害弔慰金の支給を行うべき理由があると認めるときは、規則で定めると

ころにより支給を行うものとする。 

２ 町長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めること

ができる。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 町は、町民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定

したときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該住民（以下「障害

者」という。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害障害見舞金の額） 

第10条 障害者一人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は

疾病にかかった当時において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっ

ては250万円とし、その他の場合にあっては125万円とする。 

（準用規定） 

第11条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（災害援護資金の貸付け） 

第12条 町は、令第３条に掲げる災害により法第10条第１項各号に掲げる被害を受けた世帯

の町民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを

行うものとする。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第10条第１項に規定する要件に該当するもの

でなければならない。 

（災害援護資金の限度額等） 

第13条 災害援護資金の一災害における一世帯当たりの貸付け限度額は、災害による当該世

帯の被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」

という。）があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 
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ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以

下「家財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 150万円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250万円 

ウ 住居が半壊した場合 270万円 

エ 住居が全壊した場合 350万円 

(２) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 150万円 

イ 住居が半壊した場合 170万円 

ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） 250万円 

エ 住居の全体が滅失若しくは流失した場合 350万円 

(３) 第１号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその

住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「270万円」

とあるのは「350万円」と、「170万円」とあるのは「250万円」と、「250万円」とある

のは「350万円」と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は10年とし、据置期間はそのうち３年（令第７条第２項括弧書

の場合は、５年）とする。 

（利率） 

第14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場

合を除き年３パーセントとする。 

（償還等） 

第15条 災害援護資金は、年賦償還〔又は、半年賦償還〕とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつ

でも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第13条第１

項、令第８条から第12条までの規定によるものとする。 

（規則への委任） 

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成７年12月22日条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年12月7日条例第25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

昭 和 4 9 年 6 月 2 5 日 

規 則 第 3 号 

 

 改正 平成25年1月21日規則第1号   

 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第２条・第３条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第４条・第５条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第６条―第18条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年条例第23号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２章 災害弔慰金の支給 

（支給の手続） 

第２条 町長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の

調査を行ったうえ災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(１) 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 

(２) 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

(３) 死亡者の遺族に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第３条 町長は、この町の区域外で死亡した町民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する

被災証明書を提出させるものとする。 

２ 町長は、町民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるもの

とする。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

（支給の手続） 

第４条 町長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事

項の調査を行ったうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(１) 障害者の氏名、性別、生年月日 

(２) 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

(３) 障害の種類及び程度に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

（必要書類の提出） 

第５条 町長は、この町の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった町民に対

し、負傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとす

る。 

２ 町は、障害者に対し、法別表に規定する障害を有することを証明する医師の診断書（別

紙様式第１号）を提出させるものとする。 

第４章 災害援護資金の貸付け 

（借入れの申込） 
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第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入

申込者」という。）は、次に掲げる事項を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を、町

長に提出しなければならない。 

(１) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(２) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(３) 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(４) 保証人となるべき者に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

２ 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概

算額を記載した診断書 

(２) 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合

にあっては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住し

ていた借入申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

(３)  前２号のほか、町長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３

箇月を経過する日までに提出しなければならない。 

（調査） 

第７条 町長は、借入申込書の提出を受けたときは、すみやかに、その内容を検討のうえ、

当該世帯の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

（貸付けの決定） 

第８条 町長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金

額、償還期間及び償還方法を記載した貸付決定通知書（別紙様式第３号）を、借入申込者

に交付するものとする。 

２ 町長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、貸付不承認決

定通知書（別紙様式第４号）を借入申込者に通知するものとする。 

（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、すみやかに、保証人の連署した借用書（別紙

様式第５号）に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受人」という。）及び保証人の印鑑

証明書を添えて町長に提出しなければならない。 

（貸付金の交付） 

第10条 町長は、前条の借用書と引き換えに貸付金を交付するものとする。 

（償還の完了） 

第11条 町長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこ

れに添えられた印鑑証明書を、遅滞なく、返還するものとする。 

（繰上償還の申出） 

第12条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（別紙様式第６号）を町長に提出す

るものとする。 

（償還金の支払猶予） 

第13条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとす

る理由、猶予期間その他町長が必要と認める事項を記載した申請書（別紙様式第７号）

を、町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他町長が必

要と認める事項を記載した支払猶予承認書（別紙様式第８号）を、当該借受人に交付する

ものとする。 

３ 町長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（別紙様

式第９号）を、当該借受人に交付するものとする。 
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（違約金の支払免除） 

第14条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した申請

書（別紙様式第10号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金の支払免除した期間及

び支払を免除した金額を記載した違約金支払免除承認書（別紙様式第11号）を当該借受人

に交付するものとする。 

３ 町長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書（別紙

様式第12号）を、当該借受人に交付するものとする。 

（償還免除） 

第15条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下

「償還免除申請者」という。）は、償還免除を受けようとする理由その他町長が必要と認

める事項を記載した申請書（別紙様式第13号）を、町長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

(１) 借受人の死亡を証する書類 

(２) 借受人が精神若しくは身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなく

なったことを証する書類 

３ 町長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、償還免除承認通知書（別紙様式第14

号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 町長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、償還免除不承認通知書（別紙様式

第15号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

（督促） 

第16条 町長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するも

のとする。 

（氏名又は住所の変更届等） 

第17条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異同を

生じたときは、借受人は、速やかに、その旨を町長に氏名等変更届（別紙様式第16号）を

提出しなければならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代

ってその旨を届け出るものとする。 

（補則） 

第18条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援

護資金の貸付けの手続について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年1月21日規則第1号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

様式（省略） 
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災 害 見 舞 金 等 支 給 規 程 

昭 和 4 5 年 1 0 月 1 日 

制 定 

 

 改正 昭和50年4月1日 平成25年1月16日規程第1号  

（趣旨） 

第１条 この規程は、本町において発生した災害の被害者に対して、災害見舞金又は弔慰金を支

給することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 災害 風水害、震災等の自然災害及び火災をいう。 

(２) 被災者 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定に基づく、本町の住民基本台帳に記

載されている者又は本町に生活の本拠を有すると認められる者で、災害を受けたものをいう。 

（災害見舞金） 

第３条 災害見舞金は、被災者の住宅が、被害を受けた場合及び被災者が負傷した場合に、当該

被災者（当該被災者が世帯主でないときは、当該被災者の属する世帯の世帯主）に対して支給

するものとする。 

（弔慰金） 

第４条 弔慰金は、被災者が死亡した場合に当該被災者の葬祭を行う者に対して支給するものとする。 

（災害見舞金、弔慰金の額） 

第５条 前２条に規定する災害見舞金、弔慰金を支給する場合の災害の種別、被害状況及び支給

額は、次の表に掲げるとおりとする。 

（災害見舞金）  

 災害の種別 被害状況 支給額  

 住家 非住家（専用住宅以外のも

の） 

 

 火災 全焼失 30,000 円 20,000 円  

 半焼失 20,000   10,000    

 一部焼失 10,000   8,000    

 風水害、震災等の

自然災害 

全流失 30,000   20,000    

 全埋没 30,000   20,000    

 全壊 15,000   10,000    

 半壊 10,000   8,000    

 一部破損 8,000   6,000    

 床上浸入 5,000   3,000    

 床上土砂浸入 5,000   3,000    

（弔慰金）  

 被災の種別 死傷別 支給額  

 火災、風水害、震災等の災

害で人身にかかわるもの 

死亡 30,000 円  

 負傷（全治１箇月以上と認められるもの） 5,000    

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和50年4月1日） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 25 年 1 月 16 日規程第 1 号） 

この規程は、公布の日から施行する。 
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【協  定】 

長野県市町村災害時相互応援協定書 

 

長野県内全市町村は、県内に災害が発生した場合において、地域並びに住民の生命、身

体及び財産を災害から保護するため、災害対策基本法及び互助友愛精神に基づき、被災市

町村に対し、その総力を挙げて応援活動を行うものとし、次のとおり協定する。 

 

(趣旨) 

第１条 この協定は、県内の市町村（以下「市町村」という｡）において災害対策基本法

第２条第１号に規定する災害が発生し、被災市町村独自では十分に被災者の救援等の応

急措置が実施できないと認められるとき、市町村相互の応援による応急措置等を円滑に

遂行するために、必要な事項について定めるものとする。 

なお、常備消防に関する相互の応援については、「長野県消防相互応援協定」に定め

るところによるものとする。 

 

（代表市町村の設置等） 

第２条 市町村が行う救援活動等に関する調整及び県との連絡調整等を行うため、別記１

に掲げるブロックごとに代表市町村を置くものとする。 

２ 代表市町村が被災した場合に備え別記１に掲げるブロックごとに代表市町村の業

務を代行する第２順位及び第３順位の市町村を定めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第３条 市町村が行う応援の内容は、次のとおりとする。 

(1) 物資等の提供及びあっせん 

ア 食料、飲料水、生活必需品、医薬品その他供給に必要な資機材 

イ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資 

ウ 救援及び救助活動に必要な車両等 

エ ごみ、し尿処理のための車両及び施設 

オ 避難収容施設（避難所、応急仮設住宅等） 

カ 火葬場 

(2) 人員の派遣  

ア 救護及び応急措置に必要な職員 

イ 消防団員 

(3) その他 

ア 避難場所等の提供、緊急輸送路の確保等被災市町村との境界付近における必要な    

  措置 

イ ボランティアのあっせん 

ウ 児童・生徒の受け入れ 

エ 前２号に掲げるもののほか、災害救助法第２３条第１項に定める救助 

(4) 前３号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

 

(応援要請の手続) 

第４条 応援を受けようとする市町村は、次に掲げる事項を明確にして、無線又は電話等   

 により他の市町村に要請し、後に文書を速やかに送付するものとする。 

(1) 被害の状況 

(2) 応援を要請する内容 
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ア 物資・資機材の搬入 

物資等の品目・数量、搬入場所、輸送手段、交通情報等 

イ 人員の派遣 

職種、人数、派遣場所、活動内容、派遣期間、輸送手段、交通情報等 

ウ その他、必要な事項 

 

(緊急時における自主的活動) 

第５条 代表市町村は､災害発生時において､通信の途絶等により被災状況等の情報が入手 

できない場合、速やかにその被災状況等について自主的に情報の収集・提供を行うもの

とする。 

２ 市町村は、前項の情報収集に基づき、被害が甚大で、かつ、事態が緊急を要すると認 

められる場合、代表市町村と連絡調整のうえ自主的に応援活動を実施するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、代表市町村は、別記１に掲げる代表市町村の属するブ

ロック内の構成市町村において震度６強以上の地震が観測された場合においては、代

表市町村が行う業務に必要な被災状況等についての情報収集及び提供等の業務を行

うため、先遣隊を当該市町村に派遣するものとする。 

４ 代表市町村が被災した場合において前項の規定により先遣隊を派遣することがで

きないときは、別記１に掲げる代表市町村の属するブロックの構成市町村（代表市

町村を除く。）が別に定めるところにより、当該派遣を行うものとする。 

５ 前項に規定する場合において、別記１に掲げるブロックの構成市町村の大半が被災

し当該ブロック内から前２項の規定による先遣隊の派遣を行うことができないとき

は、別記２に掲げる応援するブロックから当該派遣を行うものとする。 

６ 別記２に掲げる応援するブロックから当該派遣することができない場合に備え、代

表市町村の会議において協議し、派遣する代表市町村をあらかじめ定めておくこととす

る。 

７ 前４項に規定する場合以外の場合は、通信の途絶等により被災状況等の情報が入手で

きない場合等で、代表市町村が必要と認めた場合に派遣するものとする。 

 

(経費の負担) 

第６条 応援に要した経費は、原則として応援を受けた市町村の負担とする。 

２ 応援職員等が応援に伴い負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償等に要す 

る経費は、応援市町村の負担とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、応援職員等の派遣に要する経費については、被災市町村 

 及び応援市町村が協議して決める。 

４ 応援職員等が応援に伴い第三者に損害を与えた場合、応援を受けた市町村が、賠償の  

 責めに任ずる。 

ただし、応援職員等の重大な過失により発生した損害賠償に要する費用については、  

 応援市町村の負担とする。 

５ 前項に定める応援を受けた市町村の負担額は、応援市町村が加入する保険により支払 

 われる金額を控除した額とする。 

 

(情報交換) 

第７条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、別記１に掲げるブロッ

クごと又は、ブロックをまたいで、備蓄物資の状況、緊急連絡先等の必要な情報等を定

期的に相互に交換するものとする。 
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(訓練の参加) 

第８条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、別記１に掲げるブロッ

クごと又は、ブロックをまたいで、物資調達、人的支援等の訓練を実施するとともに、

他の市町村主催の防災訓練に相互に参加するよう努めるものとする。 

 

(防災体制の強化等) 

第９条 市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、地域防災計画等の整備等、

防災体制の強化を図るものとする。 

２ 市町村は、この協定を実効あるものとしていくため、必要に応じて県への協力を求め

る等、県との連携を強化することとする。 

 

(補 則) 

第10条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

２ この協定に定めのない事項は、その都度、代表市町村の会議において協議して定め

る。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この協定は、平成８年４月１日から施行する。 

 

(協定の成立) 

２ この協定の成立は、県内全市町村長の同意書をもって証する。 

 

附 則 

 この協定は、平成23年12月16日から施行する。 
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（別記１） 

ブロック名 代表市町村 構 成 市 町 村 

佐 久 佐久市 
小諸市･佐久市･小海町･佐久穂町･川上村･南牧村･南相木村･ 

北相木村･軽井沢町･御代田町･立科町 

上 小 上田市 上田市･東御市･長和町･青木村 

諏 訪 岡谷市 岡谷市･諏訪市･茅野市･下諏訪町･富士見町･原村 

上伊那 伊那市 
伊那市･駒ヶ根市･辰野町･箕輪町･飯島町･南箕輪村･中川村･ 

宮田村 

飯 伊 飯田市 
飯田市･松川町･高森町･阿南町･阿智村･平谷村･根羽村･ 

下條村･売木村･天龍村･泰阜村･喬木村･豊丘村･大鹿村 

木 曽 木曽町 木曽町･上松町･南木曽町･木祖村･王滝村･大桑村 

松 本 松本市 
松本市･塩尻市･安曇野市･麻績村･生坂村･山形村･朝日村･ 

筑北村 

大 北 大町市 大町市･池田町･松川村･白馬村･小谷村 

長 野 長野市 
長野市･須坂市･千曲市･坂城町･小布施町･高山村･信濃町･ 

飯綱町･小川村 

北 信 中野市 中野市･飯山市･山ノ内町･木島平村･野沢温泉村･栄村 
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（別記２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）応援するブロックが複数の場合は、下線の代表市町村が派遣。 

 

被災ブロック 応援するブロック 

佐 久 上 小 

上 小 佐 久 

諏 訪 
上伊那 

木 曽 

上伊那 
諏 訪 

飯 伊 

飯 伊 
上伊那 

木 曽 

木 曽 
飯 伊 

諏 訪 

松 本 長 野 

大 北 北 信 

長 野 松 本 

北 信 大 北 
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長野県市町村災害時相互応援協定実施細則 

  

（趣 旨） 

第１条 この実施細則は、「長野県市町村災害時相互応援協定」（以下「協定」という。）の実施に関

し、必要な事項を定めるものとする。 
 

（代表市町村） 

第２条 代表市町村は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１） 被害市町村の情報収集と状況把握 

（２） 災害応急措置等に必要な物資、人員、その他要請内容の把握 

（３） 応援要請内容の所属ブロック構成市町村及び他の代表市町村への仕分け 

（４） 輸送ルート、応援物資集積場所等の応援に必要な情報の連絡 

（５） 応援活動等に関する県との連絡調整 

（６） 前各号に掲げるもののほか、災害応急活動を円滑に行うために必要な業務 

２ 代表市町村が被災等により前項の業務を遂行できない場合は、協定第２条第２項の規定により、

代表市町村の業務を代行する第２順位又は第３順位の市町村が代表市町村の業務を代行する。 

ただし、大半の構成市町村が同時被災し、代行することが困難と認められる場合は、協定別記

２の応援するブロックの代表市町村がこれを代行するものとする。 
 

（応援要請の手続） 

第３条 応援を受けようとする市町村は、次に掲げる順序により、応援を要請するものとする。 

（１） 要請は原則として所属ブロックの代表市町村に行うものとする。 

（２） 所属ブロックの代表市町村が同時被災しているおそれがある場合は、当該ブロックの第

２順位の市町村に要請するものとする。 

    所属ブロックの代表市町村及び第２順位の市町村が同時被災しているおそれがある場

合は、第３順位の市町村に要請するものとし、第４順位以下を定めた場合も同様とする。 

（３） 所属ブロックの大半が同時被災しているおそれがある場合は、協定別記２の応援するブ

ロックの代表市町村に要請するものとする。 

２ 被災市町村所属ブロックの代表市町村は、被災市町村の要請内容に当該ブロックの構成市町村

のみでは対応できないと認められる場合は、他の代表市町村に要請するものとする。 
 

（応援実施の手続） 

第４条 被災市町村以外の市町村は、代表市町村から被災市町村への応援を要請された場合被災市

町村から直接要請があったものとして、速やかに応援を実施するものとする。 

２ 被災市町村の属するブロックの代表市町村は、当該ブロック内の構成市町村及び他のブロック

の代表市町村と連絡調整し、要請事項及び搬入、派遣等に要する時間などの応援計画を被災市町

村に伝達するとともに、後日、速やかに応援通知書を送付するものとする。 
 

（応援物資の受領の通知） 

第５条 被災市町村は、応接通知書に基づく応援物資を受領したときは、応援物資受領書を交付す

るものとする。 
 

（応援終了報告） 

第６条 被災市町村から要請を受けた代表市町村又はこれを代行する市町村は、応援が終了したと

きは、被災市町村に対して、応援終了報告書を送付するものとする。 
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（緊急時における自主的活動） 

第７条 協定第５条により自主的に応援活動を実施する場合においては、被災市町村との連絡確保

に努め、連絡可能となった際は、応援の要否を含め、被災害市町村の指示のもとに行動するもの

とする。 
 

（経費の負担） 

第８条 応援職員等の派遣に要する経費については、応援市町村が定める規定により算定した当該

応援職員等の旅費及び諸手当の額の範囲内とする。 
 

（情報交換） 

第９条 協定第７条の規定に基づく情報は次のとおりとし、変更の都度、協定市町村に報告するも

のとする。 

 （１）連絡担当部局及び通信手段一覧表 

 （２）備蓄物資、資機材一覧表 

 （３）その他応援に必要な情報 

  

（補則） 

第 10 条 この実施細則の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

２ この実施細則に定めのない事項は、その都度、代表市町村の会議で定めることとする。ただし、

当該定めのない事項のうちブロック内のみで決定する事項は、各ブロックの構成市町村の会議に

おいて協議して定める。 

３ 前項ただし書の場合において、ブロック内のみで決定する事項を定めた場合は、他のブロック

の代表市町村に、その都度報告することとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この実施細則は、平成８年４月１目から施行する。 

 

（実行細則の改定） 

２ この実施細則の改正は、代表市町村の会議において決定するものとする 

 

（実施細則の成立） 

３ この実施細則の成立は、県内全市町村長の同意書をもって証する。 

 

附 則 

この実施細則は、平成 24 年１月 25 日から施行する。 
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三遠南信災害時相互応援協定書 

 

愛知県東三河、静岡県遠州及び長野県南信州（以下「三遠南信」という。）に位置する各市町村

（以下「都市」という。）に、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に規定する

災害が発生した場合の相互の応援について、次のとおり協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 この協定は、三遠南信地域内に災害が発生したとき、各都市相互の応援による応急措置等

を円滑に遂行するため、必要な事項について定める。 
 

（組 織） 

第２条 この協定による相互応援を円滑に実施するため、各都市を別表に掲げる６ブロックに区分

し、ブロックごとに代表部市（以下「ブロック代表都市」という。）を置く。 

２ この協定を円滑に運営するため、ブロック代表部市会議を設置する 

３ ブロック代表都市を統括するため、総代都市を置く。 

４ 総代都市を補佐するため、副総代都市を置く。 

５ 総代都市及び副総代都市の選出は、ブロック代表都市の互選により行う。 

６ 総代都市及び副総代都市の任期は２年とする。 

７ この協定の実施に必要な連絡調整を行うため、総代都市の属する都市に事務局を置く。 
 

（応援の要請） 

第３条 災害が発生し、応援を受けようとする都市（以下「被災都市」という。）は、自ブロック代

表都市を通じて総代都市に応援を要請する。ただし、自ブロック代表都市も被災している場合は

総代都市に、総代都市も被災している場合は副総代都市に応援を要請することができる。 

２ 応援を求められた総代都市又は副総代都市は、被災都市及びブロック代表都市と緊密な連絡を

とり、各都市に応援を要請する。 

３ 応援を要請しようとする被災都市は、次に掲げる事項を明らかにし、電話等により応援を要請

することができる。この場合において、被災都市は、必要事項を記載した文書を後日、速やかに

送付しなければならない。 

(1) 被災の状況 

(2) 物資、資機材等の場合にあっては、必要とする物資等の品名、数量等 

(3) 人員応援要請の場合にあっては、必要とする職員の職種及び人数並びに業務内容 

(4) 応援場所及び応援場所への経路 

(5) 応援の期間 

(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 
 

（応援の自主的活動） 

第４条 各都市は、必要があると認めるときは、総代都市の要請前に応援を開始することができる。

ただし、応援を開始したときは、当該応援の内容を自ブロック代表都市を通じて総代都市に報告

しなければならない。 
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２ 災害のうち地震災害が発生した場合は、被災都市以外の都市は各都市の判断で次に掲げる体制

をとることができる。この場合において、前項ただし書の規定を準用する。 

(1) 被災都市で震度６弱を観測した場合 応援の準備体制 

(2) 被災都市で震度６強以上を観測した場合 応援の実施体制 
 

（応援の内容） 

第５条 各都市が行う応援活動は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 被災者の救出・救護、応急復旧等に必要な職員の派遣 

(2)救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材（車輌を含む。）及び物資の提供又は貸

与 

(3)食料、飲料水、生活必需品等の救援物資及びその供給に必要な資機材（車輌を含む。）の提供 

(4)児童生徒その他被災者の一時受入れ 

(5)前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 
 

（応援の経費負担） 

第６条 応援に要した経費は、原則として被災都市の負担とする。ただし、被災都市が当該費用を

支弁することが困難又は適当でないものについては、被災都市及び応援都市が協議して定める。 
 

（連絡担当部局） 

第７条 各都市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が発生したときは、速

やかに情報を相互に交換する。 
 

 （平常時における相互協力） 

第８条 平常時においては、円滑な広域防災相互協力体制を図るため、毎年１回地域防災計画その

他参考資料を相互に交換し、各都市相互の情報の交換、職員等の交流その他防災に関する相互協

力に努める。 
  

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項及び協議の実施に関し必要な事項は、その都度、ブロック代表

都市会議において協議して定める。 
 

（その他） 

第１０条 この協定は、各都市及び各都市の機関が消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 39 条

第 2項の規定により別に締結した相互応援に関する協定及び水防に係る応援に関し締結した協定

に基づく応援を排除するものではない。 
 
附則 

この協定は、平成 17 年 11 月 4 日から効力を生ずる。 

附則 

この協定は、平成 26年 11 月 1 日から効力を生ずる。 

 

 

 



資 料 編 

（ 資料－75 ） 

（別表） 

ブロック名 代表都市 構成都市 

豊 橋 田 原 豊橋市 豊橋市・田原市 

宝 飯 豊川市 豊川市・蒲郡市 

新 城 設 楽 新城市 新城市・設楽町・東栄町・豊根村 

西 遠 浜松市 浜松市・湖西市 

中 遠 磐田市 磐田市・袋井市・森町 

飯 伊 飯田市 

飯田市・松川町・高森町・阿南町・阿智村・平谷村・根

羽村・下條村 売木村・天龍村・泰阜村・喬木村・豊丘

村 大鹿村 
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災害時等の相互応援に関する協定書 

 

 長野県下伊那郡高森町と静岡県御前崎市（以下「両市町」という。）は、災害時等におけ

る相互応援について、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第 1条 この協定は、両市町の区域内において、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。

以下「法」という。）第 2 条第 1 号に規定する災害が発生した場合に、法第 67 条の規定

に基づく応援を円滑に遂行するため、必要な事項を定めるものとする。 

 （応援の種類） 

第 2条 応援の種類は、次のとおりとする。 

  ( 1 ) 食糧、飲料水及び生活必需品並びにこれらの供給に必要な資機材の提供 

( 2 ) 被災者の救出、医療、防疫、施設等の応急復旧等に必要な資機材及び物資 

の提供 

  ( 3 ) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

  ( 4 ) ごみ及びし尿の処理に必要な車両のあっせん 

  ( 5 ) 被災者（災害時要援護者を含む。）を一時受け入れるための施設及び住宅の提供並

びにあっせん 

  ( 6 ) 被災児童、生徒等を一時受け入れるための施設の提供及びあっせん 

  ( 7 ) 医療施設、介護施設等の入所者を一時受け入れるための施設の提供及びあっせん 

 ( 8 ) 救援、救助、応急復旧等に必要な職員の派遣 

  ( 9 ) 前各号に掲げるもののほか、特に必要な事項 

 （応援要請の手続き） 

第 3 条 応援を受けようとする市町は、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により要

請を行い、速やかに災害応援要請書（様式第 1号）を提出するものとする。 

  ( 1 ) 被害の状況 

  ( 2 ) 前条第 1号から第 4号までに掲げる品目の名称、規格及び数量等 

  ( 3 ) 前条第 5号に掲げる被災者の状況及び人員 

  ( 4 ) 前条第 6号及び第 7号に掲げる被災児童、生徒、入所者等の状況及び人員 

  ( 5 ) 前条第 8号に掲げる職員の状況及び人員 

  ( 6 ) 応援を受ける場所及びその経路並びに期間 

  ( 7 ) 前各号に掲げるもののほか、応援を必要とする事項 

 （職員の派遣） 

第 4条 応援のための職員の派遣期間は、原則として 1月未満とする。 

2 応援のための職員を 1 月以上派遣しようとするときは、地方自治法（昭和 22 年法律第

67号）第 252条の 17の規定に基づき別途職員派遣に関する協定を締結するものとする。 



資 料 編 

（ 資料－77 ） 

（応援の実施） 

第 5 条 第 3 条の規定により要請を受けた市町は、可能な限りこれに応ずるように努める

ものとする。 

2 第 3 条の規定にかかわらず、緊急に応援する必要があると認められる場合には、同条の

要請を待たずに応援を行うことができる。この場合において、応援を行う市町は、その

内容について応援を受ける市町へ速やかに連絡するものとする。 

 （応援に要した費用の負担） 

第 6条 応援に要した費用の負担は、原則として応援を受ける市町の負担とする。 

2 派遣職員が公務執行中第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援業務の従事中に生

じたものについては応援を受ける市町、被災市町への往復経路の途中に生じたものにつ

いては応援を行う市町が、それぞれその賠償の責めを負うものとする。 

3 前 2 項の規定により難い場合には、別途協議するものとする。 

 （情報等の交換） 

第 7 条 両市町は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、年 1 回以上定期的に必

要な資料及び情報の交換を行うものとする。  

 （有効期間） 

第 8条 この協定は、両市町のどちらか一方からの申出のない限り継続するものとする。 

 （協議） 

第 9 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関し必要な事項は、その都度両

市町が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の成立を証するため、本協定書 2 通を作成し、両市町それぞれ記名押印の上、

各自その 1通を保有する。 

 

平成２３年９月３０日 

 

                長野県下伊那郡高森町下市田 2183 番地の 1 

 

                   高 森 町 長   熊谷 元尋   ㊞ 

 

 

                静岡県御前崎市池新田 5585 番地 

 

                   御前崎市長   石原 茂雄   ㊞ 
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（ 資料－78 ） 

災害時における相互応援に関する協定書 

 

 （趣旨） 

第 1条 この協定は、高森町、高野町（以下「両町」という。）の区域で災害が発生し、被

災町が単独で応急措置を実施することが困難な場合において、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第 67 条の規定に基づく応援の要請に応じ、両町が相互に応急措置を円

滑かつ迅速に実施するため、基本的な事項を定めるものとする。 

  

（応援の種類） 

第 2条 応援の種類は、次に掲げるものとする。 

  ( 1 ) 応急措置及び応急復旧に必要な資機材、生活物資の斡旋及び提供 

( 2 ) 応急措置及び応急復旧に必要な職員の派遣 

  ( 3 ) ボランティアの斡旋 

  ( 4 ) その他特に要請のあった事項 

 

 （応援要請の手続き） 

第 3 条 応援を要する場合は、別記第 1 号様式によるものとする。ただし、緊急を要する

場合は、電話その他の方法により要請し、事後において速やかに文書を提出するものと

する。 

  ( 1 ) 災害の状況及び応援を要する理由 

  ( 2 ) 前条第 1号に掲げるものの品名、数量等 

  ( 3 ) 前条第 2号に掲げるものの職種別人数 

  ( 4 ) 前条第 3号に掲げるボランティアの活動分野別人数 

  ( 5 ) 応援の場所及び期間 

  ( 6 ) その他必要な事項 

 

（応援の実施） 

第 4 条 前条の規定による要請があったときは、直ちに次に掲げる事項を記載した応援受

諾書（別記第 2号様式）により要請側に回答するものとする。 

( 1 ) 応援可能物資の品目、数量 

( 2 ) 派遣可能な職種別人数 

( 3 ) ボランティアの斡旋人数 

  ( 4 ) 応援の期間 

( 5 ) その他必要な事項 

 

（職員の派遣） 

第 5 条 応援のための職員の派遣期間は、原則として 1 月未満とする。ただし、1 月以上

の派遣に関しては、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 17 の規定に基づき

別途派遣に関する協定を締結するものとする。 

（経費の負担） 

第 6 条 応援に要した経費は、応援を受けた町の負担とする。ただし、応援職員が業務中

又は応援往復途上において起こし、又は受けた死傷事故に伴う治療、補償等に要する経

費については、両町が協議して定めるものとする。 

 

 （連絡責任者） 

第 7条 この協定に基づく適正な事務執行のため、連絡責任者を両町の総務課長とする。 
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（ 資料－79 ） 

  

 （連絡会の開催） 

第 8 条 この協定に基づく応援を円滑に行うため、連絡責任者は必要に応じて連絡会を開

催するものとする。 

 

 （資料の交換） 

第 9 条 協定に基づく物資の提供が円滑に行われるよう、備蓄物資の品目、数量に変更が

生じた場合は、資料を相互に交換するものとする。 

 

（有効期間） 

第 10 条 この協定は、両町の長からの申出のない限り継続するものとする。 

 

（その他） 

第 11 条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項は、その都度、

協議して定めるものとする。 

 

（適用） 

第 12 条 この協定は、平成 20 年 10 月 7 日から適用する。 

 

 

この協定の成立を証するため、両町の長は記名押印の上、各 1通を保有する。 

 

 

平成２０年１０月 ７日 

 

                高 森 町 長   熊谷 元尋   ㊞ 
 
 
                高 野 町 長   後藤 太栄   ㊞ 
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（ 資料－80 ） 

別記第１号様式 

応 援 要 請 書 

（令和  年  月  日時分応援要請） 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を要請します。 

 

記 

 

（１）災害の状況及び要請理由 

 

 

 

 

（２）要請する物資の品名、数量、搬入場所 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 搬入場所 

     

    

    

    

 

（３）職員の派遣に伴う職種別人数 

 

 

（４）ボランティアの活動分野別人数 

 

 

（５）応援の場所及び期間 

 

   場所： 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

要請側の長           ㊞ 
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（ 資料－81 ） 

別記第２号様式 

応 援 受 諾 書 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を受諾します。 

 

記 

 

（１）応援可能物資の品名、数量 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 

    

    

    

    

 

（２）派遣可能な職種別人数 

 

 

 

（３）ボランティアの斡旋人数 

 

 

 

（４）応援の期間 

 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

 

応援側の長           ㊞ 
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（ 資料－82 ） 

災害時における相互応援に関する協定書 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、美馬市、高森町（以下「両市町」という。）の区域で災害が発生

し、被災市町が単独で応急措置を実施することが困難な場合において、災害対策基本

法（昭和36年法律第223号）第67条の規定に基づく応援の要請に応じ、両市町が相互に

応急措置を円滑かつ迅速に実施するため、基本的な事項を定めるものとする。 

 （応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次に掲げるものとする。 

 （1）応急措置及び応急復旧に必要な資機材、生活物資等の斡旋及び提供 

 （2）応急措置及び応急復旧に必要な職員の派遣 

 （3）ボランティアの斡旋 

 （4）その他特に要請のあった事項 

 （応援要請の手続） 

第３条 応援を要請する場合は、次の事項を明らかにして、別記第１号様式により要請

するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により要請し、事

後において速やかに文書を提出するものとする。 

 （1）災害の状況及び応援を要請する理由 

 （2）前条第１号に掲げるものの品名、数量等 

 （3）前条第２号に掲げるものの職種別人数 

 （4）前条第３号に掲げるボランティアの活動分野別人数 

 （5）応援の場所及び期間 

 （6）その他必要な事項 

 （応援の実施） 

第４条 前条の規定による要請があったときは、直ちに次に掲げる事項を記載した応援

受諾書（別記第２号様式）により要請側に回答するものとする。 

（1）応援可能物資の品目、数量 

 （2）派遣可能な職種別人数 

 （3）ボランティアの斡旋人数 

 （4）応援の期間 

 （5）その他必要な事項 

 （職員の派遣） 

第５条 応援のための職員の派遣期間は、原則として１月未満とする。ただし、１月以

上の派遣に関しては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の17の規定に基づき

用途派遣に関する協定を締結するものとする。 
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（経費の負担） 

第６条  応援に要した経費は、応援を受けた市町の負担とする。ただし、これによりが

たい特別の事情がある場合は、両市町が協議して定めるものとする。 

２ 応援職員が業務中又は応援往復途上において負傷、疾病又は死亡した場合におけ

る公務災害補償等に要する経費は、応援市町の負担とする。 

 （連絡責任者） 

第７条 この協定に基づく適正な事務執行のため、連絡責任者を美馬市総務課長、高森

町総務課長とする。 

 （連絡会の開催） 

第８条 この協定に基づく応援を円滑に行うため、連絡責任者は必要に応じて連絡会を

開催するものとする。 

 （資料の交換） 

第９条 協定に基づく物資の提供が円滑に行われるよう、備蓄物資の品目、数量に変更

が生じた場合は、資料を相互に交換するものとする。 

 （有効期間） 

第10条 この協定は、両市町の長からの申出のない限り継続するものとする。 

 （その他） 

第11条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項は、その都度、

協議して定める。 

 （適用） 

第12条 この協定は、平成２３年 ７月 ７日から適用する。 

 

 

   この協定の成立を証するため、両市町の長は記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

平成２３年 ７月 ７日 

 

 

徳 島 県 美 馬 市 長  牧 田 久  ㊞ 

 

 

長野県下伊那郡高森町長  熊 谷 元 尋  ㊞ 
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別記第１号様式 

応 援 要 請 書 

（令和  年  月  日時分応援要請） 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を要請します。 

 

記 

 

（１）災害の状況及び要請理由 

 

 

 

 

（２）要請する物資の品名、数量、搬入場所 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 搬入場所 

     

    

    

    

 

（３）職員の派遣に伴う職種別人数 

 

 

（４）ボランティアの活動分野別人数 

 

 

（５）応援の場所及び期間 

 

   場所： 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

要請側の長           ㊞ 
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（ 資料－85 ） 

別記第２号様式 

応 援 受 諾 書 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を受諾します。 

 

記 

 

（１）応援可能物資の品名、数量 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 

    

    

    

    

 

（２）派遣可能な職種別人数 

 

 

 

（３）ボランティアの斡旋人数 

 

 

 

（４）応援の期間 

 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

 

応援側の長           ㊞ 
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災害時における相互応援に関する協定書 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、熊本県高森町、長野県高森町（以下「両町」という。）の区域で災

害が発生し、被災町が単独で応急措置を実施することが困難な場合において、災害対

策基本法（昭和36年法律第223号）第67条の規定に基づく応援の要請に応じ、両町が相

互に応急措置を円滑かつ迅速に実施するため、基本的な事項を定めるものとする。 

 （応援の種類） 

第２条 応援の種類は、次に掲げるものとする。 

 （1）応急措置及び応急復旧に必要な資機材、生活物資等の斡旋及び提供 

 （2）応急措置及び応急復旧に必要な職員の派遣 

 （3）ボランティアの斡旋 

 （4）その他特に要請のあった事項 

 （応援要請の手続） 

第３条 応援を要請する場合は、次の事項を明らかにして、別記第１号様式により要請

するものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話その他の方法により要請し、事

後において速やかに文書を提出するものとする。 

 （1）災害の状況及び応援を要請する理由 

 （2）前条第１号に掲げるものの品名、数量等 

 （3）前条第２号に掲げるものの職種別人数 

 （4）前条第３号に掲げるボランティアの活動分野別人数 

 （5）応援の場所及び期間 

 （6）その他必要な事項 

 （応援の実施） 

第４条 前条の規定による要請があったときは、直ちに次に掲げる事項を記載した応援

受諾書（別記第２号様式）により要請側に回答するものとする。 

（1）応援可能物資の品目、数量 

 （2）派遣可能な職種別人数 

 （3）ボランティアの斡旋人数 

 （4）応援の期間 

 （5）その他必要な事項 

 （職員の派遣） 

第５条 応援のための職員の派遣期間は、原則として１月未満とする。ただし、１月以

上の派遣に関しては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の17の規定に基づき

用途派遣に関する協定を締結するものとする。 
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（ 資料－87 ） 

（経費の負担） 

第６条  応援に要した経費は、応援を受けた町の負担とする。ただし、これによりがた

い特別の事情がある場合は、両町が協議して定めるものとする。 

２ 応援職員が業務中又は応援往復途上において負傷、疾病又は死亡した場合におけ

る公務災害補償等に要する経費は、応援町の負担とする。 

 （連絡責任者） 

第７条 この協定に基づく適正な事務執行のため、連絡責任者を熊本県高森町総務課長、

長野県高森町総務課長とする。 

 （連絡会の開催） 

第８条 この協定に基づく応援を円滑に行うため、連絡責任者は必要に応じて連絡会を

開催するものとする。 

 （資料の交換） 

第９条 協定に基づく物資の提供が円滑に行われるよう、備蓄物資の品目、数量に変更

が生じた場合は、資料を相互に交換するものとする。 

 （有効期間） 

第10条 この協定は、両町の長からの申出のない限り継続するものとする。 

 （その他） 

第11条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項は、その都度、

協議して定める。 

 （適用） 

第12条 この協定は、平成２５年 ４月 １日から適用する。 

 

 

   この協定の成立を証するため、両市町の長は記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

 平成２５年 ４月 １日 

 

 

熊本県阿蘇郡高森町長  草 村 大 成  ㊞ 

 

 

長野県下伊那郡高森町長  熊 谷 元 尋  ㊞ 
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（ 資料－88 ） 

別記第１号様式 

応 援 要 請 書 

（令和  年  月  日時分応援要請） 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を要請します。 

 

記 

 

（１）災害の状況及び要請理由 

 

 

 

 

（２）要請する物資の品名、数量、搬入場所 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 搬入場所 

     

    

    

    

 

（３）職員の派遣に伴う職種別人数 

 

 

（４）ボランティアの活動分野別人数 

 

 

（５）応援の場所及び期間 

 

   場所： 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

要請側の長           ㊞ 
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別記第２号様式 

応 援 受 諾 書 

 

「災害時における相互応援に関する協定書」に基づき、下記のとおり応援を受諾します。 

 

記 

 

（１）応援可能物資の品名、数量 

 

物資の品名 物資の数量 物資の品名 物資の数量 

    

    

    

    

 

（２）派遣可能な職種別人数 

 

 

 

（３）ボランティアの斡旋人数 

 

 

 

（４）応援の期間 

 

   期間：   令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日まで 

 

 

（６）その他必要な事項 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

           様 

 

 

応援側の長           ㊞ 
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災害時における飯伊 18市町村と飯田郵便局並びに 
飯田市・下伊那郡特定郵便局との相互応援協定書 

 
飯伊広域行政組合長田中秀典（以下「甲」という。）、飯田郵便局長菅沼進（以下「乙」という。）

及び飯田市・下伊那群地域特定郵便局代表竜江郵便局長嶋岡史農夫（以下「丙」という。）とは、飯

伊地域における災害時において、飯伊地域防災アセスメント及び各市町村地域防災計画に基づいて

く飯田市及び下伊那地域の郵便局が相互に他力して必要な応急対策等を円滑に遂行するため、次の

とおり協定を締結する。 

 

（用語の定義） 

第 1 条 この協定において、「災害」とは災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第 1号

に規定する災害をいう。 

 

（協力の協定） 

第２条 甲、乙及び丙は、飯伊地域に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互

に協力要請することができる。 

(1) 乙、及び丙は、災害救助法適用時における郵便、為替貯金及び簡易保険事業に係わる防災関

係機関の処置すべき事務または、業務として次の業務を実施するものとする。 

① 郵便貯金の預金者に対する非常払い戻しに関すること。 

② 簡易保険、郵便年金の披災契約者に対する非常貸付に関すること。 

③ 災者に対する簡易保険、郵便年金積立金の融資に関すること。 

④ 災害時における郵便はがき無償交付及び郵便の輸送確保に関すること。 

⑤ 被災者に対し焼失、紛失した重要書類等の再発行に関すること。 

(2) 甲、乙又は丙が自己のネットワークにより収集した被災住民等の避難先及び被災状況等の

情報の相互提供に関すること。 

(3) 甲、乙又は丙が所有し、又は管理する施設及び用地の避難場所、物資集積場所等としての提

供に関すること。 

(4) 避難場所における臨時の郵便差出箱の設置に関すること。 

(5) 災害時における各地区自主防災組織等の支援に関すること。 

(6) 被災住民に対する支援に関すること。 

(7) 被災弱者等の捜索に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、必要と認められる協力要請に関すること。 

 

（平常時における相互間地力） 

第３条 平常時においては、円滑な広域防災相互間の協力体制を図るため、次の事項について努め

るものとする。 

(1) 自主防災会組織・住民等との交流。 

(2) 防災訓練への参加。 

(3) 相互の防災計画・防災関係資料等について提供を行い常に情報の交換に努める。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、必変と認められる事項。 

 

（経費の負担） 

第４条 前節２条に規定する経費については、法令その他に特段の定めがあるものを除き、それぞ

れ要請したものが適正な方法で算出した金額を負担するものとする。 
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（応援協力要請の手続） 

第５条 甲、乙及び丙は、電話等により応援協力を要請し、内容について後日応援協力要請書を提

供する。 

 

（連絡責任者） 

第６条 この協定に関する連続責仕者は甲、乙及び丙それぞれ次のとおりとする。 

(1) 「甲」飯田市総務部交通防災都長 

(2) 「乙」飯田郵便局総務課長 

(3) 「丙」飯田知久町郵便局長（特定郵便局長業務推進連絡会南信南連絡会情報化理事） 

 

（効力の発生） 

第７条 この協定は、平成 9年 9月 1日から効力を生じるものとする。 

 

（協  議） 

第８条 この協定に定めのない事項及び覚書の実施に関し疑義が生じたときは、三者が協議して決

定する。 

 

この協定の締結を証するため、本書 4 通を作成し、甲、乙、丙及び立会人が署名押印の上、

各自その 1 通を保有する。 

 

     平成 9年 8月 25 日 

 

「甲」 飯伊広域行政組合長  田 中 秀 典 印 

「乙」 飯田郵便局長     菅 沼   進 印 

「丙」 飯田市・下伊那郡地域特定郵便局代表 

竜江郵便局長    嶋 岡 史農夫 印 

立会人 下伊那郡町村会長   近 藤 和 夫 印 
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災害時の医療救護についての協定書 
 

高森町長 吉川 貢（以下「甲」という。）と、飯伊地区包括医療協議会長 蟹江孝之（以下「乙」

という。）、飯田医師会長 唐沢弘文、飯田下伊那歯科医師会長 加藤 進及び飯田下伊那薬剤師会

長 遠山逸雄（以下「丙」という。）とは、災害時の医療救護について次のとおり協定を締結する。 

 

（総 則） 

第１条 この協定書は高森町地域防災計画〈以下「防災計画」と言う。）に基づき、甲が行う医療救

護に対する乙及び丙の協力に関し、必要な事項を定める。 

 

（医療救護計画） 

第２条 乙及び丙は、医療救護活動の円滑な実施を図るため、医療救護計画を策定し、これを甲に

提出するものとする。 

２ 前項の医療救護計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 医療救護班及び医療班（以下「医療救護班等」という。）の構成 

(2) 医療救護班等の活動計画 

(3) 関係機関との通信連絡計画 

(4) 指揮系統 

(5) 医薬品、医療資機材等の備蓄 

(6) 訓練計画 

(7) その他必要な事項 

 

（医療救護班の派遣） 

第３条 甲は、防災計画に基づき、必要に応じて、乙に医療救護班等の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、医療救獲計画に基づき、医療救護班等を派遣するものとす

る。 

３ 緊急やむを得ない事情により、甲の要請を受ける時間のない場合には、乙は、医療救護班等を

派遣した後、速やかに甲に報告しその承認を受ける。 

 

（医療救護班等に対する指揮） 

第４条 医療救護活動の総合調整を図るため、甲が行う乙の派遣する医療救譲班等に対する指揮は、

乙を通じて行う。 

 

（医療救護班等の業務） 

第５条 乙が派遣する医療救護班等は、甲が避難場所及び災害現場等に設置する救護所において医

療救護を行う。 

２ 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1) 負傷程度の判定 

(2) 負傷者の搬送順位及び搬送先の決定 

(3) 救急処置の実施 

(4) 救護活動の記録 

(5) 死体の検案 

(6) その他必要な事項 

  

（医療救護班等の輸送） 

第６条 甲は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護班等の輸送について必要な措置を

とるものとする。 
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（医薬品等の供給） 

第７条 乙が派遣する医療救護班等が使用する医薬品等は、当該医療救護班等が携行するもののほ

か、甲が供給するものとする。 

 

 （収容医療機関の決定） 

第８条 乙及び丙は、甲が収容医療機関を指定する際には、これに協力するものとする。 

 

 （医療費等） 

第９条 救護所における医療費・調剤費は無料とする。 

２ 収容医療機関における医療費・調剤費は、原則として患者負担とする。 

 

 （訓 練） 

第 10 条 乙及び丙は、甲から要請があった場合は、甲が実施する訓練に参加するものとする。 

 

（費用弁償等） 

第 11 条 甲の要請に基づき乙が医療救護を実施した場合に要する次の費用は、甲が負担するもの

とする。 

(1) 医療救護班等の派遣に要する費用 

(2) 医療救護班等が携行した医薬品等を使用した場合の実費 

(3) 医療救護班等が医療救護活動において負傷し、疾病にかかりまたは死亡した場合の扶助費 

２ 前項に定める費用の額については、別に定める。 

 

（細 目） 

第 12 条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定める。 

 

（協 議） 

第 13 条 前各条に定めのない事項及びこの協定の実施にあたって疑義を生じた場合は、甲、乙及

び丙が協議のうえ定める。 

 

（有効期間） 

第 14 条 この協定書の有効期間（以下「協定期間」という。）は、平成 15 年 11 月 1 日から平成 16

年 10 月 31 日までとする。 

２ 前項の協定期間の満了する 1 カ月前までに、甲、乙又は丙から何らかの申し出がない場合は、期間

満了の日の翌日から更に 1 年間延長され、以後同様とする。 

 

この協定の綿結を証するため、本書 6通を作成し、甲、乙、丙及び立合い人がそれぞれ記名

押印のうえ、各自 1通を保有する。 

 

平成 15年 11 月 1 日 

 

     甲   高 森 町 長  吉 川   貢 

     乙   飯伊地区包括医療協議会長  蟹 江 孝 之 

     丙   飯 田 医 師 会 長  唐 沢 弘 文 

     丙   飯田下伊那歯科医師会長  加 藤   進 

     丙   飯田下伊那薬剤師会長  遠 山 逸 雄 

立合人 南 信 州 広 域 連 合 長  田 中 秀 典 
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医療救護活動実施細目 

  

平成 15 年 11 月 1 日付をもって締結した「災害時の医療救護についての協定書（以下「協定書」

という。）」第 12条の規定に基づき、実施細目を次のとおり定める。 

 

（要 請） 

第１条 要請は、災害発生場所、目時及び概要を明らかにし、的確かつ迅速に行うものとする。 

 

（医療教護計画の承認） 

第２条 甲は、乙及び丙から提出された医療救護計画を適当と認めるときは、速やかに承認するも

のとする。 

 

（医療教護組織） 

第３条 医療教護組繊は、飯伊地区包括医療協議会に設置した医療救護班等及び丙に所属する医療

機関により組織する。 

２ 医療教護班は、医師１名、看護師２名を標準とし、必要がある場合は、保健師、助産師等を加える

ことができる。 

 

（救護所設置の特例） 

第４条 甲は、避難場所及び災害現場等に設置する教護所のはか、必要と認めたときは、甲が指定

した収容医療機関に救護所を設置することができる。 

２ 前項の収容医療機関のほか、甲が必要と認めた場合は、その他の医療機関にも救護所を設置するこ

とができる。 

 

（実施報告） 

第５条 乙は、協定書第３条の規定に基づき医療救護班及び医療班（以下「医療救護班等」という。）

を派遣したときは、医療救護活動終了後、実施報告書（様式第１号）を甲に提出するものとする。 

 

（医療教護班等の費用、扶助費の請求） 

第６条 乙は、協定書第 11 条第１項に定める費用弁償等の請求をする場合には、次の各号に定め

る書類を漆付して、甲に提出するものとする。 

(1) 医療救護班派遣に要する経費 

    実費弁償請求書（様式第２号） 

    医療救護班員等名簿（様式第３号） 

(2) 医療教護班等が携行し使用した医薬品等 

 請求書（様式第４号） 

 救助の種目別物資受払状況（様式第５号） 

 医療教護班等活動状況（様式第６号） 

 収容施設（病院・診療所）医療実施状況（様式第７号） 

 助産台帳（様式第８号） 

(3) 医療教護班等が、医療教護活動において負傷し、疾病にかかり又は死亡した場合 

扶助金支給申請書（様式第９号） 

 

（費用等の額） 

第７条 協定書第 11 条第 2 項に定める費用は、災害救助法施行細則（昭和 34 年長野県規則第３

号）の規定による。 
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（救護所となった医療機関における費用弁償の請求） 

第８条 第 4条第 1項及び第 2項に定める医療機関が費用弁償の請求をする場合には、第 5条及び

第 6条に規定する書類を甲に提出するものとする。 

 

（費用等の支払） 

第９条 甲は、第 6条及び第 8条に定める費用弁償等について乙から請求を受理した場合は、その

受理した日から 30 日以内に支払うものとする。 

 

本実施細目 6通を作成し、甲、乙、丙及び立会人がそれぞれ記名押印のうえ、各自 1通を

保有する。 

 

平成 15年 11 月 1 日 

 

     甲   高 森 町 長  吉 川   貢 

     乙   飯伊地区包括医療協議会長  蟹 江 孝 之 

     丙   飯 田 医 師 会 長  唐 沢 弘 文 

     丙   飯田下伊那歯科医師会長  加 藤   進 

     丙   飯田下伊那薬剤師会長  遠 山 逸 雄 

立合人 南 信 州 広 域 連 合 長  田 中 秀 典 
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【応急仮設住宅建設候補地一覧】 

 

建設候補地 
敷地面積 

（㎡） 

応急仮設住宅等 

建設可能面積 

（㎡） 

建設可能戸数（戸） 
公有

地・民

有地 

の別 
名称 住所 

100 ㎡／

戸 
70 ㎡／戸 

天白グランド 

高森町牛牧 

2875-77 

（他 1筆） 

6,109.00 6,109.00 61 87 
市町村 

有地 

山吹ホタルパ

ーク 

高森町山吹 

4541 

（他 7筆） 

6,311.00 6,311.00 63 90 
市町村 

有地 

町民グランド 

高森町下市田 

2324 

（他 4筆） 

12,048.00 12,048.00 120 172 
市町村 

有地 

山吹公園 

高森町山吹 

3630-3 

（他 1筆） 

2,994.00 2,994.00 29 42 
市町村 

有地 

丸山公園 

高森町山吹 

431-19 

（他 3筆） 

2,044.00 2,044.00 20 29 
市町村 

有地 

下水道終末 

処理場東 

高森町下市田 

3925-1 

（他 1筆） 

2,900.00 2,900.00 29 41 
市町村 

有地 

下市田区民 

会館東広場 

高森町下市田 

1023 

（他 5筆） 

4,121.00 4,121.00 41 58 
市町村 

有地 

吉田神社南 

防災広場 

高森町吉田 

1319-1 

（他 2筆） 

2,303.00 2,303.00 23 32 
市町村 

有地 

龍の里会館 

東 

高森町山吹 

5941-1 

(他 3 筆) 

3,491.00 3,491.00 34 49 
市町村 

有地 

天白公園 

高森町牛牧 

2721-1 

（他 1筆） 

1,690.00 1,690.00 16 24 
市町村 

有地 

中央公園 

高森町下市田 

2151-6 

（他 1筆） 

1,500.00 1,500.00 15 21 
市町村 

有地 
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【様 式】 

様式第１号（概況速報） 

（表１） 

 概 況 速 報 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時  

報 告 の 時 限  発 受 信 時 刻  

発 信 者 （ ） 受 信 者 （ ） 

 

被 害 の 種 別 
被 害 状 況 

被害地域または場所 災 害 の 状 況 

人的・住家関係 

  

  

  

  

農 業 関 係 
  

林 業 関 係 
 

 

 

公共土木施設関係 

 

 

 

 

 

 

鉄道 

通信 

電力 

水道 

  

  

そ の 他 
 

 

 

応急対策等の 

活動状況 

消防職員・消防団

員の出動状況等 

  

 

施設関係 
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様式第２号（人的及び住家の被害） 

（表２） 

人的及び住家の被害状況報告（発生・中間・確定） 

災 害 の 名 称  災害発生の日時    月  日  時 

災害発生の場所  

災害報告の時限 月  日  時 現在 
発 信 機 関 及 び 

発 信 担 当 者 
 

人

的

被

害 

死 者 人 災
害
の
概
況 

 行方不明者 人 

負

傷

者 

重 傷 人 

軽 傷 人 の

原

因 

災

害

発

生 

 小 計 人 

計 人 

住

家

の

被

害 

全 壊 ・ 全 焼 

又 は 流 出 

棟 棟 の

状

況 

救

済

措

置 

 世帯 世帯 

人員 人 

半 壊 又 は 半 焼 

棟 棟 適
用
の
見
込
み 

災
害
救
助
法 

 世帯 世帯 

人員 人 

一 部 破 損 

棟 棟 災
害
対
策
本
部 

名称  

世帯 世帯 設置 月  日  時  分  

人員 人 廃止 月  日  時  分  

床 上 浸 水 

棟 棟 活
動
の
状
況 

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア 

 世帯 世帯 

人員 人 

床 下 浸 水 

棟 棟 
そ

の

他 

消防職員出動延人員 人  

世帯 世帯 消防団員出動延人員 人  

人員 人 
 

非住家の被害（全・半壊） 棟 

注）１ 「人的被害」欄の「負傷者・重傷」とは、一月以上の治療を要する見込みのものとし、「軽傷」とは、一月未満

で治療できる見込みのものとする。なお、その区分が不明な場合は『調査中』と記載し、負傷者の合計数を「小

計」に記載すること。 

２ 「住家の被害」欄の「一部破損」とは、住家の損壊程度が、半壊に達しない程度のものとすること。 

３ 「住家の被害」欄の「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したもの及び全壊、半壊には該当しないが、土

砂竹木のたい積により一時的に居住することができないものとすること。 

４ 「住家の被害」欄の「床下浸水」とは、住家が床上浸水に達しない程度のものとすること。 

５ 「住家の被害」欄の「棟」とは、一つの独立した建物をいう。なお、主屋に付着している風呂場、便所等は、

主屋に含めて１棟とするが、二つ以上の棟が渡り廊下で接続している場合には２棟とすること。 

６ 「住家の被害」欄の各被害欄中、棟、世帯、人員欄のいずれかに記載がある場合で、記載された欄以外が不明

な場合は『調査中』と記載すること。 

７ 「災害対策本部」欄には、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 228 号）第 23 条の規定により設置した災害対

策本部について記載すること。 

８ 「ボランティア活動の状況」欄には、ボランティアセンター設置状況（設置の有無及び設置場所等）、ボラン

ティアの活動状況（受入の有無、派遣の有無等）、その他関連事項を記載すること。 

地域振興局 

市 町 村 
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様式第２－１号（高齢者等避難・避難指示等 避難状況報告） 

（表２の１） 

災 害 の 名 称  災害発生日時 月  日  時 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 信 時 刻 月  日  時 

発 信 者  

高齢者等避難・避難指示の状況 避難場所等の状況 

発 令 日 時 

及 び

高齢者等避

難、避難指

示の別 

地 区 名 世 帯 数 人 員 避難場所名 
設 置 

地 区 名 

入 所 

世 帯 数 

入 所 

人 員 

  

     

 

合計     合計     
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様式第３号（社会福祉施設被害） 

（表３の１） 

     

災害の名称  災 害 発 生 日 時 年 月 日 時 

災 害 

発 生 場 所 

 

報告の時限 月  日  時現在 発受信時刻 日  時  分 

発信者 （  ） 受信者 （  ） 

施 設 の 種 類 施設名 

被 害 

全 壊 流 失 半 壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 

棟
数 

被害額 

(千円) 

棟
数 

被害額 

(千円) 

棟
数 

被害額 

(千円) 

棟
数 

被害額 

（千円） 

棟
数 

被害額 

（千円） 

棟
数 

被害額 

（千円） 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

計              

被 害 額 計 （千円） 

 

社会福祉施設被害状況報告 
中間 

確定 
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様式第５号（農業関係被害） 

（表５の１） 

災
害
名 

 発生日時 月 日 時 分～ 日 時 分 発信日時 月 日 時 分 

発信機関 
(発信者) 

 受信機関 
(受信者) 

 

 

区
分 

 
 

項
目 

作 物 名 
被害額 30％未満 被害率 30％以上 合 計 主な被害地区及び 

被害農作物の種類等 面 積 減収量 面 積 減収量 面 積 減収量 被害金額 

生

産

物

被

害 

水 稲         

麦･雑穀･豆類        

果 樹        

野 菜        

花 き        

特 用 作 物        

桑        

そ の 他        

小 計        

樹
体
被
害 

果 樹         

その他( )        

小 計        

計         

 

区
分 

項
目 

施 設 名 
園 芸 関 係 そ の 他 合 計 

件数 面積(㎡) 被害金額 件数 面積(㎡) 被害金額 件数 面積(㎡) 被害金額 

施 
設 

関 

係 

建 物          

温室(ガラス張)          

プラスチックハウス          

構 築 物          

計          

 

区
分 項

目 

種 類 名 被 害 量 被 害 金 額 主な被害地区名 主な被害品目名 

そ

の

他 

家 畜     

畜 産 物      

水産物（寒天含む）     

加工品貯蔵品等     

蚕 繭     

計     

被害者農業者（家）数 戸 特別被害農業(家)数 戸  
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（表５の３）                               

農 業 関 係 被 害 報 告 （ 中 間 ・ 確 定 ） 

災 害 の 名 称   
 災 害 発 生 日 時 年   月   日   時    

報 告 日 時 月   日   時現在  

 

地域の別 

区分 

 
計 

    

農

作

物 

水 稲 

被 害 面 積（ha）      

うち 30％以上（ha）      

減 収 量（t）      

そ の 他 の 

農 作 物 

被 害 面 積（ha）      

うち 30％以上（ha）      

減 収 量（t）      

（種類：                                ） 

樹 体 被 害 

被 害 面 積（ha）      

被 害 額（千円）      

（種類：                                ） 

計 
被 害 面 積（ha）      

被 害 額(千円)      

施

設 

建 物      

温 室 （ ガ ラ ス 張 ）      

プ ラ ス チ ッ ク ハ ウ ス      

構 築 物      

計 

件 数（件）      

被 害 額（千円）      

畜

産

物

用 

畜 産 物（     ）      

蚕 繭（     ）      

そ の 他（     ）      

計 被 害 額 （ 千 円 ）      

農
地･

農
業
用
施
設 

農 地 
被 害 か 所 数      

被 害 面 積 （ h a ）      

農業用施設 被 害 か 所 数      

計 
被 害 か 所 数      

被 害 額 （ 千 円 ）      

被 害 額 総 計（千円）      

被 害 農 業 者（家） 数（戸）      
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様式第６号（林業関係被害） 

（表６の１） 

林業関係被害状況報告（速報・中間・確定） 

災害の名称 

 災害発生日時  月  日 

報 告 日 時  月  日  時現在 

内容 

 

地域 

治山(林地崩壊) 治山施設 林 道 その他 
被害総計 

千円 箇所 
面積 

ha 

被害額 

千円 
箇所 

被害額 

千円 
路線 箇所 

延長 

ｍ 

被害額 

千円 

被害額 

千円 

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

             

摘 要 

 前 回 ( / ) ま で の 計  

今 回 報 告 に よ る 計  

差 引  
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様式 治山１ 

災 害 報 告 
      地域振興局           報    月    日    時    分現在 

 市・郡 町・村 大字 字名（地すべり防止区域名） 

ふりがな 

場所 
    

発生日時  令和    年    月    日    時    分 

原因 

異常気象名  観測所名  

連続雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

最大 24 時間雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

最大時間雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

その他  

規
模 

斜面の高さ     ｍ 概略平面図（別途添付でも良い） 概略縦断図（別途添付でも良い） 

拡大の見込  

長さ  ｍ 幅   ｍ 

面積  ｍ3 勾配  度 

崩壊又は流出土砂量 ｍ2 

その他  

保
全
対
象 

人家戸数     戸 

公的建物 
種別 

    棟 

道路 
種別 

    ｍ 

災害時要援護者施設     戸 

その他  

被
災
状
況 

人的被害 死者     名、  行方不明者     名、  負傷者     名 

物
的
被
害 

人
家 

住家：全壊   戸、半壊   戸、一部損壊   戸、床上浸水   戸、床下浸水   戸 

非住家：全壊   戸、半壊   戸、一部損壊   戸、床上浸水   戸、床下浸水   戸 

公 的 建 物 被 害  

公 共 土 木 施 設 被 害  

災害時要援護者施設被害  

そ の 他  

避難状況（集落名、種類（高齢者等避難・避難指示・自主）、世帯数、人数、避難場所、高齢者等避難や避難指示
の発令時刻など）、対応状況（どこがどのような対応（工事、監視等）を実施した or する予定か） 

 

 

関係法令等 

保安林  種類： 指定年： 

地すべり防止区域  所管： 指定年： 

山地災害危険地区  種類： ランク： 

砂 防 指 定 地  土砂災害（特別）警戒区域  

急傾斜崩壊危険区域  その他  

備考 
 

その他 

新聞報道等 地域防災体制の有無 
 

避難訓練の有無 防災無線等の有無 

面積 
     ha 

被害額 
    千円 

対応予定事業 対応予定年度 
送信者 
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様式 治山２ 

          災 害 報 告（土石流、土砂流出） 
       地域振興局          報    月    日    時    分現在 

 市・郡 町・村 大字 字名 

ふりがな 

場所 
    

ふりがな    

河川名 川水系 川 川（沢） 

発生日時  令和    年    月    日    時    分 

原因 

異常気象名  観測所名  

連続雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

最大 24 時間雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

最大時間雨量 ｍｍ   月  日  時～  月  日  時 

その他  

規
模 

土砂の流出形態 ｍ 

保
全
対
象 

人 家 戸 数 戸 概略平面図（別途添付でも良い） 

渓流流域面積 ha 
公 的 建 物 

種別 

荒廃渓流長さ ｍ 棟 

荒 廃 渓 流 幅 ｍ 
道 路 

種別 

荒 廃 面 積  ha ｍ 

渓 床 勾 配 ％ 災害時要援護者施設 戸 

最大粒径（渓床内） ｍ そ の 他  

最大粒径（氾濫区域内） ｍ 
既
設 

治 山 ダ ム 個 

氾 濫 面 積 ｍ2 砂 防 ダ ム 基 

流 出 土 砂 量 ｍ3 そ の 他  

被
災
状
況 

人的被害 死者     名、  行方不明者     名、  負傷者     名 

物
的
被
害 

人
家 

住家：全壊   戸、半壊   戸、一部損壊   戸、床上浸水   戸、床下浸水   戸 

非住家：全壊   戸、半壊   戸、一部損壊   戸、床上浸水   戸、床下浸水   戸 

公 的 建 物 被 害  

公 共 土 木 施 設 被 害  

災害時要援護者施設被害  

そ の 他  

避難状況（集落名、種類（高齢者等避難・避難指示・自主）、世帯数、人数、避難場所、高齢者等避難や避難指示
の発令時刻など）、対応状況（どこがどのような対応（工事、監視等）を実施した or する予定か） 

 

 

関係法令等 

保安林  種類： 指定年： 

地すべり防止区域  所管： 指定年： 

山地災害危険地区  種類： ランク： 

砂 防 指 定 地  土砂災害（特別）警戒区域  

急傾斜崩壊危険区域  その他  

備考 
 

その他 

新聞報道等 地域防災体制の有無 
 

避難訓練の有無 防災無線等の有無 

面積 
    ha 

被害額 
    千円 

対応予定事業 対応予定年度 
送信者 
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様式 治山３ 

      災 害 報 告（林野火災） 
       地域振興局          報    月    日    時    分現在 

 市・郡 町・村 大字 字名 

ふりがな 

場所 
    

発生日時  令和    年    月    日    時    分 

鎮火日時  令和    年    月    日    時    分 

発生原因  

気象状況  

観測所名   気温    ° 湿度    ％ 

火災発生時の 

予報及び警報 
 

その他の気象概要  

規
模 

森林消失面積 ha 

保
全
対
象 

人 家 戸 数 戸 概略平面図（別途添付でも良い） 

森林外消失面積 ｍ2 
公 的 建 物 

種別 

渓 床 勾 配 ％ 棟 

斜 面 勾 配 度 
道 路 

種別 

主 要 樹 種  ｍ 

樹 齢  災害時要援護者施設 戸 

密 度  そ の 他  

下 層 植 生 
 

 既
設 

山 腹 工 箇所 

治 山 ダ ム 個 

侵食・崩壊等 

の 可 能 性 

 砂 防 ダ ム 基 

そ の 他  

被
災
状
況 

人的被害 死者     名、  行方不明者     名、  負傷者     名 

物
的
被
害 

人
家 

住家：全壊   戸、半焼   戸、部分焼   戸 

非住家：全壊   戸、半焼   戸、部分焼   戸 

公 的 建 物 被 害  

公 共 土 木 施 設 被 害  

災害時要援護者施設被害  

そ の 他  

避難状況（集落名、種類（高齢者等避難・避難指示・自主）、世帯数、人数、避難場所、高齢者等避難や避難指示
の発令時刻など）、対応状況（どこがどのような対応（工事、監視等）を実施した or する予定か） 

 

 

関係法令等 

保安林  種類： 指定年： 

地すべり防止区域  所管： 指定年： 

山地災害危険地区  種類： ランク： 

砂 防 指 定 地  土砂災害（特別）警戒区域  

急傾斜崩壊危険区域  その他  

備考 
 

その他 

新聞報道等 地域防災体制の有無 
 

避難訓練の有無 防災無線等の有無 

面積 
    ha 

被害額 
    千円 

対応予定事業 対応予定年度 
送信者 
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葉中

被災地の状況： 地区

地区

山腹 被害額 山腹 被害額 面積 被害額 面積 被害額 面積 被害額 面積 被害額 被害額

延長
km

面積
ha

ha 千円
延長
km

面積
ha

ha 千円 ha 千円 ha 千円 ha 千円 ha 千円 千円

入家戸耕地ha
国道km　等

計

市町村名

最大1h 雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

：

：

保  安  林　　　 箇所、急  傾  斜  地　　　   箇所、山地災害危険地　　 　  箇所

砂防指定地　　　 箇所、地すべり指定地　　　　 箇所、普  通  林  地　     　箇所

最大1h 雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大1h 雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

送信者氏名

受信者氏名
受送信

月　　日　　時　　分

月　　日　　時　　分

最大1h 雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大1h 雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大1h 雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大1h 雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

連 続 雨 量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

市町村名 雨　　　　　量 雨　　　　　量観測所名 市町村名

最大24h雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大1h 雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

降水量調べ

被害発生
　　市町村毎
　最低１箇所

連 続 雨 量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

最大24h雨量　　　　ｍｍ　　/　　　：　　～　　/　　　：　　

観測所名

月　　　日　　　　時

月　　　日　　　　時

（表６の２）

平成　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分現在速報第　　　　　　報・概況・確定　　　　　　　　　　　　地方事務所

市町村の対応： 避 難 勧 告

避 難 指 示

月　　　日　　　　時災 害 名

発 生 月 日

２．林地被害状況

治山施設被害状況

１．概況

備考
（被災状況）

復旧計画
復旧計画

（公共県単
別）

公共計

箇
所
数

復旧計画は谷止工　個、山腹工　ha等と記入
施設災害は工種と公共、県単別、年度を記入

災対本部設置

字名

左欄のうち災害関連計画箇所 県単 治山施設

箇
所
数

箇
所
数

箇
所
数

字名

箇
所
数

発
生
月
日

崩
壊
種
別

市町村
名

新生崩壊・地すべり被害状況 拡大崩壊・地すべり被害状況 計

渓流 渓流

地域振興局 
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（表６の４） 

（１）林産物被害 

区 分 

農 林 業 者 そ の 他 
合計 森林組合 

同連合会 
農業共同組合 
合同連合会 

その他 
任意団体 

個人 計 
中小企業等 
共同組合 

会社･個人 その他 計 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

木

材 

立木 

(ｍ3） 

天                     

人                     

素 材(ｍ3)                     

製 材(ｍ3)                     

そ の 他                     

                     

小 計                     

薪

炭 

薪炭原木(ｍ3)                     

木 炭(㎏)                     

薪層積(ｍ3)                     

そ の 他                     

                     

                     

小 計                     

特

殊

林

産

物 

しいたけ(㎏)                     

わさび(㎏)                     

竹 材(束)                     

                     

                     

小 計                     

合 計                     

被 害 者 数           

注： 1 木炭出荷調整対策事業による保管木炭が被害を受けた場合には木炭欄の内数として（ ）書で示すこと。 
   2 立木は利用伐期令級以上のものを記入する。 

  3 被害者数等の欄は森林組合等の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。 
  4 県有林（県行造林含む）の被害を、その他欄に内数として（ ）書で示すこと。 
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（表６の４） 
（２）林産施設被害 

区 分 

そ の 他 

合計 
中小企業等協同組合 会 社 ・ 個 人 そ の 他 

計 
全壊 半壊 計 

埋積土砂量
(ｍ3) 

全壊 半壊 計 
埋積土砂量

(ｍ3) 
全壊 半壊 計 

埋積土砂量
(ｍ3) 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

金
額 

数
量 

排
土
費 

数
量 

金
額 

排
土
費 

数
量 

金
額 

排
土
費 

木

材 

木材倉庫 ( 棟 )                               

貯 木 場 ( 坪 )                               

網 場                               

流 送 路 ( ㎞ )                               

木
材
加
工

施
設 

建物(棟)                               

機械(点)                               

計                               

木

炭 

集 運 材 施 設                               

木炭倉庫 ( 棟 )                               

炭  窯 (基 )                               

木
炭
加
工

施
設 

建物(棟)                               

炭窯(基)                               

計                               

簡易搬送施設                               

特

殊

林

産

物 

特殊林産倉庫(棟)                               

わさび育成施設(坪)                               

しいたけ育成施設(坪)                               

しいたけほだ木(本)                               

特
殊
林
産

物
加
工
施
設 

建物(棟)                               

機械(点)                               

計                               

合 計                               

被 災 者 数 等                               

注 １ 堆積土砂量の欄は貯木場および流送路についてのみ記入する。 

２ 被災者数等の欄は、中小企業等協同組合にあってはその組合数、会社、個人にあっては会社数及び戸数の実数を記入する。 
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（表６の４） 
（３）林産物間接被害 

区 分 

農 林 業 者 そ の 他 

合 計 森林組合 

同連合会 

農業協同 

組合同連合会 

その他 

任意団体 
会社・個人 計 

中小企業等 

協同組合 
会社・個人 その他 計 

数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 数量 金額 

木
材 

立 木(㎥)                     

素 材(㎥)                     

製 材(㎥)                     

そ の 他                     

                     

小 計                     

薪
炭 

薪炭原木(㎥)                     

木 炭(kg)                     

薪 層 積(㎥)                     

そ の 他                     

                     

                     

小 計                     

特
殊
林
産
物 

しいたけ(kg)                     

わ さ び(kg)                     

竹 材(束)                     

                     

                     

                     

小 計                     

合 計                     

被災者数等           

注 1 道路の決壊、橋梁の破損、その他により運搬不能とうとなった帯貨及び金額を記入する。 

  2 被災者数等の欄は森林組合等の団体にあってはその組合数、会社及び個人にあっては会社数及び戸数の実数のを記入する。 
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（表６の５） 
災 害 の 名 称             

災害発生年月日                   ５ 造林地等の被害状況（速報、概況、確定）                    調査年月日 

区 分                                                           地域振興局 

森

林
所

有
者
区

分 

森 林 

計画区 
市町村名 

被 害 要 復 旧 

備考 人 工 林 天 然 林 計 改 植 そ の 他 

経 費 計 

樹種別 齢級別 面積 被害額 面積 被害額 面積 被害額 面積 単価 経費 面積 単価 経費 

     ㏊ 千円 ㏊ 千円 ㏊ 千円 ㏊ 円 千円 ㏊ 円 千円 千円  

                  

                  

                  

                  

                  

合計 
                 

注 １ 区分は火災（被害全域）、病虫獣害(中害以外)、病虫獣害(中害未満)、その他被害(被害率 30％以上)、その他被害(被害率 30％未満)に区分し、別葉に作成する。 

  ２ 森林所有者区分は､県、市町村、公社、公団、その他及び合計に区分し､記入する。 

  ３ ｢面積｣は、区域面積とし、上段に( )内数で被害実面積を記入する。 

  ４ 市町村ごとに計欄に保安林分を（ ）書き内数で記入する。 

  ５ ｢備考｣欄には、復旧事業の種類（要復旧経費のその他の明細）、応急対策等を記入する。 

  ６ ｢森林計画区｣ごとの合計欄に、森林国営保険契約地の齢級別被害面積を( )書き内数で記入する。 
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（表６の６） 

  災害の名称 

  災害発生年月日         ６ 苗畑被害状況（速報、概況、確定）       調査年月日 

(1)苗木被害報告                                  地域振興局名 

市
町
村 

施 業 量 被 害 量 

備考 
樹種 

面積 

ha 

本数（千本） 
経営 

者数 

面積 

ha 

本数（千本） 
被害率% 

(B/A) 

被害 

金額 

千円 

経営

者数 
1 年

生 

2 年

生 

3 年

生 
計(A) 1 年生 2 年生 3 年生 計(B) 

 すぎ                

 ひのき                

                 

                 

                 

                 

 合計                

注 １ 施業量のうち１年生にあっては得苗見込本数を、２・３年生にあっては作付本数を記入すること。 
２ すぎさしきについては別欄とすること。 

３ 被害面積は区域面積（附属地を合む）とすること。 
４ 被害欄は上段に総被害量を記入し、下段に 30％以上の被害量を（ ）に内数で記入すること。 
５ 被害金額については毎年知事が示す標準被害額に時期別修正係数を乗じて算定すること。 

 

(2)苗畑施設被害報告 

市
町
村 

     項目 

 

被害の内容 

箇所数 被害数量 被害金額 復旧の種類 数 量 単 価 金 額 備 考 

  （  ） （  ） （  ）  （  ） （  ） （  ）  

          

          

          

          

          

注 １ 被害の内容は「畑地埋没」「畑地流失」「灌水施設破損」「堆肥舎倒潰」等と具体的に明記すること。 

２ 一つの被害内容ごとに「土砂排除」「跡地整理」等復旧欄に明記すること。 
３ 埋没流失の数量欄は、面積と耕土の流失埋没量（立米）を記入すること。 
４ 数量金額は、上段に総数金額を記入し、下段に 30％以上の被害量を（ ）に内数で記入すること。 

 
 

（表６の７） 

  災害の名称 

  災害発生年月日     ７ 共同利用施設等被害状況（速報、概況、確定）      調査年月日 

                                          地域振興局名 

市町村名 導入年度 事業主体 施設名 事業費 被害数量 単 位 被害額 備 考 

    千円   千円  

         

         

         

         

計         
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様式第７号（土木関係被害） 

（表７の１） 

災 害 総 括 表                        （単価：千円） 

区 分 

前 回 ま で の 報 告 分 今回報告分 

年間の合計 自 月 日 

至 月 日 

異常気象名 自 月 日 

至 月 日 

異常気象名 自 月 日 

至 月 日 

異常気象名 自 月 日 

至 月 日 

異常気象名 自 月 日 

至 月 日 

異常気象名 

     

箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 箇所数 金 額 

県
工
事 

河 川             

砂 防             

地すべり             

急 傾 斜             

道 路             

橋 梁             

計             

市
町
村
工
事 

河 川             

道 路             

橋 梁             

計             

合
計 

河 川             

砂 防             

地すべり             

急 傾 斜             

道 路             

橋 梁             

計             
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（表７の５） 

市町村別被害報告額調（市町村工事） 

（金額単位：千円） 

市町村

名 

今回の報告書（  ／  ～  ／  ） 報 告 累 計  

河 川 道 路 橋 梁 計 河 川 道 路 橋 梁 計 

箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 
箇
所 

金額 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

                 

計 
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（表７の６） 

雪崩災害報告 

事務所名（            ）                   第   報（   月   日   時現在） 

ふ り が な 

場 所 

      郡町 

      市村 

ふ り が な 

区                    名 

 

発 生 日 時 月   日   時 雪 崩 危 険 箇 所 点 検 番号  

気 象 状 況 

雪崩発生時の天候  晴・曇・雨・雪・みぞれ 

雪崩発生時の積雪深 cm 観 測 所 名 観 測 所 と の 距 離 観 測 所 と の 標 高 差 

雪崩発生時の気温 ℃    

雪崩発生時の降雪深 cm    

保 全 対 象 

人    家         戸 

公共的建物 

公共的施設 

斜面の向き 北・北東・東・南東・南・南西・西・北西 

斜 高 の 高 さ  概況平面図 縦断図 

植 生 の 状 況  

雪 崩 の 状 況 

拡大等の見込み  

雪 崩 の 種 別 表層・全層 

高 さ  

幅  

雪 崩 雪 量  

発生区の傾斜度  

走 路 の 長 さ  

見 通 し 勾 配  

被 害 の 状 況 

死 者 ・ 負 傷 者 等 有・無 死者    名    行方不明者   名    負傷者   名 

住 宅 被 害 有・無  全壊    戸    半 壊     戸    一部破損  戸 

公共的建物被害 有・無  

その他の建物被害 有・無  

そ の 他 の 概 況  

応急対策及び

警戒避難状況 

応 急 対 策  

避 難 状 況  

地域防災計画記載  

適用法令等の

施 行 状 況 

法 令 等  有  無 法 令 等  有  無 

急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 区 域  急傾斜地崩壊危険実態調査箇所 箇所番号  

建築基準法による災害危険区域  宅 地 造 成 工 事 規 制 区 域  

地すべり防止区域（農・林・土）  都市計画法に基づく開発許可制度の適用区域  

 砂 防 指 定 地  旧宅地造成事業に関する法律の適用地域  

 保 安 林  宅 地 基 準 条 例 の 適 用 地 域  

 災 害 対 策 基 本 法 防 災 計 画 区 域  そ の 他  

備 考 

 

受 信 者  送 信 者 氏 名  受 信 者 氏 名  

 

大字 
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様式第８号（都市施設被害） 

（表８の１） 

 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日   時   分 

発 信 者  受 信 者  

種別 区 分 か所数 被害面積又は延長等 被害金額（千円） 復旧金額（千円） 摘要 

都
市
施
設
災
害 

街 路      

都 市 公 園      

都 市 排 水 路      

下
水
道
公
共 

排 水 施 設      

ポンプ場施設      

処 理 施 設      

区
画
整
理 

街 路      

公 園 緑 地      

水 路      

防空壕・その他      

堆 積 土 砂      

合 計      

建
物
災
害
及
び
損
害
面
積 

区 分 住家（戸） 非住家（戸） 計（戸） 区 分 面積（ｈａ） 摘 要 

全 壊    市街地被害面積   

半 壊    その他被害面積   

流 失    計   

床上浸水    全市街地面積   

床下浸水       

       

状況 
発火  月  日  時  分 鎮火  月  日  時  分 被災か所  

風向  風速 最大 m/sec 平均 m/sec 湿度 % 

建
物
災
害
及
び 

焼
失
面
積 

区 分 住家（戸） 非住家（戸） 計（戸） 区 分 
面積（ｈ

ａ） 
摘 要 

全 壊    全市街地   

半 壊    被災面積   

計       

備考 
１ 土地区画整理事業を施行する必要が（ある・ない・不明） 

２ 都市計画との関連（                ） 

都市施設被害状況報告 
中間 

確定 
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様式第９号（水道施設被害） 

（表９の１） 

 
中 間 

水 道 施 設 被 害 状 況 報 告 
確 定 

 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

水 道 の 名 称 
 給 水 区 域 及 び 

現 在 給 水 人 口 
（   戸   人） 

被 害 給 水 区 域 

及 び 被 害 給 水 

人 口 

（   戸   人） 

災 害 の 状 況 

 
被害 

金額 
千円 

応 急 措 置 及 び 

給 水 現 状 

 

給 水 応 援 消毒機械及び薬品応援 復 旧 資 材 労 務 応 援 技 術 応 援 

緊

急

応

援

の

要

否 

給水車  両/日 ㎥分 
乾式注入能力 

ｇ／ｈ  機 

  

ろ水器  両/日 ㎥分 
湿式 

ｇ／ｈ  機 

  

自衛隊給水班要請/ 

日㎥  日間 

簡易滅菌器 

ｇ／ｈ  機 

  

水道から応急給水/ 

日   ㎥分 

液体塩素 

ｋｇ入  本 

  

日間 

さらし粉高度 

    普通 

    500ｇ   本 

  

必要なし 必要なし 
  

  



資 料 編 

（ 資料－118 ） 

様式第１０号（廃棄物処理施設被害） 

（表１０の１） 

 
ごみ・し尿           中 間 

廃棄物処理施設           被害状況報告 

合併浄化槽           確 定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 月 日 年  月  日  時 

災害発生場所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 信 時 刻 日   時   分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

 

被 害 施 設 名    

被 害 の 区 域 お よ び 処 理 

人 口 
   

被 害 の 状 況    

被 害 額 

千円 千円 千円 

応 急 措 置 の 現 況    

災 害 救 助 の 有 無    

そ の 他 必 要 な 事 項    
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様式第１１号（感染症関係） 

（表１１の１） 

 
中  間 

感 染 症 関 係 報 告 

確  定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時   月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

 

感 
 

 

染 
 

 

症 

項目 

 

 

病名 

発 生 患 者 等 数 

備  考 
患者 疑似 

無症状 

病原体 

保有者 

計 
うち 

死者 

       

       

       

       

       

備 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

考 
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（表１１の２）                              

 

災 害 の 名 称 
 災 害 発 生 日 時 月  日  時 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 

 

感 染 症 

項  目 

 

地域の別 

病名 病名 病名 病名 病名 

発 生 患 

者 等 数 

(人) 

う ち 

死 者 

(人) 

発 生 患 

者 等 数 

(人) 

う ち 

死 者 

(人) 

発 生 患 

者 等 数 

(人) 

う ち 

死 者 

(人) 

発 生 患 

者 等 数 

(人) 

う ち 

死 者 

(人) 

発 生 患 

者 等 数 

(人) 

う ち 

死 者 

(人) 

            

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

計 
          

中間 

確定 
保健・疾病対策課 感染症関係 
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様式第１２号（医療施設被害） 

（表１２の１） 

 
中  間 

                 医 療 施 設 被 害 状 況 報 告             保健所
名 

確  定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 月 日 年  月  日  時 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

 

区 分 施設名 経営主体 所在地 

被 害 の 程 度 

被害額 
復旧に要

する経費 全 壊 

全 焼 
流 出 

半 壊 

半 焼 
浸水 その他 

(病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(診療所) 

   棟 棟 棟 棟 棟 千円 千円 

合 計 
 

 注：１ 各施設ごと詳細な被害状況は別案にして添付すること。 

   ２ 被害施設がへき地出張診療所の場合は、経営主体欄にその旨を記載すること。 
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様式第１３号（商工関係被害） 
（表１３の１） 

 
中  間 

商 工 関 係 被 害 状 況 報 告  
確  定 

 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 年  月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発受信時刻 日  時  分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

業 種 区 分 

被 害 区 分 
鉱工業 商 業 ｻｰﾋﾞｽ業 その他 計 

組
合
、
団
体
以
外
の
事
業
所 

建物の被害（ア） 

全
壊 

棟数(棟)      

損害額(千円)      

半
壊 

棟数(棟)      

損害額(千円)      

そ
の
他

の
被
害 

棟数(棟)      

損害額(千円)      

土地の被害（イ） 損害額(千円)      

(ア)(イ)以外の有形固定資産の被害 損害額(千円)      

製品・仕掛品・原材料の損害 損害額(千円)      

事業協同組合・商工組合・協業組合 

の被害 

件数(件)      

損害額(千円)      

商 工 会 議 所 ・ 商 工 会 の 被 害 
件数  (件)      

損害額(千円)      

小         計 損害額(千円)      

除雪、排水等の災害対策に要した経費(千円)      

その他災害の発生により生じた損害額(千円)      

損 害 額 総 計           (千円)      

被 害 件 数       (事業(務)所数)      

注：１ 事業協同組合、商工組合、協業組合の被害とは､中小企業団体の組織に関する法律第３条第１項の規定による中小企業

団体についての物的被害とする。 

２ その他の被害により生じた損害額とは季節的商品の出荷遅延による価格の減少額等をいう。 

３ 住宅と営業に供している建物とが同一建物である場合は、営業用建物部分についての被害を記入するものとする。ただし、

被害態様が住宅部分と営業部分とに区分することが困難な場合は、かっこ外書きにする。 

４ 業種区分中の｢その他｣には指定公共機関及び指定地地方公共機関に係る被害を除くものとする。 

５ 大企業に関する被害については､内訳（大企業分としてまとめ）を別紙に記載する。 
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（表１３の２） 
 

 

災害の名称 
 災 害 発 生 日 時 月  日  時 

報 告 の 時 限   月  日  時現在 

 

地 域 の 別 
被害区分 

  

      

組

合

団

体

以

外

の

事

業

所 

建物の被害 

（ア） 

全

壊 

棟 数 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

損害額

(千

円） 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

半

壊 

棟 数 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

損害額

(千円) 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

そ

の

他

の

被

害 

棟 数 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

損害額

(千円) 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

土地の被害 

(イ) 

損害額

(千円) 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

(ア)(イ)以外

の有形固定資

産 の 被 害 

損害額

(千円) 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

製品、仕掛品 

原材料の被害 

損害額

(千円) 

鉱 工 業       
商 業       
サ-ビス業       
そ の 他       

事業協同組合､商工組
合 協 業 組 合 の 被 害 

件 数 ( 件 )       
損 害 額 ( 千 円 )       

商 工 会 議 所 商 工 会 

の 被 害 

件 数 ( 件 )       
損 害 額 ( 千 円 )       

除雪排水等の災害対策に要した経費 ( 千 円 )       
そ の 他 災 害 の 発 生 に よ り 
生 じ た 損 害 額 

( 千 円 )       

被 害 額 総 計 ( 千 円 )       

被害件数（事業(務)所数） 
      

 

  

商工関係被害状況報告 
中間 

確定 
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様式第１４号（観光施設被害） 
（表１４の１） 
 

中  間 
観 光 施 設 被 害 状 況 報 告  

確  定 
 

災 害 の 名 称  災害発生月日 年  月  日  時 

災 害 発 生 場 所 
 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

 １ 土木施設（遊歩道・つり橋等） 

区 分 

県 工 事 市 町 村 工 事 そ の 他 計 

か 所 被 害 額 か 所 被 害 額 か 所 被 害 額 か 所 被 害 額 

道 路  
千円 

 
千円 

 
千円 

 
千円 

橋 梁 
        

計 
        

２ 一般観光地建物等 

区 分 

県有施設 市町村施設 国民宿舎・旅館等 その他施設 計 

件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 件数 被害額 

建
物
そ
の
他 

全 壊  
千円 

 
千円 

 
千円 

 
千円 

 
千円 

半 壊 
          

そ の 他 
          

計 
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様式１５号（教育関係施設被害） 

（表１５の１） 
 

中  間 

       教 育 関 係 施 設 被 害 状 況 報 告             報告者 

確  定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 年 月 日 年  月  日 災 害 発 生 場 所  

施 設 の 種 別  報 告 の 時 限 年 月 日現在 発 信 者  受 信 者  

 

発受信 

日 時 

災害発生 

日 時 
市町村名 

施設の 

名 称 

建      物 

工 作 物 

被害金額 

土  地 

被害金額 

設  備 

被害金額 

被害額 

合 計 
被害状況 

要 新 築 要補修 計 

全 壊 半 壊 大破以下 

金 額 
被害金額 

面積 金額 面積 金額 

日 
： 

日 
： 

  ㎡ 千円 ㎡ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円  

 
 

              

 
 

              

 
 

              

 
 

              

 
 

              

 
 

              

               

 
 

              

 
 

              

               

注：１ 本表は、すべての教育施設の被害について使用するものであること。 

  ２ 文化財は、国、県の指定分についてのみ記入すること。 
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（表１５の２）                              

 

災 害 の 名 称 
 災 害 発 生 日 時 月  日  時 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 

 
（単位 ｍ3・千円） 

施 設 の 種 別 

被

害

施

設

数 

被  害  状  況 

建        物 

工作物 

被害金額 

土地 

被害金額 

設備 

被害金額 

被害額 

合 計 

要 新 築 要補修 計 

全 壊 半 壊 大破以 

下金額 

被害 

金額 面積 金額 面積 金額 

幼 稚 園            

小 学 校            

中 学 校            

高 等 学 校            

盲 学 校            

ろ う 学 校            

養 護 学 校            

大 学 ・ 高 専            

共同利用施設            

教 員 住 宅            

文 化 財            

            

            

            

合 計            

 

中間 

確定 
教育関係施設被害状況報告 課 
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様式第１７号（市町村有財産被害） 

（表１７） 
 

中   間 

市 町 村 有 財 産 被 害 状 況 報 告 

確   定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 年  月  日  時 

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （  ） 受 信 者 （  ） 

この報告書内容には、他の報告系統によるものはすべて含まれない。 

建

設

被

害 

施設の別 発生数(計) 
全 壊 
（流失） 

半 壊 一部破損 床上浸水 床下浸水 被 害 額 備 考 

 棟 棟 棟 棟 棟 棟 千円  

         

         

         

         

         

         

         

小計         

(

市
町
村
単
災
の
み)

 

公
共
土
木
施
設
被
害 

種別 発生数 被 害 状 況 被害額 備考  

河川 か所  千円  

道路     

橋梁     

     

小計     

そ

の

他 

種 別 発生数 被 害 状 況 被害額 備考 

 か所  千円  

     

     

     

計 ― ―   

 

市町村名 
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様式第１８号（公益事業関係被害） 

（表１８） 
 

中   間 

公益事業関係被害状況報告                  機関
名 

確   定 
 

災 害 の 名 称  災 害 発 生 日 時 年  月  日  時 

災 害 発 生 場 所  

報 告 の 時 限 月  日  時現在 発 受 信 時 刻 日  時  分 

発 信 者 （   ） 受 信 者 （   ） 

 

区   分 被 害 発 生 数 ・ 被 害 程 度 数 被 害 額 

被
害
状
況 

  千円 

被害箇所   

不通箇所   

   

   

   

   

応
急
措
置
・
そ
の
他 

 

 

注：この表は、鉄道・通信・電力・ガス関係の被害について、各関係機関から県危機管理防災課に報告する 

  場合に用いる。 

建物等 
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様式第１９号 

第１号様式 

（火災）                                  第      報 

報告日時 年  月  日  時  分 

都道府県  

市 町 村  

報告者名  

 

火 災 種 別 １．建物 ２．林野 ３．車両 ４．船舶 ５．航空機 ６．その他 

出 火 場 所  

出火日報 

（覚知日時） 

月  日  時  分 

（  月  日  時  分) 

（鎮圧日時） 

鎮 火 日 時 

（ 月 日  時  分） 

月  日  時  分 

火 元 の 業 態 ・ 用 途  事業所名(代表者名)  

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年令）    人 

 

 

 

負傷者 重 傷       人 

    中等症       人 

    軽 傷       人 

死者の 

生じた 

理 由 

 

建 物 の 概 要 
構造 

階層 

建築面積 

延べ面積 

 

焼 損 程 度 
焼損 

棟数 

全 焼    棟 

半 焼    棟 

部分焼    棟 

ぼ や    棟 

焼損面積 

建物焼損床面積   ｍ2 

建物焼損表面積   ｍ2 

林野焼損面積    ａ 

り 災 世 帯 数  気 象 状 況  

消 防 活 動 状 況 

消防本部（署）    台         人 

消防団        台         人 

その他                  人 

救急・救助活動状況 

 

災 害 対 策 本 部 等 

の 設 置 状 況 

 

その他参考事項 

計   棟 
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様式第１９の２号 

第２号様式（特定の事故） 

  １．石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

事故名  ２．危険物に係る事故 

     ３．原子力施設等に係る事故 

     ４．その他特定の事故                         第    報 

報告日時 年  月  日  時  分 

都道府県  

市 町 村  

報告者名  

 

事 故 種 別 １．火災 ２．爆発 ３．漏えい ４．その他（               ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名  特 別 防 災 区 
レイアウト第一種、第一種、 

第二種、その他 

発 生 日 時  月  日  時  分 発 見 日 時 月  日  時  分 

（ 覚 知 日 時 ） （  月  日  時  分） 鎮火（処理完了）日時 月  日  時  分 

消 防 覚 知 方 法  気 象 状 況  

物 質 の 区 分 
１．危険物 ２．指定可燃物 ３．高圧ガス ４．可燃性ガス 

５．毒劇物 ６．ＲＩ等   ７．その他（      ）  物質名 

施 設 の 区 分 １．危険物施設 ２．高危混在施設 ３．高圧ガス施設 ４．その他（     ） 

施 設 の 概 要  危 険 物 施 設 の 区 分  

事 故 の 概 要  

死 傷 者 

死者（性別・年令） 

 

 

計    人 

負傷者数       人 

重 症       人 

中等症       人 

軽 症       人 

消防防災活動状況 

及      び 

救急･救助活動状況 

警戒区域の設定  月  日  時  分 

使用停止命令  月  日  時  分 

出 場 機 関 出場人員 出場資機材 

事
業
所 

自 衛 防 災 組 織 人  

共 同 防 災 組 織 人 

そ の 他 人 

消 防 本 部 （ 署 ） 
台 

人 
 

消 防 団 
台 

人 
 

海 上 保 安 庁   

自 衛 隊   

そ の 他   

災害対策本部等の 

設 置 状 況 

 

 

その他参考事項 
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様式第２１号（被害状況総合） 

（表２１の１）被害状況総括 

 被 害 状 況 総 括  （中間確定  月  日  時現在） 災害対策本部 
 

災害の名称： 

発 生 日 時： 

発 生 地 域： 

被 害 総 括 

人的被害 
死 者  ，行方不明  ，計＝  人 

重傷者  ，軽 傷 者  ，計＝  人 

被害総額 

うち国直轄・公共機関分 

千円（    千円） 

(10 億)  (百万)  (※印の計) 

 

 

 

被  害  者  の  別 発生数 被害額(千円)  被  害  者  の  別 発生数 被害額(千円) 

住家等 
 

の被害 

棟 
 

 

数 

計 (棟)    都市施設 
被  害 

計     (カ所)   

全 壊 (棟)       

半 壊 (棟)    水道施設 
被  害 

計     (施設)   

一 部 破 損 (棟)    被 害 給 水 人 口 (人)   

床 上 浸 水 (棟)    清掃施設 
被  害 

計     (施設)   

床 下 浸 水 (棟)       

 非住家の全・半壊 (棟)    医療施設 
被  害 

計     (施設)   

世
帯
及
び
人
員 

計 
世帯    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

人    

商工関係 
 

被  害 

計     (件)   

全 壊 
世帯    

うち 
建物 
被害 

鉱 工 業 (棟) ▽  

人    商 業 (棟) ▽  

半 壊 
世帯    そ の 他 (棟) ▽  

人    う ち 製 品 ・ 原 材 料 等   

一部破損 
世帯    う ち 間 接 被 害   

人    観光施設 
被  害 

計     (カ所)   

床上浸水 
世帯    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

人    教育関係 
被  害 

計     ( )   

床下浸水 
世帯    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

人    県有財産 
被  害 

計 ( )   

農業関係
被  害 

計    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

農作物 
水陸稲 (ha)    

市町村有
財産被害 

計 ( )   

 (〃)    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

施 設 (件) ▽   う ち 土 木 小 災 害(カ所)   

畜 産 物 等 ( )    社会福祉 
施設被害 

計    (施設)   

農 地 (ha)    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

農 業 用 施 設 （カ所）    国保診療 
施設被害 

計    (施設)   

林業関係 
 

被  害 

     計          (カ所)    う ち 建 物 被 害 (棟) ▽  

治 山 (カ所)    

公益事業 
 

関係被害 

計 ※  

林 道 (カ所)    

鉄 道 

不 通 カ 所   

そ の 他    被 害 件 数   

※ 国直轄分  (治・林・他) ※      

公共土木 
 
施設関係 
 
被  害 

計     (カ所)    
通 信 

不 通 回 線   

河 川 (カ所)       

砂 防 (カ所)    

電 力 

被 害 カ 所   

道 路 (カ所)    ( 停 電 地 区 )   

橋 り ょ う (カ所)       

※ 国直轄分  (河・道・橋) ※   
ガ ス 

被 害 カ 所   

その他の 
被  害 

右   欄   の   計  (千円 )       

う  ち  建  物  (▽印の計 )    そ の 他   

 

災害対策本部 
の 設 置 状 況 

  

 

災害救助法の 

適 用 状 況 
  

 

自 衛 隊 出 動 

状    況 
  

 

（概
要） 
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（表２１の２）災害概況即報 

（消防庁第４号様式（その１）） 

報告日時 令和  年  月  日  時  分 

都道府県  

消防庁受信者氏名               

市 町 村 

（消防本部

名） 

 

災害名            （第   報） 報告者名  

 

災
害
の
概
況 

発生場所  発生日時   月  日  時  分 

 

被
害
の
状
況 

死傷者 
死 者    人 不 明    人 

住家 
全 壊    棟 一部破損   棟 

負傷者    人  計     人 半 壊    棟 床上浸水   棟 

 

応
急
対
策
の
状
況 

災 害 対 策 本 部 等 

の 設 置 状 況 

（都道府県） （市町村） 

 

（注）第一報については、原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告すること。 

（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記載して報告すれば足りること｡） 
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（表２１の３）被害概況即報 

（消防庁第４号様式（その２）） 

 

都道府県 長 野 県 区 分 被害 区 分 被害 

災
害
対
策
本
部
等
の
設
置
状
況 

都
道
府
県 

 

災書名 

報告番号 

災害名 

 

 

第  報 

（ 月 日 

時現在） 

そ

の

他 

田 

流失・埋没 ha  公共文教施設 千円  

冠水 ha  農林水産業施設  千円  

畑 

流失・埋没 ha  公共土木施設 千円  

冠水 ha 
 その他の公共施設 千円  

報告者名  文教施設 箇所  小計 千円  

市
町
村 

 

区 分 被害 病院 箇所 
 公共施設被害 

市 町 村 数 
団体 

 

人
的
被
害 

死 者 人  道路 箇所  

そ

の

他 

農産被害 千円  

行 方 

不明者 
人 

 橋りょう 箇所 
 林産被害 千円 

 

負
傷
者 

重

傷 
人 

 
河川 箇所 畜産被害 千円 

 

軽

傷 
人 

 
港湾 箇所 

 
水産被害 千円 

 

災
害
救
助
法
適
用
市
町
村
名 

 

住

家

被

害 

全壊 

棟  砂防 箇所  商工被害 千円  

世帯  清掃施設 箇所     

人  崖くずれ 箇所     

半壊 

棟  鉄道不通 箇所     

世帯  被害船舶 隻     計      団体 

人 
 

水道 戸 
 

その他 千円 
 消防職員 

出動延人数 
人 

 

 

一部 

破損 

棟 
 

電話 回線 
 

被害総額 千円 
 消防団員 

出動延人数 
人 

 

 

世帯  電気 戸  

備

考 

災害発生場所 

災害発生年月日 

災害の種類概況 

応急対策の状況 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の指示の状況 

・避難所の設置状況 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

人  ガス 戸  

床上 

浸水 

棟  ブロック塀等  箇所  

世帯     

人     

床下 

浸水 

棟  り災世帯数 世帯  

世帯  り 災 者 数 人  

人  火

災

発

生 

建物 件  

非
住
家 

公共建物 棟  危険物 件  

その他 棟  その他 件  

※被害額は省略することができるものとする。 
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２２ 補記（被害状況総括） 

被害状況の総括については､前号 21 によるほか､便宜的に次の諸表も総括表として用いることがある。 

（1）被害状況集計表 

（2）地震による被害集計表 

（3） 月 日 時 分発生の地震による被害一覧 

（4）被害状況総括表に準じた表（小規模の災害あるいは内訳等に重点をおいて集計する場合に用いる。 

また、そのつど適宜作成する。） 
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様式 （県及び近隣市町村への応援要請） 

 

応 援 要 請 書  

 

殿 

年   月   日 

災害対策本部長 

要 請 理 由 

 

応 援 を 必 要 と す る 部 ・ 係 

 

応 援 を 必 要 と す る 人 員 

 

従 事 事 務 内 容 

 

従 事 期 間 

年    月    日    時    分より 

 

年    月    日    時    分まで 
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様式 （指定行政機関に対する派遣要請） 

 

 

派 遣 要 請 書  

 

殿 

年   月   日 

災害対策本部長 

派 遣 を 必 要 と す る 理 由 

 

派 遣 を 必 要 と す る 

職 員 の 職 種 別 

 

派 遣 を 必 要 と す る 職 員 数 

 

派 遣 を 必 要 と す る 期 間 

年  月  日  時  分より 

 

年  月  日  時  分まで 

派 遣 さ れ る 職 員 の 

給 与 及 び 勤 務 条 件 

 

そ の 他 の 必 要 事 項 
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様式 （自衛隊派遣要請） 

 

 

陸 上 自 衛 隊 派 遣 要 請 書  

 

長野県知事          殿 

年   月   日 

災害対策本部長 

災 害 の 状 況 及 び 

 

派 遣 を 必 要 と す る 理 由 

 

派 遣 を 必 要 と す る 期 間 

自    年   月   日   （    日間） 

 

至    年   月   日 

派 遣 を 希 望 す る 区 域 

 

作 業 箇 所 及 び 作 業 内 容 

区 域 作 業 箇 所 作 業 の 内 容 

   

派 遣 を 希 望 す る 人 員 

 

車 両 、 航 空 機 、 資 材 等 

人 員 車両・航空機等 資 材 等 

人 

台 

台 

台 

 

連 絡 場 所 、 連 絡 責 任 者 

 

宿 泊 施 設 の 状 況 

連 絡 場 所 連 絡 責 任 者 宿泊施設の状況 

   

そ の 他 の 必 要 事 項 
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様式 （長野県消防防災航空隊出動要請） 

 

長 野 県 消 防 防 災 航 空 隊 出 動 要 請 書  

 

  緊急直通電話 0263-85-5511・5512 

航空隊受信時間 時  分現在 ＦＡＸ 0263-85-5513     

１要 請 期 間 名 ℡        発信者 

２災 害 種 別 （1）救 急 （2）救 助 （3）火 災 （4）災害応急 （5）その他 

３要 請 内 容 救急 救助 航空消火 偵察 物資輸送 傷病者搬送 他（  ） 

４発 生 場 所 

 (発 生 時 間) 

 (事 故 概 要) 

 (目 標) 

 (離 着 陸 場 所) 

番地 

令和  年  月  日   午前・午後   時  分頃 

 

５気 象 条 件 

 (現 場) 

視程   ｍ 天候   雲量   （高   ｍ） 風向 

風速   ｍ/ｓ 気温   ℃  （      警報・注意報） 

６現 場 指 揮 者 所属・職名・氏名 

７通 信 手 段 

 (現 場) 

無線種別（全国波・県波・市町村波） 

現場指揮本部(車) 呼出名（コールサイン） 

８傷 病 者 等 氏名 年齢 歳 性別 男・女 

９傷 病 名 ・ 症 状  

10傷 病 者 搬 送 

(着陸場所等) 

出勤先 

所在地 

及び 

目標 

（病院名） 

 搬送先 

所在地 

及び 

目標 

(病院名) 

 

11要 請 日 時 令和 

12 他の航空機の活動要

請 

（有・無）  機関名            機数       機 

※ 以下の項目については、航空隊で出動可否を決定後連絡します。 

１航 空 隊 識 者 

 コ ー ル サ イ ン 

指揮者名 

無線機別      （全国波・県内波） コールサイン 

２到 着 予 定 時 間 令和   年   月   日 （   曜日）   時   分 

３活 動 予 定 時 間 時間    分 

４必 要 資 機 材  

※ その他の特記事項 

航 空 隊 担 当 者  
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様式 （危険箇所調査） 

 

危 険 箇 所 調 査 報 告 書 

年   月   日 

殿 

調 査 員           

災害危険箇所について調査を実施しましたので、下記の通り報告いたします。 

調 査 期 間 年  月  日 ～      年  月  日 

調 査 箇 所 

地 域 項 目 箇 所 数 

  箇所 

  箇所 

  箇所 

  箇所 

異 常 個 所 

と 状 況 

異 常 箇 所 状 況 

  

  

必 要 措 置 

 

そ の 他 

 

１) 調査箇所については、地域と項目別に箇所数を記入する。 

２) 異常箇所及び必要措置について多数ある場合は、総括的なことを記入し、別紙に詳細をまとめて報告する。 
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様式 （緊急通行車両確認） 

 

年  月  日 

 

緊 急 通 行 車 両 確 認 申 出 書 

 

長 野 県 公 安 委 員 会 殿 

 

氏名            ㊞ 

 

番号標に 

表示されている番号 

 

 
車両の用途（緊急輸送を
行う車両にあっては、輸
送人員又は品名） 

 

使 用 者 

住 所 

（  ）  局  番 

氏 名  

通 行 日 時  

通 行 経 路 

出 発 地 目 的 地 

  

備 考 
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避 難 所 の 設 置 及 び 収 容 状 況 

 

避難所名所在地 種 別 開設期間 実人員 開設日数 延人員 

   人 日間 人 

計 

 

既在建物    月  日から 

        月  日まで      日間    人 

 

野外仮設    月  日から 

        月  日まで      日間    人 

 

1） 「種別」欄は、既在建物の場合野外仮設に区分すること。 

2） 「計」欄は、既在建物利用場合と野外仮設の場合の区分に合計しておくこと。 
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被 災 証 明 申 請 書 

 

高 森 町 長 様 

 

申請人住所 

申請人氏名              印 

被 災 内 容 

被 災 年 月 日 

 

令和  年  月  日（  ）～  日（  ） 

午前        午前 

時～        時にかけて 

午後        午後 

 

災 害 の 種 別 

 

台風   号 

床上     ｃｍ 

雨    浸水の場合 

床下     ｃｍ 

風   （                   ） 

地 震  （                   ） 

火 災  （                   ） 

その他  （                   ） 

 

被 災 箇 所 

 

 

家屋（居間・台所・風呂場・その他） 

合 計         ㎡ 

店舗              ㎡ 

事務所             ㎡ 

工場              ㎡ 

その他 

備 考  

 

令和  年  月  日 

上記のとおり被害を蒙ったことを証明願います。 
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被 災 証 明 書 

 

申請人住所 

 

申請人氏名 

被 災 内 容 

被災年月日 

 

令和  年  月  日（  ）～  日（  ） 

午前        午前 

時～        時にかけて 

午後        午後 

 

災害の種別 

 

台風   号 

床上     ｃｍ 

雨    浸水の場合 

床下     ｃｍ 

風   （                      ） 

地 震  （                      ） 

火 災  （                      ） 

その他  （                      ） 

 

被 災 箇 所 

 

住所 

家屋（居間・台所・風呂場・その他） 

合計         ㎡ 

店舗             ㎡ 

事務所            ㎡ 

工場             ㎡ 

その他 

 

備 考 

上記のとおり被害を蒙ったことを証明いたします。 

 

令和  年  月  日 

高森町長 

 

 


